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事後調査結果（工事中）について 

本事後調査結果（工事中）は、「名古屋市環境影響評価条例」（平成10年、名古屋市条

例第40号）に基づき、平成22年11月に名古屋市に提出した「名駅一丁目１番計画南地区

（仮称）建設事業に係る事後調査計画書（工事中）」（平成22年11月、東海旅客鉄道株式

会社）を基に行った調査結果をとりまとめたものである。なお、今回の報告は、平成25

年９月及び平成28年８月に行った２回の中間報告に続く最終報告であり、工事完了（平

成29年２月末）までの調査結果を取りまとめたものである。 
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＜略  称＞ 

 以下に示す名称及び条例名については、基本的に略称を用いた。 

名 称 及 び 条 例 名 略   称 

ＪＰタワー名古屋建設事業 ＪＰタワー名古屋 

大名古屋ビルヂング建設事業 大名古屋ビルヂング 

「市民の健康と安全を確保する環境の保全に関する条例」

（平成15年名古屋市条例第15号） 
「名古屋市環境保全条例」 

環境影響評価方法書 方法書 

環境影響評価準備書 準備書 

環境影響評価審査書 審査書 

環境影響評価書 評価書 

環境の保全のための措置 環境保全措置 

近畿日本鉄道 近鉄 

東海旅客鉄道 JR東海 

名古屋市高速度鉄道 地下鉄 

名古屋鉄道 名鉄 

名古屋臨海高速鉄道 あおなみ線 
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第１章 事業者の名称、代表者の氏名及び事務所の所在地 

〔事業者名〕東海旅客鉄道株式会社 

〔代 表 者〕代表取締役社長 柘植康英 

〔所 在 地〕名古屋市中村区名駅一丁目１番４号 

〔事業者名〕ジェイアールセントラルビル株式会社 

〔代 表 者〕代表取締役社長 吉川直利 

〔所 在 地〕名古屋市中村区名駅一丁目１番３号 

第２章 対象事業の名称及び種類 

〔名 称〕ＪＲゲートタワー建設事業 

〔種 類〕大規模建築物の建築 

第３章 対象事業の概要 

 3-1 事業の目的 

本事業は、名古屋の玄関口に相応しい交通結節点としてのターミナル機能の強化を図り、

加えて利便性、快適性を備えた多様な都市機能を整備することにより、名古屋駅地区の「賑

わいと活力のあるまちづくり」への貢献を図ることを目的とする。 
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3-2 事業計画の概要 

事業計画の概要は、表3-2-1に示すとおりである。 

表3-2-1(1) 事業計画の概要 

項  目 内     容 

事 業 の 名 称 ＪＲゲートタワー建設事業 

事業実施場所の位置 名古屋市中村区名駅一丁目1015番15 他（図3-2-1参照） 

地 域 ・ 地 区 商業地域、防火地域、駐車場整備地区、緑化地域 

主 要 用 途 事務所、ホテル、商業施設、バスターミナル、駐車場、駅施設 

階 数 ・ 高 さ
高層棟：地上46階、地下６階 高さ約220ｍ 

低層棟：地上18階、地下６階 高さ約090ｍ 

基 礎 底 G.L.約－34ｍ 

構 造 鉄骨造、一部鉄筋コンクリート造・鉄骨鉄筋コンクリート造 

事業実施場所の区域面積 約11,700㎡ 

延 べ 面 積 約260,000㎡ 

駐 車 台 数 約300台 

日 最 大 利 用 者 数
平 日 約 73,000 人 

休 日 約 88,000 人 

主要なアクセス手段
歩行者：JR「名古屋駅」隣り 

自動車：名駅通、太閤通、清正公通 

配 置 図 図3-2-2のとおり 

断 面 図 図3-2-3のとおり 

平 面 図 図3-2-4のとおり 

熱 源 施 設

本新建築物内に温熱源を主体とし冷熱源設備も備えたDHCを設

置し、冷温熱源の供給を行う。なお、隣接するタワーズ内既設の

DHCと、ＪＰタワー名古屋の冷熱源を主体とした新設DHC及び大名

古屋ビルヂングの新設DHCとは融通管で接続し、冷温熱源の供給と

受入を行い、当地区を一体的プラントと捉え、機器を集約化して

各熱源機器の高効率運転と省エネルギーを図る。 

電 気 、 ガ ス 設 備

電気供給は、中部電力株式会社より本線・予備線２回線の特別

高圧にて本新建築物内に設置する特高電気室にて受電を行い、特

別高圧を普通高圧へ降圧し、各所に配置したサブ電気室を経て各

用途へ電力を供給する。 

ガス供給は、清正公通に埋設されている東邦ガス株式会社の既

設ガス本管から新設ガス管を事業実施場所内に引き込み、引込バ

ルブを経て、新設ガス管で本新建築物内に供給する。 
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表3-2-1(2) 事業計画の概要 

項  目 内     容 

給 排 水

給水は、名駅通に埋設されている既設名古屋市上水道管から新

設給水管を経て上水を引込み、一旦受水槽に貯水後、高置水槽方

式または加圧ポンプ方式により、各用途の必要箇所に供給する計

画である。また、井水及び雨水を利用することで、上水使用量を

低減する。 

排水系統は、汚水・雑排水合流排水、厨房排水、駐車場排水、

湧水排水の分流式とし、２階以上は自然勾配による放流で、１階

以下は地下排水槽に一旦貯留後ポンプアップにて公共下水道（合

流式）に放流する。 

雨水排水は、自然勾配で排水する系統と、本新建築物内に設置

する雨水貯留槽に一旦貯留し、流出抑制をした後に排水する系統

の２排水系統で名古屋市下水道本管（合流式）に放流する。 

工 事 着 手 時 期 平成22年12月 

工 事 完 了 時 期 平成29年２月 

供 用 開 始 時 期 平成28年11月 注）

注）平成28年11月より、順次供用を開始した。 
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図3-2-1 事業実施場所の位置 

：事業実施場所 

：隣接事業地（ＪＰタワー名古屋）
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図3-2-2 配置図 

高層棟

低層棟

：事業実施場所 

：隣接事業地（ＪＰタワー名古屋）
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図3-2-3(1) 東西断面図 

図3-2-3(2) 南北断面図 

駅施設 

（中央新幹線名古屋市ターミナル駅の一部） 

駅施設 

（中央新幹線名古屋市ターミナル駅の一部） 
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                      【事務所の基準階（高層階）】 

                       【ホテルの基準階（中層階）】 

                       【商業施設、駐車場の基準階（低層階）】 

                       【２ 階】 

                       【１ 階】 

                       【地下１階】 

図3-2-4 平面図 
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 3-3 工事の概要 

本事業の工事の概要は、表3-3-1及び表3-3-2に示すとおりである。 

また、工事関係車両の日交通量の推移は、図3-3-1に示すとおりである。 

表3-3-1 工事の概要 

工  種 時   期 

解 体 工 事
平成22年12月～平成24年９月、 

平成25年10月～平成27年４月 

準 備 工 事 平成22年12月～平成25年４月 

山 留 工 事 平成23年11月～平成25年４月 

杭 工 事 平成25年３月～平成26年11月 

掘 削 工 事 平成26年４月～平成28年２月 

地 下 躯 体 工 事 平成25年12月～平成28年７月 

地 上 躯 体 工 事 平成26年８月～平成28年６月 

設 備 ・ 仕 上 工 事 平成27年３月～平成29年１月 

外 構 工 事 平成28年５月～平成29年２月 

工事の実施にあたり、次の配慮をした。 

・周辺の住民等からの問い合わせに対する連絡の専用窓口を設けた。 
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表3-3-2 工事工程の概要 

12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

工種 延べ月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37

 解体工事

 準備工事

 山留工事

平成24年 平成25年平成23年年月

 地上躯体工事

 設備・仕上工事

 杭工事

 外構工事

 掘削工事

 地下躯体工事

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

工種 延べ月 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 64 65 66 67 68 69 70 71 72 73 74 75 －

平成28年平成27年 平成29年

 外構工事

平成26年

 山留工事

 杭工事

 掘削工事

 地下躯体工事

 地上躯体工事

 設備・仕上工事

年月

 解体工事

 準備工事
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[事後調査における調査結果] 

[環境影響評価書における工事関係車両の計画台数] 

図3-3-1 工事関係車両の日交通量の推移 

※環境影響評価書における工事関係車両の計画台数のピークは、工事の平準化を図った結
果、工事関係車両台数が分散され、ピークを抑えることができた。 
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第４章 環境影響評価の概要 

 4-1 手続きの経緯 

事後調査計画書（供用開始後）の届出までの経緯は、表4-1-1に示すとおりである。 

表4-1-1(1) 環境影響評価手続きの経緯 

事        項 内    容 

方 法 書 提 出 年 月 日 平成21年１月26日 

 縦 覧 ( 閲 覧 ) 期 間 平成21年２月２日から３月３日 

縦  覧  場  所 

（ 閲 覧 場 所 ） 

名古屋市環境局地域環境対策部地域環境対策課、16区
役所、名古屋市環境学習センター 
（名古屋ターミナルビル株式会社B2Fテルミナセンター、
名古屋中央郵便局名古屋駅前分室ゆうプラザ） 

縦  覧  者  数 
（ 閲 覧 者 数 ） 

25名 
（３名） 

方法書に対する 
市民等の意見 

提  出  期  間 平成21年２月２日から３月18日 

提  出  件  数 １件 

方法書に対する 
市長の意見 

（方法意見書） 

縦  覧  期  間 平成21年５月７日から５月21日 

縦  覧  場  所 
名古屋市環境局地域環境対策部地域環境対策課、16区
役所、名古屋市環境学習センター 

縦  覧  者  数 ３名 

準 備 書 提 出 年 月 日 平成22年２月10日 

 縦 覧 ( 閲 覧 ) 期 間 平成22年２月23日から３月24日 

縦  覧  場  所 

（ 閲 覧 場 所 ） 

名古屋市環境局地域環境対策部地域環境対策課、16区
役所、名古屋市環境学習センター 
（名古屋ターミナルビル株式会社B2Fテルミナセンター、
名古屋中央郵便局名古屋駅前分室ゆうプラザ） 

縦  覧  者  数 
（ 閲 覧 者 数 ） 

16名 
（１名） 

 説1) 開 催 日 平成22年３月11日 

 明1) 場 所 名古屋中央郵便局名古屋駅前分室ゆうプラザ 

 会1) 参 加 者 人 数 92名 

準備書に対する 
市民等の意見 

提  出  期  間 平成22年２月23日から４月８日 

提  出  件  数 １件 

見 解 書 提 出 年 月 日 平成22年５月27日 

 縦 覧 期 間 平成22年６月３日から６月17日 

 縦  覧  場  所 
名古屋市環境局地域環境対策部地域環境対策課、16区
役所、名古屋市環境学習センター 

 縦  覧  者  数 ４名 

公 聴 会 2) 開 催 年 月 日 平成22年７月24日 

 開 催 場 所 愛知県産業労働センター（ウインクあいち） 

 陳 述 人 数 １名 

 傍 聴 人 数 20名 

審 査 書 縦 覧 期 間 平成22年10月１日から10月15日 

 縦  覧  場  所 
名古屋市環境局地域環境対策部地域環境対策課、16区
役所、名古屋市環境学習センター 

 縦  覧  者  数 １名 

1)ＪＰタワー名古屋と合同で開催した。 

2)ＪＰタワー名古屋と同時開催された。 
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表4-1-1(2) 環境影響評価手続きの経緯 

事        項 内    容 

評 価 書 提 出 年 月 日 平成22年11月８日 

 縦 覧 期 間 平成22年11月15日から12月14日 

縦  覧  場  所 
名古屋市環境局地域環境対策部地域環境対策課、16区
役所、名古屋市環境学習センター 

縦  覧  者  数 11名 

事後調査計画書 
（工事中） 

提 出 年 月 日 平成22年11月16日 

縦 覧 期 間 平成22年11月24日から12月８日 

縦  覧  場  所 
名古屋市環境局地域環境対策部地域環境対策課、16区
役所、名古屋市環境学習センター 

縦  覧  者  数 12名 

事後調査結果 
中間報告書（工事中） 

提 出 年 月 日 平成25年９月２日 

縦 覧 期 間 平成25年９月10日から９月24日 

縦  覧  場  所 
名古屋市環境局地域環境対策部地域環境対策課、西区
役所、中村区役所、名古屋市環境学習センター 

縦  覧  者  数 6名 

事業内容の一部変更 提 出 年 月 日 平成25年９月18日 

縦 覧 期 間 平成25年10月７日から10月21日 

縦  覧  場  所 
名古屋市環境局地域環境対策部地域環境対策課、西区
役所、中村区役所、名古屋市環境学習センター 

縦  覧  者  数 8名 

事後調査結果 
中間報告書（工事中）
（その２） 

提 出 年 月 日 平成28年８月31日 

縦 覧 期 間 平成28年９月９日から９月23日 

縦  覧  場  所 
名古屋市環境局地域環境対策部地域環境対策課、西区
役所、中村区役所、名古屋市環境学習センター 

縦  覧  者  数 3名 

事後調査計画書 
（供用開始後） 

提 出 年 月 日 平成28年10月26日 

縦 覧 期 間 平成28年11月７日から11月21日 

縦  覧  場  所 
名古屋市環境局地域環境対策部地域環境対策課、西区
役所、中村区役所、名古屋市環境学習センター 

縦  覧  者  数 2名 
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 4-2 環境影響評価（工事中）の概要 

本事業の工事により、影響を受けると想定された各環境要素についての調査、予測、環

境保全措置及び評価の概要は、表4-2-1に示すとおりである。 

表4-2-1(1) 調査、予測、環境保全措置及び評価の概要 

環境要素 調     査 予     測 

大 気 質 【解体工事による粉じん】 

 既存資料調査によると、平成20

年度の名古屋地方気象台における

観測の結果、主風向は北北西、年間

平均風速は2.8ｍ/sである。 

現況施設は、ホテル、商業施設、

バスターミナル、駐車場として使用

されており、延べ面積は約90,000

㎡、建築物の最高高さは約85ｍ（地

上20階）である。 

【解体工事による粉じん】 

粉じんが飛散する条件である風力階

級４以上の年間出現頻度は4.1～26.9％

であり、西北西～北北西の風向の時に多

く発生すると予測される。また、時期は

12～５月の冬季から春季に多く発生す

ると予測される。 
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本事業の工事により、影響を受けると想定された各環境要素についての調査、予測、環境

る。 

環 境 保 全 措 置 評     価 

【解体工事による粉じん】 

 本事業の実施にあたっては、以下に示す環境保全措置を

講ずる。 

・防音パネルの高さは、現況施設の高さを上回る高さと

する。 

・地上解体工事には防じんシート等を設置し、粉じんの

飛散を防止する。 

・解体工事箇所の散水及び清掃を適宜実施し、粉じん発

生量を低減する。 

・工事用運搬車両のタイヤに付着した泥・土の飛散を防

止するために、出入口付近に水洗いを行う洗車施設を

設置し、粉じん発生量の低減に努める。 

・運搬作業では、必要に応じて、工事用運搬車両に飛散

防止シート掛け等をするなどして、粉じん発生量の低

減に努める。 

・気象情報などに注意を払い、粉じんの飛散が考えられ

るような強風時には、集積された解体ガラをシートで

覆うなど、粉じんの発生量を低減できるように努め

る。なお、環境保全措置の実効性を確保できるように

適切な実施体制をとる。 

・周辺の住民等からの問い合わせに対する連絡の窓口を

設け、適切に対応する。 

【解体工事による粉じん】 

予測結果によると、粉じん

の飛散が考えられる気象条

件の年間出現頻度は、4.1～

14.5％である。本事業の実施

にあたっては、防音パネルの

高さは現況施設の高さを上

回る高さとする等の環境保

全措置を講ずることにより、

周辺の環境に及ぼす影響の

低減に努める。 
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表4-2-1(2) 調査、予測、環境保全措置及び評価の概要 

環境要素 調     査 予     測 

大 気 質 【建設機械の稼働による大気汚染】

 既存資料調査によると、平成20

年度の名古屋地方気象台における

観測の結果、主風向は北北西、年間

平均風速は2.8ｍ/s、大気安定度の

最多出現頻度は中立（Ｄ）である。

平成16～20年度の中村保健所に

おける測定の結果、二酸化窒素は、

平成18年度以降、減少傾向にあり、

平成20年度における測定結果は、環

境基準及び名古屋市の大気汚染に

係る環境目標値ともに達成してい

る。 

 平成16～20年度の中村保健所に

おける測定の結果、浮遊粒子状物質

は、横ばいの状態で推移しており、

平成20年度における測定結果は、環

境基準及び名古屋市の大気汚染に

係る環境目標値ともに達成してい

る。 

【建設機械の稼働による大気汚染】 

１．二酸化窒素 

 年平均値の寄与率は45.5％、日平均値

の年間98％値は0.055ppmと予測される。

２．浮遊粒子状物質 

 年平均値の寄与率は19.7％、日平均値

の２％除外値は0.083㎎/ｍ3と予測され

る。 
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環 境 保 全 措 置 評     価 

【建設機械の稼働による大気汚染】 

１．予測の前提とした措置 

・仮囲い（高さ３ｍ）を設置する。 

・導入可能な二次排出ガス対策型の建設機械を使用す

る。 

２．その他の措置 

・建設機械の機種の選定に際しては、実行可能な範囲

で三次排出ガス対策型の機種や特定特殊自動車排出

ガスの規制等に関する法律に適合した機種の導入を

する。 

・工事の際は作業区域を十分考慮し、建設機械を適切に

配置する。 

・運搬車両のアイドリングについて、作業時及びやむを

得ない場合以外は、停止する。 

・建設機械の効率的な運用に努めるとともに、十分な点

検・整備により、性能の維持に努める。 

・建設機械（ディーゼルエンジン仕様）に使用する燃

料は、日本工業規格（JIS）に適合するものを使用す

る。 

・隣接事業者（ＪＰタワー名古屋）と連絡・調整を適切

に行い、環境負荷の低減に努める。また、ＪＰタワー

名古屋の境界付近での工事においては、建設機械の稼

働時間についても、ＪＰタワー名古屋事業者と連絡・

調整を適切に行い、環境負荷の低減に努める。 

【建設機械の稼働による大気汚染】

 予測結果によると、導入可

能な二次排出ガス対策型の

建設機械を使用した場合に

は、全て排出ガス未対策型を

使用した場合と比較して、二

酸化窒素で約37.5％、浮遊粒

子状物質で約49.7％削減さ

れることから、周辺の環境に

及ぼす影響は低減されるも

のと判断する。 

 大気汚染に係る環境基準

及び名古屋市の大気汚染に

係る環境目標値との対比を

行った結果、二酸化窒素濃度

の日平均値の年間98％値は、

環境基準の値を下回るもの

の、環境目標値を上回る。浮

遊粒子状物質濃度の日平均

値の２％除外値は、環境基準

の値及び環境目標値ともに

下回る。 

 本事業の実施においては、

二酸化窒素について、環境基

準の値を下回るものの、環境

目標値を上回ることから、建

設機械の機種の選定に際し

ては、実行可能な範囲で三次

排出ガス対策型の機種や特

定特殊自動車排出ガスの規

制等に関する法律に適合し

た機種の導入をする等の環

境保全措置を講ずることに

より、周辺の環境に及ぼす影

響のさらなる低減に努める。
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表4-2-1(3) 調査、予測、環境保全措置及び評価の概要 

環境要素 調     査 予     測 

大 気 質 【工事関係車両の走行による大気汚染】 

 既存資料調査は、【建設機械の稼

働による大気汚染】参照。 

 現地調査によると、自動車交通量

は全ての地点において、平日の方が

休日よりも多い傾向を示していた。

【工事関係車両の走行による大気汚染】

１．二酸化窒素 

 年平均値の寄与率について、工事関係

車両の走行は0.00～1.40％、建設機械の

稼 働 に よ る 影 響 と の 重 合 は 0.57 ～

4.12％と予測される。日平均値の年間

98％値について、工事関係車両の走行は

0.036～0.039ppm、建設機械の稼働によ

る影響との重合は0.036～0.039ppmと予

測される。

２．浮遊粒子状物質 

年平均値の寄与率について、工事関係

車両の走行は0.00～0.17％、建設機械の

稼 働 に よ る 影 響 と の 重 合 は 0.10 ～

1.17％と予測される。日平均値の２％除

外値について、工事関係車両の走行は

0.066㎎/ｍ3、建設機械の稼働による影

響との重合は0.066～0.067㎎/ｍ3と予

測される。
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環 境 保 全 措 置 評     価 

【工事関係車両の走行による大気汚染】 

 本事業の実施にあたっては、以下に示す環境保全措置を

講ずる。 

・土砂、資材等の搬出入については、適正な車種の選定

及び積載量並びに荷姿の適正化による運搬の効率化

を推進し、さらに工事関係車両の走行台数を減らすよ

う努める。 

・工事関係車両については、十分な点検・整備を行い、

急発進や急加速を避けるなど、適正な走行に努める。

・工事関係車両の排出ガスについて、最新規制適合車を

利用するよう努める。 

・関係機関や隣接事業者（ＪＰタワー名古屋）との連絡・

調整を適切に行い、環境負荷の低減に努める。 

・事業実施場所東側において計画中である大名古屋ビル

ヂングの事業者とは、必要に応じて情報交換等の協力

を行い、環境負荷の低減に努める。 

【工事関係車両の走行による大気汚染】 

 予測結果より、工事関係車

両の増加に起因する二酸化

窒素及び浮遊粒子状物質が

周辺環境に及ぼす影響は、小

さいと判断する。 

 工事関係車両の走行につ

いては、二酸化窒素濃度の日

平均値の年間98％値及び浮

遊粒子状物質濃度の日平均

値の２％除外値ともに、全予

測地点で環境基準の値及び

環境目標値を下回る。 

 また、建設機械の稼働によ

る影響との重合については、

二酸化窒素濃度の日平均値

の年間98％値及び浮遊粒子

状物質濃度の日平均値の

２％除外値ともに、全予測地

点で環境基準の値及び環境

目標値以下である。事業実施

場所直近においては、環境保

全措置を講ずることにより、

周辺の環境に及ぼす影響の

低減に努める。 
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表4-2-1(4) 調査、予測、環境保全措置及び評価の概要 

環境要素 調     査 予     測 

騒 音 【建設機械の稼働による騒音】 

 既存資料調査によると、事業実施

場所周辺（名駅南一丁目及び那古野

二丁目）における環境騒音の昼間

（６～22時）の等価騒音レベル

（LAeq）は60dB及び58dBであり、昼

間の環境基準を達成している。 

 現地調査によると、環境騒音の昼

間の等価騒音レベル（LAeq）は67dB

であり、環境基準を達成していた。

【建設機械の稼働による騒音】 

 建設機械の稼働による騒音レベル（地

上1.2ｍ）は、65～69dBと予測される。 

また、高さ別（地上1.2～50ｍを検討）

の予測結果の範囲は、予測ケース毎に以

下のとおりである。 

・ケースⅠ（解体・山留工事） 

           ：65～80dB 

・ケースⅡ（山留・杭工事） 

           ：68～80dB 

・ケースⅢ（杭・掘削・地下躯体工事） 

           ：69～83dB 

・ケースⅣ（掘削・地下躯体・地上躯体工事） 

           ：69～81dB

 【工事関係車両の走行による騒音】

 既存資料調査によると、事業実施

場所周辺における道路交通騒音の

昼間の等価騒音レベル（LAeq）は67

～70dBであり、環境基準を達成して

いる。 

 現地調査によると、道路交通騒音

の昼間の等価騒音レベル（LAeq）は、

平日で63～69dB、休日で62～69dB

であり、平日及び休日ともに、環境

基準を達成していた。 

【工事関係車両の走行による騒音】 

 工事関係車両の走行による昼間の等

価騒音レベル（LAeq）は63～68dBと予測

される。 

 また、工事関係車両の走行による増加

分は０～１dB程度と予測される。 
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環 境 保 全 措 置 評     価 

【建設機械の稼働による騒音】 

１．予測の前提とした措置 

・仮囲い（高さ３ｍ）等を設置する。 

・導入可能な低騒音型の建設機械を使用する。 

２．その他の措置 

・工事の際は作業区域を十分考慮し、建設機械を適切に

配置する。 

・運搬車両のアイドリングについて、作業時及びやむ得

ない場合以外は、停止する。 

・建設機械の使用に際しては、できる限り負荷を小さく

するよう心がけるとともに、十分な点検・整備により、

性能の維持に努める。 

・各機械が同時に稼働する時間を合理的な範囲で短くす

るように、施工計画を立案する。 

・工事の際には、衝撃音の発生を防止するよう努める。

・周辺の住民等からの問い合わせに対する連絡の窓口を

設け、適切に対応する。 

【建設機械の稼働による騒音】

 予測結果によると、導入可

能な低騒音型の建設機械を

使用した場合には、全て低騒

音型ではない場合と比較し

て、0.6～5.7dB(A)低くなる

ことから、周辺の環境に及ぼ

す影響は低減されるものと

判断する。 

 低騒音型の建設機械を使

用することにより、建設機械

の稼働による騒音レベルは、

「騒音規制法」及び「名古屋

市環境保全条例」に基づく特

定建設作業に伴う騒音の規

制に関する基準値を下回る。

 本事業の実施にあたって

は、工事の際は作業区域を十

分考慮し、建設機械を適切に

配置する等の環境保全措置

を講ずることにより、周辺の

環境に及ぼす影響のさらな

る低減に努める。 

【工事関係車両の走行による騒音】 

本事業の実施にあたっては、以下に示す環境保全措置を

講ずる。 

・土砂、資材等の搬出入については、適正な車種の選定

及び積載量並びに荷姿の適正化による運搬の効率化

を推進し、さらに工事関係車両の走行台数を減らすよ

う努める。 

・工事関係車両については、十分な点検・整備を行い、

急発進や急加速を避けるなど、適正な走行に努める。

・関係機関や隣接事業者（ＪＰタワー名古屋）との連絡・

調整を適切に行い、環境負荷の低減に努める。

・事業実施場所東側において計画中である大名古屋ビル

ヂングの事業者とは、必要に応じて情報交換等の協力

を行い、環境負荷の低減に努める。 

【工事関係車両の走行による騒音】 

 予測結果によると、工事関

係車両の増加に起因する騒

音が周辺の環境に及ぼす影

響は、小さいと判断する。 

 工事関係車両の走行によ

る騒音レベルは、全予測地点

で環境基準の値以下である。

 本事業の実施にあたって

は、土砂、資材等の搬出入の

効率化により、さらに工事関

係車両の走行台数を減らす

等の環境保全措置を講ずる

ことにより、周辺の環境に及

ぼす影響のさらなる低減に

努める。 
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表4-2-1(5) 調査、予測、環境保全措置及び評価の概要 

環境要素 調     査 予     測 

振 動 【建設機械の稼働による振動】 

 現地調査によると、環境振動の振動

レベル（L10）の時間区分の平均値は、

昼間46dB、夜間43dBであった。 

【建設機械の稼働による振動】 

 建設機械の稼働による振動レベル

の予測結果の最大値は、73～74dBと予

測される。 

 【工事関係車両の走行による振動】 

 既存資料調査によると、事業実施場

所周辺における道路交通振動の昼間

の振動レベル（L10）は44～47dBであ

る。 

現地調査によると、道路交通振動の

振動レベル（L10）の最大値は、昼間

38～55dB、夜間35～52dBであり、要請

限度を下回っていた。

【工事関係車両の走行による振動】 

 工事関係車両の走行による振動レ

ベル（L10）の最大値は、41～55dBと

予測される。 

 また、工事関係車両の走行による増

加分の最大値は、0.1～2.2dBと予測さ

れる。 
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環 境 保 全 措 置 評     価 

【建設機械の稼働による振動】 

 本事業の実施にあたっては、以下に示す環境保全措置を

講ずる。 

・工事の際は作業区域を十分考慮し、建設機械を適切

に配置する。 

・建設機械の使用に際しては、できる限り負荷を小さ

くするよう心がけるとともに、十分な点検・整備によ

り、性能の維持に努める。 

・各機械が同時に稼働する時間を合理的な範囲で短く

するように、施工計画を立案する。 

・工事に際しては、可能な範囲で低振動型の建設機械

を導入する。 

・工事の実施にあたっては、「振動規制法」及び「名古

屋市環境保全条例」に基づく特定建設作業に伴う振動

の規制に関する基準値とは別に、一般に人体が振動を

感じ始める評価の目安の一つとして、閾値55dBにも注

目する。 

・周辺の住民等からの問い合わせに対する連絡の窓口を

設け、適切に対応する。 

【建設機械の稼働による振動】

 建設機械の稼働による振

動レベルは、「振動規制法」

及び「名古屋市環境保全条

例」に基づく特定建設作業に

伴う振動の規制に関する基

準値を下回る。 

 本事業の実施にあたって

は、工事の際は作業区域を十

分考慮し、建設機械を適切に

配置する等の環境保全措置

を講ずることにより、周辺の

環境に及ぼす影響の低減に

努める。 

【工事関係車両の走行による振動】 

本事業の実施にあたっては、以下に示す環境保全措置を

講ずる。 

・土砂、資材等の搬出入については、適正な車種の選

定及び積載量並びに荷姿の適正化による運搬の効率

化を推進し、さらに工事関係車両の走行台数を減らす

よう努める。 

・関係機関や隣接事業者（ＪＰタワー名古屋）との連絡・

調整を適切に行い、環境負荷の低減に努める。 

・事業実施場所東側において計画中である大名古屋ビル

ヂングの事業者とは、必要に応じて情報交換等の協力

を行い、環境負荷の低減に努める。 

【工事関係車両の走行による振動】 

 工事関係車両の走行によ

る振動レベル（L10）は、要

請限度を下回る。 

 本事業の実施にあたって

は、土砂、資材等の搬出入の

効率化により、さらに工事関

係車両の走行台数を減らす

等の環境保全措置を講ずる

ことにより、周辺の環境に及

ぼす影響の低減に努める。 
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表4-2-1(6) 調査、予測、環境保全措置及び評価の概要 

環境要素 調     査 予     測 

地  盤 既存資料調査によると、事業実施場

所は、洪積台地に位置し、標高は２ｍ

前後である。 

 事業実施場所周辺の地質層序は、地

表から盛土、沖積層、熱田層、海部・

弥富累層となっている。 

事業実施場所周辺の表層地下水位

及び被圧地下水位は、海部・弥富累層

（Dm-G2）ではT.P.-4.3ｍであり、そ

れより上位の土層では概ねT.P.-2～

T.P.-3ｍの範囲である。 

 事業実施場所周辺半径1,000ｍ以内

には、24箇所31本の井戸が確認されて

いる。 

 事業実施場所周辺の地盤沈下は、昭

和49年ごろまでは沈下傾向がみられ

たが、それ以降は、沈静化あるいは逆

に隆起する傾向がみられる。

【地下水位】 

 浸透流解析の結果、地下水位低下量

は敷地境界で最大４㎜と予測される。

【地盤変位】 

掘削除荷に伴うリバウンドが生じ、

山留壁の外側にある敷地境界では最

大1㎝の隆起が予測される。いずれの

断面においても、掘削域から離れるに

従って地盤変位量は減少し、敷地境界

から20ｍ程度離れると、地盤変位量は

ほぼゼロと予測される。 

 また、建物荷重による地盤変位は極

めて小さく、実質上生じないと予測さ

れる。 
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環 境 保 全 措 置 評     価 

本事業の実施にあたっては、以下に示す環境保全措置を

講ずる。 

・施工中に地盤変位量の計測を行い、適宜施工対応を講

ずる。 

【地下水位】 

本事業における施工計画

では事業実施場所と周辺地

盤の地下水を遮断して、工事

区域内でのみ地下水を汲み

上げる工法を採用した。その

結果、掘削時の地下水位の変

動は最大４㎜であり、周辺地

盤の地下水位に及ぼす影響

はほとんどないと判断する。

【地盤変位】 

工事中の最大変位量（隆

起）が、敷地境界上で最大

1.0cmとなり、周辺地区の環

境に及ぼす影響はほとんど

ないと予測される。敷地境界

から20ｍ程度離れると、地盤

変位はほぼなくなると予測

される。実際の工事では、逆

打ち工法の採用により建物

荷重の多くは支持杭で支え

られるが、その一方で、実際

には建物荷重を支える支持

杭は地盤との間に摩擦力が

作用することにより、リバウ

ンド量の低減が期待できる

ため、地盤変位量は上記の数

値を下回ると考えられる。

また、計画建物の基礎構造

は 、 非 常 に 堅 固 な 地 盤

（Dm-G2）を支持層とする杭

基礎であるため、建物荷重に

よる地盤変位は実質上生じ

ないと判断する。

本事業の実施にあたって

は、地盤変位量の計測管理を

行い、適宜施工対応を講ずる

ことにより、周辺の環境に及

ぼす影響のさらなる低減に

努める。
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表4-2-1(7) 調査、予測、環境保全措置及び評価の概要 

環境要素 調     査 予     測 

廃棄物等  【工事中】 

 現況施設解体工事中には、コンクリ

ート塊が約127,130ｔ、木くずが約580

ｔ、金属くずが約15,980ｔ、ガラス・

陶磁器くずが約4,430ｔ、廃プラスチ

ック類が約1,130ｔ、アスベスト（耐

火材等）が約81,450ｍ2、その他が約

230ｔ発生すると予測される。このう

ち、再資源化率は、コンクリート塊が

約100％、木くずが約100％、金属くず

が約100％、ガラス・陶磁器くずが約

50％、廃プラスチック類が約30％、ア

スベスト（耐火材等）が0％、その他

が約30％と予測される。 

新建築物工事中には、汚泥が約

55,810ｍ3、掘削残土が約149,570ｍ3、

建設廃材が約7,100ｔ発生すると予測

される。このうち、再資源化率は、汚

泥が約50％、掘削残土が約100％、建

設廃材が約80％と予測される。 

温室効果

ガス等 

【オゾン層破壊物質】 

聞き取り調査の結果、プレハブ冷蔵

庫、冷凍庫が存在し、冷媒ガスによる

フロンの全容量として約55kg使用さ

れていると想定した。さらに、プレハ

ブ冷蔵庫、冷凍庫の断熱材にウレタン

フォームが使用され、発泡剤としてフ

ロン類が使用されていることを確認

した。 

また、電気室等の消化剤としてブロ

モトリフルオロメタン（ハロン-1301）

が ボ ン ベ に 充 填 さ れ た 状 態 で 約

1,300kg、ガス絶縁開閉装置、ガスコ

ンデンサとして六フッ化硫黄（SF6）

が約52kg設置されていることを確認

した。 

なお、現況施設は平成11年にDHCが

導入されたため、現時点では冷媒ガス

によるフロン類の使用はなかった。 

【オゾン層破壊物質】 

フロン類の処理については、廃棄す

る際にフロン類の回収を義務づけた

「フロン回収・破壊法」を遵守して、

適切に処理・処分するため、大気への

放出はないと予測される。 
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環 境 保 全 措 置 評     価 

【工事中】 

１．予測の前提とした措置 

・工事の実施により発生した廃棄物等については、関係

法令等を遵守して、適正処理を図るとともに、減量化

及び再利用・再資源化に努める。 

２．その他の措置 

・建設廃材の分別回収に努める。 

・建設工事に使用する型枠材の転用に努める。また、建

設時の梱包材料についても簡素化や再利用できるも

のを用い、廃棄物発生量の抑制に努める。 

なお、現況施設に使用されているアスベストの処理・処

分は以下のとおり行う。 

・「大気汚染防止法」（昭和43年法律第97号）に基づき適

切に処理・処分する。 

・アスベストが使用されている建築物及び工作物の解体

作業は、「建築物解体等に係る石綿飛散防止対策マニ

ュアル2007」（環境省，平成19年）に示された手順に

基づき行う。 

・発生したアスベストを含む廃棄物は、「廃棄物の処理

及び清掃に関する法律」（昭和45年法律第137号）に基

づき特別管理型産業廃棄物として適正に処理する。 

【工事中】 

予測の前提とした措置を

講ずることにより、工事中に

発生するアスベスト以外の

廃棄物等は、種類ごとに約

30～100％の再資源化が図ら

れるため、廃棄物等による環

境負荷は低減されるものと

判断する。また、アスベスト

は、関係法令に基づき適正に

処理・処分することから、周

辺の環境に及ぼす影響はな

いものと判断する。 

 本事業の実施にあたって

は、建設廃材の分別回収に努

める等の環境保全措置を講

ずることにより、廃棄物等に

よる環境負荷のさらなる低

減に努める。 

【オゾン層破壊物質】 

予測結果によると、フロン

類の大気への放出はないと

考えられることから、フロン

類の影響は回避されるもの

と判断する。 
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表4-2-1(8) 調査、予測、環境保全措置及び評価の概要 

環境要素 調     査 予     測 

温室効果

ガス等 

【工事中の温室効果ガス】 

 工事中における温室効果ガス排出

量（二酸化炭素換算）は、建設機械の

稼働により約12,000tCO2、建設資材の

使用により約213,000tCO2、建設資材

等の運搬により約16,000tCO2、廃棄物

の発生により約3,000tCO2であり、こ

れらの合計は、約244,000tCO2と予測

される。 
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環 境 保 全 措 置 評     価 

【工事中の温室効果ガス】 

１．建設機械の稼働 

・工事中において、作業効率や機械の燃料消費率の向

上に努める。 

・不要なアイドリングを中止するとともに、建設機械

の選定にあたっては、省エネルギー機構が装備され

ている機械の選定に努める。 

・建設機械の使用に際しては、負荷を小さくするよう心

がけるとともに、十分な点検・整備により、性能の維

持に努める。 

２．建設資材の使用 

・製造過程において、二酸化炭素の排出量が少ない資

材の選択に努める。 

・再生骨材など資源循環に配慮した建材、資材の採用に

努める。 

３．建設資材等の運搬 

・燃費の良い車種、低公害車の導入に努める。 

・土砂、資材等の搬出入については、適正な車種の選定

及び積載量並びに荷姿の適正化による運搬の効率化

を推進し、さらに工事関係車両台数を減らすよう努め

る。 

・合理的な運搬計画の策定により、運搬距離の最適化を

図る。 

・アイドリングストップや経済走行など、エコドライブ

の実践を励行するとともに、省エネ対応車両の導入に

努める。 

・一括運搬等を実践し、延べ輸送距離の縮減に努める。

４．廃棄物の発生 

・工事中に発生した廃棄物等については、関係法令等を

遵守して、適正処理を図るとともに、減量化並びに再

利用・再資源化に努める。 

・建設廃材の分別回収に努める。 

・仮設材分類による資材の再利用を図る。 

・型枠木材は、転用計画を立てるとともに、代替材の使

用に努め、木材使用量の低減を図る。 

・仕上げ材、設備機器等の搬入は、ユニット化等の工夫

により、梱包材の発生の削減に努める。 

【工事中の温室効果ガス】 

本事業の実施にあたって

は、工事中において、作業効

率や機械の燃料消費率の向

上に努める等の環境保全措

置を講ずることにより、温室

効果ガス排出量の低減に努

める。 
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表4-2-1(9) 調査、予測、環境保全措置及び評価の概要 

環境要素 調     査 予     測 

安 全 性 【工事中】 

 既存資料調査によると、事業実施場

所周辺には、JR東海、名鉄、近鉄、地

下鉄及びあおなみ線のほか、市バス、

名鉄バス、JR東海バス並びに三重交通

バスが通っている。また、事業実施場

所は一般市道広井町線に面しており、

周辺には主要県道名古屋津島線、一般

市道東志賀町線等が通っている。事業

実施場所周辺における自動車交通量

は、平日及び休日ともに、高速名古屋

新宝線が最も多く、都市高速道路以外

では、平日及び休日ともに、一般県道

中川中村線が最も多くなっている。ま

た、事業実施場所周辺における歩行者

及び自転車交通量は、平日及び休日と

もに、主要県道名古屋津島線が最も多

くなっている。事業実施場所周辺にお

ける路線別の事故発生件数（平成20

年）は、名古屋甚目寺線が113件、名

古屋津島線が315件、錦通線が93件、

名古屋長久手線が570件、山王線が132

件となっている。 

 現地調査によると、事業実施場所周

辺には、小学校８校、中学校４校の通学

路が指定されている。事業実施場所周

辺の自動車区間断面交通量は、全区間

で平日の交通量が休日の交通量を上

回っていた。大型車混入率は、平日が

約４～21％、休日が約１～18％であっ

た。また、タワーズ駐車場南側出入口

付近の歩行者交通量は、平日について

は名古屋津島線沿いの方が名鉄バス

ターミナル西側道路沿いよりも多く、

休日については名鉄バスターミナル

西側道路沿いの方が名古屋津島線沿

いよりも多かった。自転車区間断面交

通量は、名古屋津島線沿いが平日及び

休日ともに最も多かった。事業実施場

所周辺は、主要交差点に信号機や横断

歩道等の安全施設が整備されており、

主要道路においては車歩道分離がな

されていた。仮設バス停設置予定場所

付近は、片側２～４車線であった。走

行速度については、全体的に平日では

14～19時、休日では13～17時に遅くな

る傾向がみられた。 

【工事中】 

 自動車交通量の増加率は 0.0～

10.7％と予測される。 

 工事関係車両出入口２箇所におい

て、工事関係車両と歩行者との平面的

な交錯はあるが、いずれも信号機によ

る制御を予定している箇所であり、歩

行者の交通安全性への影響は小さい

と予測される。 
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環 境 保 全 措 置 評     価 

【工事中】 

 本事業の実施にあたっては、以下に示す環境保全措置を

講ずる。 

・工事関係車両出入口は、信号機による制御を予定して

いる箇所であるが、工事関係車両が通過する際には、

誘導員を配置する。 

・工事関係車両の運転者には運行ルートを守らせ、適正

な走行を行うよう努める。 

・工事関係車両の走行については、交通法規を遵守し、

安全運転を徹底する。 

・土砂、資材等の搬出入については、適正な車種の選定

及び積載量並びに荷姿の適正化による運搬の効率化

を推進し、さらに工事関係車両の走行台数を減らすよ

う努める。 

・仮設バス停が設置されることによる歩行者及び自転車

への安全性の確保については、関係機関と調整し、十

分配慮する。 

・関係機関や隣接事業者（ＪＰタワー名古屋）との連絡・

調整を適切に行い、環境負荷の低減に努める。 

・事業実施場所東側において計画中である大名古屋ビル

ヂングの事業者とは、必要に応じて情報交換等の協力

を行い、環境負荷の低減に努める。 

 なお、本事業の工事中において、先行してＪＰタワー名

古屋の供用が計画されていることから、歩行者及び自転車

に対しても安全性の確保には十分留意した施工を行う。 

【工事中】 

 予測結果によると、工事関

係車両の走行ルート上の各

区間における工事関係車両

による交通量の増加率は0.0

～10.7％となるが、工事関係

車両の走行ルートは、マウン

トアップ等により歩車道分

離がなされていること、主要

道路と交差する位置には信

号機や横断歩道が整備され

ていることから、工事関係車

両の走行による安全性への

影響は、小さいと判断する。

また、工事関係車両出入口

における工事関係車両と歩

行者及び自転車との交錯箇

所は、信号機による制御を予

定している箇所であり、歩行

者及び自転車の交通安全性

への影響は小さいと判断す

る。 

 本事業の実施にあたって

は、事業実施場所内出入口

は、信号機による制御を予定

している箇所であるが、工事

関係車両が出入りする際に

は、誘導員を配置する等の環

境保全措置を講ずることに

より、周辺の交通安全に及ぼ

す影響の低減に努める。 
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第５章 事後調査の概要 

 5-1 事後調査の目的 

事後調査は、本事業の工事中において、環境影響評価を行った環境要素に及ぼす影響の

程度を把握するとともに、予測、評価及び環境保全措置の妥当性を検証することを目的と

する。 

なお、事後調査結果が環境影響評価の結果と著しく異なる場合は、その原因を調査し、

必要に応じて追加調査を行う。原因究明の結果、本事業の実施に起因することが判明した

場合には、必要な環境保全措置について検討する。 

5-2 事後調査の項目及び手法 

事後調査計画（工事中）は、表5-2-1に示すとおりである。 

なお、本事業の建設工事を進める中、「事後調査計画書（工事中）」の内容に下記２つの

調査を追加して行うこととした。 

〔追加調査１〕 

名駅通の交通流の変化に伴う工事関係車両の渋滞の発生を回避するために、工事関係

車両の走行ルート及び走行時間帯についての改善を図った（資料１（資料編p.1）参照）。

そのため、変更後の走行ルートにおける工事関係車両の走行が最も増加する１断面にお

いて、工事関係車両の走行による大気汚染、騒音、振動及び安全性について追加調査を

実施する。 

〔追加調査２〕 

土壌については、事後調査計画書（工事中）では調査事項として設定していないもの

の、新建築物建設工事により発生する掘削土及び建設汚泥の適正な処理を検討するため、

施工の対象となる土壌の汚染状況の確認を目的として、土壌調査を自主的に実施した。

その結果、土壌溶出量調査で土壌汚染等処理基準を超過する砒素及びその化合物を含む

土壌の存在が判明したため、その分布及び搬出の状況について追加調査を実施する。 
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表5-2-1(1) 事後調査計画（工事中） 

環境要素 調 査 事 項 調 査 方 法 調 査 場 所 調 査 時 期 

大 気 質 解体工事による

粉じん 

市民等からの苦情があった場

合には、その内容及び対処方

法並びにその後の状況を調査

する。 

事業実施場所周辺 解体工事中 

＜予定時期＞ 

：平成22～27年 

 建設機械の稼働

による大気汚染

（二酸化窒素及

び浮遊粒子状物

質） 

建設機械の配置及び稼働状況

を調査する。 

事業実施場所内 建設機械からの大気汚

染物質排出量が最大と

なる時期（１年） 

＜予定時期＞ 

：平成25～26年 

（工事着工後37～

48ヶ月目） 

 平成26～27年 

（工事着工後42～

53ヶ月目） 

 工事関係車両の

走行による大気

汚染（二酸化窒

素及び浮遊粒子

状物質） 

自動車交通量（一般車両及び

工事関係車両）及び走行速度

を調査する。 

事業実施場所周辺

道路の８断面及び

変更後の走行ルー

トにおける工事関

係車両の走行が最

も増加する１断面

（図5-2-1参照） 

工事関係車両からの大

気汚染物質排出量が最

大となる時期（１日）

＜予定時期＞ 

：平成27年 

（工事着工後54ヶ

月目） 

騒 音 建設機械の稼働

による騒音 

「特定建設作業に伴って発生

する騒音の規制に関する基

準」（昭和43年厚生省・建設省

告示第１号）に基づく方法に

より調査する。また、建設機

械の配置及び稼働状況も併せ

て調査する。 

測定は事業実施場

所敷地境界上の２

地 点 （ 図 6-2-1 参

照）、建設機械の配

置や稼働状況は事

業実施場所内 

建設機械の稼働による

騒音の予測を行った工

種毎に最も影響が大き

くなる時期（各時期１

日） 

＜予定時期＞ 

・ケースⅠ（解体、山

留工事） 

 ：平成24年 

（工事着工後16

ヶ月目） 

・ケースⅡ（山留、杭

工事） 

 ：平成25年 

（工事着工後27

ヶ月目） 

・ケースⅢ（解体、杭、

掘削、地下躯体工事）

 ：平成26年 

（工事着工後42

ヶ月目） 

・ケースⅣ（解体、掘

削、地下躯体、地上

躯体工事） 

 ：平成27年 

（工事着工後52

ヶ月目） 
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表5-2-1(2) 事後調査計画（工事中） 

環境要素 調 査 事 項 調 査 方 法 調 査 場 所 調 査 時 期 

騒 音 工事関係車両の

走行による騒音 

「騒音に係る環境基準につい

て」に基づく方法により調査

する。また、自動車交通量（一

般車両及び工事関係車両）並

びに走行速度も併せて調査す

る。 

事業実施場所周辺

道路の８地点及び

変更後の走行ルー

トにおける工事関

係車両の走行が最

も増加する１地点

（図5-2-1参照） 

工事関係車両の走行に

よる影響（パワーレベ

ル）が最大となる時期

（１日） 

＜予定時期＞ 

：平成27年 

（工事着工後54ヶ

月目） 

振 動 建設機械の稼働

による振動 

「振動規制法」に基づく方法

により調査する。また、建設

機械の配置及び稼働状況も併

せて調査する。 

測定は事業実施場

所敷地境界上の２

地 点 （ 図 6-2-1 参

照）、建設機械の配

置や稼働状況は事

業実施場所内 

建設機械の稼働による

振動の予測を行った工

種毎に最も影響が大き

くなる時期（各時期１

日） 

＜予定時期＞ 

・ケースⅠ（解体工事）

 ：平成23年 

（工事着工後７

ヶ月目） 

・ケースⅡ（解体、山

留工事） 

 ：平成24年 

（工事着工後16

ヶ月目） 

・ケースⅢ（解体、杭、

掘削、地下躯体工事）

 ：平成26年 

（工事着工後38

ヶ月目） 

・ケースⅣ（解体、掘

削、地下躯体、地上

躯体工事） 

 ：平成27年 

（工事着工後52

ヶ月目） 

 工事関係車両の

走行による振動 

JIS Z 8735に定める方法によ

り調査する。また、自動車交

通量（一般車両及び工事関係

車両）並びに走行速度も併せ

て調査する。 

事業実施場所周辺

道路の８地点及び

変更後の走行ルー

トにおける工事関

係車両の走行が最

も増加する１地点

（図5-2-1参照） 

工事関係車両の走行に

よる影響（等価交通量）

が最大となる時期（１

日） 

＜予定時期＞ 

：平成27年 

（工事着工後54ヶ

月目） 

地 盤 地盤変位 水準測量により調査する。 事業実施場所周辺

の４地点（図6-4-1

参照） 

工事期間中（毎月１回）

＜予定時期＞ 

：平成22～29年 

廃棄物等 工事中に発生す

る廃棄物等の種

類、量及び再資

源化量 

廃棄物の発生量、搬入先、処

理方法、有効利用の方法及び

再資源化率について調査す

る。 

事業実施場所及び

その周辺 

工事期間中 

＜予定時期＞ 

：平成22～29年 
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表5-2-1(3) 事後調査計画（工事中） 

環境要素 調 査 事 項 調 査 方 法 調 査 場 所 調 査 時 期 

温室効果 

ガ ス 等 

オゾン層破壊物

質 

解体工事におけるフロン類の

処理方法について調査する。 

事業実施場所内 解体工事中 

＜予定時期＞ 

：平成22～24年 

 工事中に発生す

る温室効果ガス

の種類及び量 

建設資材の使用に伴う温室効

果ガスの排出量について調査

する。 

事業実施場所内 工事期間中 

＜予定時期＞ 

：平成22～29年 

安 全 性 工事の実施に伴

う自動車交通量 

工事関係車両の走行ルート上

における交通量を調査する。 

事業実施場所周辺

道路の28区間及び

変更後の走行ルー

トにおける工事関

係車両の走行が最

も増加する１区間

（図5-2-2参照） 

工事関係車両台数が最

大となる時期（１日）

＜予定時期＞ 

：平成27年 

（工事着工後54ヶ

月目） 

 工事の実施に伴

う自動車と歩行

者及び自転車と

の交錯 

工事関係車両台数、歩行者及

び自転車交通量を、数取り器

により調査する。 

事業実施場所にお

ける各工事関係車

両出入口の２箇所

（図5-2-2参照） 

工事関係車両台数が最

大となる時期（１日）

＜予定時期＞ 

：平成27年 

（工事着工後54ヶ

月目） 

土 壌 土壌汚染等処理

基準を超過する

土壌の分布及び

搬出の状況 

土壌汚染等処理基準を超過す

る土壌の有無及び超過する土

壌の分布状況を調査する。ま

た、土壌汚染等処理基準を超

過する土壌の搬出量について

調査する。 

事業実施場所内の

４地点（図6-8-1参

照） 

山留工事、杭工事及び

掘削工事期間中 

＜予定時期＞ 

：平成23～28年 

本表での環境要素に加え、風害、日照阻害、電波障害等についても、市民等からの苦情があっ

た場合は、その内容及び対処方法並びにその後の状況を調査する。 
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図5-2-1 調査場所（大気質・騒音・振動） 

▲ ：工事関係車両の走行による騒音・振動（８地点） 

※青色箇所(１断面/地点)は、追加調査を実施する地点を示す。

：自動車交通量(８断面) 

：事業実施場所 
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図5-2-2 調査場所（安全性） 

※青色箇所(１区間)は、追加調査を実施する区間を示す。

：事業実施場所 

：自動車交通量（28区間） 

：自動車と歩行者及び自転車との交錯（２箇所） 
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5-3 事後調査の時期及び期間 

工事中の事後調査は、平成22年12月から平成29年２月まで実施した。事後調査の調査時

期は、表5-3-1に示すとおりである。 

表5-3-1 事後調査の調査時期 

環境要素 調査事項 調査時期 

大気質 

解体工事による粉じん 
平成22年12月～平成24年９月、
平成25年10月～平成27年４月 

建設機械の稼働による大気汚染 
（二酸化窒素及び浮遊粒子状物質） 

平成22年12月～平成29年２月 

工事関係車両の走行による大気汚染 
（二酸化窒素及び浮遊粒子状物質） 

平成28年５月 

騒音 
建設機械の稼働による騒音 平成23年12月～平成27年６月 

工事関係車両の走行による騒音 平成28年５月 

振動 
建設機械の稼働による振動 平成23年９月～平成27年６月 

工事関係車両の走行による振動 平成28年５月 

地盤 地盤変位 平成22年12月～平成28年12月 

廃棄物等 
工事中に発生する廃棄物等の種類、量
及び再資源化量 

平成22年12月～平成29年２月 

温室効果ガス等 

オゾン層破壊物質 平成22年12月～平成23年３月 

工事中に発生する温室効果ガスの種
類及び量 

平成22年12月～平成29年２月 

安全性 

工事の実施に伴う自動車交通量 平成28年５月 

工事の実施に伴う自動車と歩行者及
び自転車との交錯 

平成28年５月 

土壌 
土壌汚染等処理基準を超過する土壌
の分布及び搬出の状況 

平成23年３月～平成28年２月 

その他 
風害、日照阻害、電波障害等に関する
苦情の発生状況 

平成22年12月～平成29年２月 
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第６章 事後調査の結果 

 6-1 大気質 

6-1-1 解体工事による粉じん 

（1）調査事項 

解体工事による粉じん 

（2）調査場所 

事業実施場所周辺 

（3）調査時期 

平成22年12月～平成24年９月、平成25年10月～平成27年４月（解体工事中） 

（4）調査方法 

解体工事による粉じんに関し、市民等からの苦情があった場合には、その内容及び対

処方法並びにその後の状況について、事業者及び工事施工者の対応記録を整理し、取り

まとめた。 

（5）環境の保全のために講じた措置 

解体工事による粉じんについて実施した環境保全措置は、次のとおりである。 

・防音パネルの高さは、現況施設の高さを上回る高さとした。 

・地上解体工事には防じんシート等を設置し、粉じんの飛散を防止した。 

・解体工事箇所の散水及び清掃を適宜実施し、粉じん発生量を低減した。 

・工事用運搬車両のタイヤに付着した泥・土の飛散を防止するために、出入口付近に

水洗いを行う洗車施設を設置し、粉じん発生量の低減に努めた。 

・運搬作業では、粉じんの飛散のおそれがある場合には工事用運搬車両に飛散防止シ

ート掛け等を行い、粉じん発生量の低減に努めた。 

・気象情報などに注意を払い、粉じんの飛散が考えられるような強風時には、集積さ

れた解体ガラをシートで覆うなど、粉じんの発生量を低減できるように努めた。な

お、環境保全措置の実効性を確保できるように施工管理体制を整えた。 

・周辺の住民等からの問い合わせに対する連絡の専用窓口を設け、適切に対応した。 

なお、評価書に記載した環境保全措置に加え、以下の措置を実施した。 

・現況施設の外壁の解体作業は、非破砕工法を採用し、粉じん発生量の低減に努めた。 

・風速計を設置し、現場内の風の強さを観測し速やかな措置に生かした。 
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（6）調査結果 

解体工事による粉じんに関する市民等からの苦情は、表6-1-1に示すとおりであり、適

切に対応し、その後、苦情は生じていない。 

また、参考として、強風による解体工事の中止実績は表6-1-2に示す。 

表6-1-1 解体工事による粉じんに関する苦情の状況 

内容 対処方法 その後の状況 

・解体工事（重機によるコ

ンクリート構造物破砕作

業）に伴う埃が見える、

との苦情があった。 

（１件） 

・解体工事に必要な散水量にて日々粉

じんの発生の抑制に努めている旨を

問い合わせ者に説明するとともに、

その後の散水の実施について、より

一層徹底させた。 

・その後、苦情は生じて

いない。 

表6-1-2 強風による解体工事の中止実績 

年  月 中止回数 備  考 

平成24年６月 １ ６/19 台風 

平成24年９月 １ ９/30 台風 

資料）工事施工者の工事日誌等により作成。 
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6-1-2 建設機械の稼働による大気汚染（二酸化窒素及び浮遊粒子状物質） 

（1）調査事項 

建設機械の稼働による大気汚染（二酸化窒素及び浮遊粒子状物質） 

（2）調査場所 

事業実施場所内 

（3）調査時期 

工事期間中、建設機械からの大気汚染物質排出量が最大であった１年間（二酸化窒素、

浮遊粒子状物質ともに平成23年４月～平成24年３月）とした。（資料２（資料編p.5）参

照） 

（4）調査方法 

工事日誌等により、建設機械の配置及び稼働状況を調査した。 

（5）環境の保全のために講じた措置 

建設機械の稼働による大気汚染（二酸化窒素及び浮遊粒子状物質）について実施した

環境保全措置は、次のとおりである。 

・導入可能な二次排出ガス対策型の建設機械を使用した。 

・建設機械の機種の選定に際しては、実行可能な範囲で三次排出ガス対策型の機種や

特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律に適合した機種を導入した。 

・工事の際は作業区域を十分考慮して、建設機械を適切に配置した。 

・運搬車両のアイドリングについて、作業時以外は停止した。 

・建設機械の効率的な運用に努めるとともに、十分な点検・整備により、性能の維持

に努めた。 

・建設機械（ディーゼルエンジン仕様）に使用する燃料は、日本工業規格（JIS）に適

合するものを使用した。 

・隣接事業者（ＪＰタワー名古屋）と連絡・調整を定期的かつ適宜行い、環境負荷の

低減に努めた。また、ＪＰタワー名古屋の境界付近での工事においては、建設機械

の稼働時間についてＪＰタワー名古屋事業者と連絡・調整を適切に行い、環境負荷

の低減に努めた。 

なお、評価書に記載した環境保全措置のうち、「仮囲い（高さ３ｍ）の設置」について

は、更なる環境への影響の低減に配慮して、以下のとおりとした。 

・仮囲い（高さ４ｍ）を設置した。 

また、評価書に記載した環境保全措置に加え、以下の措置を実施した。 

・建設機械使用時間割を作成し、実施可能な範囲において同時稼働を回避することで

環境負荷の低減に努めた。 
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（6）調査結果 

建設機械からの大気汚染物質排出量が最大であった１年間における建設機械の稼働状

況は表6-1-3に、年間の平均的な建設機械の配置は図6-1-1に示すとおりである。 

調査対象時期である平成23年４月～平成24年３月までの１年間は、主に解体工事及び

準備工事を実施し、平成23年11月以降の５ヶ月間は山留工事も併せて実施した。その間

の主な建設機械の稼働状況は、バックホウ及びダンプトラックの稼働が多く、それぞれ

年間延べ7,248台及び3,374台であった。また、建設機械は、施工範囲内に概ね偏りなく

配置された状態であった。 

調査結果を評価書における予測条件と比較すると、年間稼働延べ台数は、バックホウ

及びダンプトラックで予測条件を大きく上回ったものの、平均運転時間では予測条件を

下回るものが多かった。 

また、建設機械の稼働による大気汚染物質の年間排出量を予測条件と比較すると、表

6-1-4に示すとおり、二酸化窒素（窒素酸化物）及び浮遊粒子状物質（粒子状物質）とも

に予測条件を下回った。 

なお、建設機械の稼働による大気汚染（二酸化窒素及び浮遊粒子状物質）に関して、

市民等からの苦情はなかった。 
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表6-1-3 建設機械の稼働状況 

建設機械名 
定格出力 

(kW) 

年間稼働 
延べ台数 

(台／年) 

平均 
運転時間 

(時／日) 
排ガス対策型 

クローラクレーン 17.7～247 440 4.15
二次対策型： 86％ 
三次対策型： 14％

予測条件 (184～235) (1,700～2,300) (5.92) （対策型） 

コンクリートポンプ車 103～257 21 4.19 未対策    ：100％

予測条件 （141） (300～375) （7.00） （未対策） 

コンクリートミキサー車 235～257 594 3.97 未対策    ：100％

 予測条件 （213） （900～1,125） （4.94） （未対策） 

コンプレッサー 20.6～37.9 419 5.45
二次対策型： ４％ 
三次対策型： 96％

予測条件 （37） （375） （8.00） （対策型） 

ダンプトラック 133～246 3,374 0.51
未対策    ： 99％ 
二次対策型： １％

予測条件 （246） (1,650～1,900) （6.00） （未対策） 

泥水プラント － － － －

予測条件 （75） （50～175） （8.00） （未対策） 

バックホウ 6.2～397 7,248 4.60
未対策    ： 18％ 
二次対策型： 36％ 
三次対策型： 46％ 

予測条件 （64） (1,125～1,600) (6.25) (対策型) 

ブレーカー 19.9～134 279 4.90 二次対策型：100％

予測条件 （ － ） （ － ） （ － ） （ － ） 

ブルドーザ － － － －

予測条件 （97） (1,250～2,050) （5.00） （対策型） 

ラフタークレーン 103～272 378 4.04
未対策    ： 38％ 
一次対策型： ３％ 
二次対策型： 59％

予測条件 （257） （600～825） （5.93） （対策型） 

山留掘削機 176 124 3.00 二次対策型：100％

予測条件 （ － ） （ － ） （ － ） （ － ） 

地中障害撤去重機 147～354 205 3.00 二次対策型：100％

予測条件 （ － ） （ － ） （ － ） （ － ） 

注)1. 調査結果は、建設機械からの大気汚染物質排出量が最大であった平成23年４月～平成24年３ 

月までの１年間の結果である。 

2. (  )の数値は評価書における予測条件を示し、（ ～ ）で示した数値は二酸化窒素と浮遊粒 

子状物質では予測対象時期が異なるために予測条件に差があることを示す。 

3. “－”で示した箇所は、調査結果においては建設機械の稼働がなかったことを示し、予測条 

件においては予測対象時期には使用しない建設機械であったことを示す。
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図6-1-1 建設機械の配置（大気汚染物質排出量最大時） 

番号 建設機械 高さ（GL）

① バックホウ ０ｍ 

 バックホウ   +６ｍ 

バックホウ   -６ｍ 

 クローラクレーン   +６ｍ 

③ トラッククレ－ン ０ｍ 

④ ダンプトラック ０ｍ 

⑤ 発電機 ０ｍ 

⑥ 山留掘削機 ０ｍ 

⑦ 地中障害撤去重機 ０ｍ 

仮囲い 

防音パネル 

③

①

⑤

①

①

①

①
①

① ①

①

①
①

①

④

④

④

④
⑤

※建設機械の配置は、建設機械からの大気汚染物質排出量が最大であった

平成23年４月～平成24年３月までの１年間における平均値な配置で示し

た。 

①

※ は高所、  は地下に配置された建設機械を示す。

①

②

①
①

①

①

①

①
①

①

⑥
⑦

②

：事業実施場所 
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表6-1-4 建設機械の稼働による大気汚染物質の年間排出量 

大気汚染物質 調査結果 予測条件

調査対象時期 予測対象時期 

窒素酸化物 
（ｍ3/年） 

10,805.33 
工事着手後 
５～16ヶ月目 12,925.17 

工事着手後 
37～48ヶ月目

粒子状物質 
（kg/年） 

664.59 
工事着手後 
５～16ヶ月目 790.01 

工事着手後 
42～53ヶ月目

注）調査結果は、建設機械からの大気汚染物質排出量が最大であった平成23年４月～ 

平成24年３月までの１年間の結果である。（資料２（資料編p.5）参照）
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6-1-3 工事関係車両の走行による大気汚染（二酸化窒素及び浮遊粒子状物質） 

（1）調査事項 

自動車交通量（一般車両及び工事関係車両）及び走行速度 

（2）調査場所 

図6-1-2に示す事業実施場所周辺道路の９断面 

（3）調査時期 

工事関係車両の走行による影響が最大となる時期として、平成28年５月18日（水）6:00

～ 19日（木）6:00に実施した。 

（4）調査方法 

自動車交通量については、表6-1-5に示す大型車、中型車、小型貨物車及び乗用車の４

車種に分類し、１時間間隔で測定した。走行速度については、距離既知の区間を走行す

る車両の通過時間について、ストップウォッチを用いて、大型車類及び小型車類の２車

種別に１時間当たり10台を基本として計測し求めた。 

表6-1-5  車種分類 

２車種分類 ４車種分類 ナンバープレートの頭一文字 

大型車類 大型車 1*, 2*, 9, 0 

中型車 1, 2 

小型車類 小型貨物車 4(バンを除く), 6 

乗用車 3, 5, 7, 4(バン) 

注)1. 分類番号の頭一文字8の特殊用途自動車は、実態によって区分した。 

2. 「*」は、大型プレート（長さ440mm、幅220mm）を意味する。 
なお、中型車のナンバープレートは、小型車類と同じ寸法（長さ 
330mm、幅165mm）である。 
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図6-1-2 工事関係車両の走行による自動車交通量及び走行速度調査地点 

：自動車交通量及び走行速度(９断面) 

：事業実施場所 

№14 №16

№13

№11№12

№10

№５

№４

№１
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（5）環境の保全のために講じた措置 

工事関係車両の走行による大気汚染（二酸化窒素及び浮遊粒子状物質）について実施

した環境保全措置は、次のとおりである。 

・土砂、資材等の搬出入については、適正な車種の選定並びに積載量及び荷姿の適正

化による運搬の効率化を推進することで、さらなる工事関係車両台数の低減に努めた。 

・工事関係車両については、十分な点検・整備を行い、急発進や急加速を避けるなど

の適正な走行に努めた。 

・工事関係車両の排出ガスについて、最新規制適合車を利用するよう努めた。 

・関係機関や隣接事業者（ＪＰタワー名古屋）との連絡・調整を適宜行い、環境負荷

の低減に努めた。 

・事業実施場所東側において工事中であった大名古屋ビルヂングの事業者とは、適宜

情報交換等の協力を行い、環境負荷の低減に努めた。 

なお、評価書に記載した環境保全措置に加え、以下の措置を実施した。 

・工事関係車両の走行ルート及び走行時間帯を変更し、車両の分散化を図った。 

・工事関係車両の走行について、車両入場業者への周知会を開催し、空ぶかしの禁止

等、走行ルールを徹底させた。 

（6）調査結果 

調査結果は、表6-1-6及び表6-1-7に示すとおりである。（資料３（資料編p.9）及び資

料４（資料編p.14）参照） 

工事関係車両の走行台数は、№１地点が最も多く、大型車類 131台/日、小型車類 34

台/時であった。また、調査結果（工事関係車両の合計台数）を評価書における予測条件

と比較すると、№10地点、№11地点及び№12地点は予測条件を上回った。これは、本事

業の建設工事を進める中、名駅通の歩行者専用信号の現示が変更となり、交通流の変化

に伴う工事関係車両の渋滞の発生を回避するために、工事関係車両の走行ルート及び走

行時間帯を変更し、車両の分散化を図ったためである。 

走行速度は、大型車類が 19～41km/時、小型車類が 25～47km/時であった。また、調

査結果を評価書における予測条件と比較すると、№１地点及び№14地点以外は予測条件

よりも速度が遅くなっていた。 

なお、工事関係車両の走行による大気汚染（二酸化窒素および浮遊粒子状物質）に関

して、市民等からの苦情はなかった。 
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表6-1-6(1)  自動車交通量調査結果 
単位：台/日 

項      目 №１ №４ №５ №10 №11 

調査結果 一般車両 大型車類 1,286 1,383 819 2,604 2,401 

小型車類 9,252 15,604 11,885 37,042 48,011 

工事関係車両 大型車類 131 50 55 78 72 

小型車類 34 4 3 4 8 

合  計 大型車類 1,417 1,433 874 2,682 2,473 

小型車類 9,286 15,608 11,888 37,046 48,019 

予測条件 一般車両 大型車類 1,356 1,247 827 2,753 2,655 

小型車類 10,729 16,034 13,470 44,925 47,726 

工事関係車両 大型車類 584 105 84 21 21 

小型車類 104 13 13 13 13 

合  計 大型車類 1,940 1,352 911 2,774 2,676 

小型車類 10,833 16,047 13,483 44,938 47,739 

表6-1-6(2)  自動車交通量調査結果 
単位：台/日 

項      目 №12 №13 №14 №16 

調査結果 一般車両 大型車類 1,887 1,050 394 564 

小型車類 29,883 17,426 5,990 4,217 

工事関係車両 大型車類 54 32 10 70 

小型車類 11 7 10 2 

合  計 大型車類 1,941 1,082 404 634 

小型車類 29,894 17,433 6,000 4,219 

予測条件 一般車両 大型車類 1,905 874 324 － 

小型車類 33,162 15,130 5,177 － 

工事関係車両 大型車類 21 42 21 － 

小型車類 13 13 13 － 

合  計 大型車類 1,926 916 345 － 

小型車類 33,175 15,143 5,190 － 

注）№16は予測を行っていないことから、“－”とした。 

表6-1-7  走行速度調査結果 
単位：km/時 

項   目 №１ №４ №５ №10 №11 №12 №13 №14 №16

調査結果 大型車類 36 41 37 38 37 33 30 36 19 

小型車類 47 47 44 42 44 40 38 41 25 

予測条件 大型車類 39 45 39 44 42 42 42 33 － 

小型車類 46 49 45 47 54 49 52 38 － 

注)1. 値は、24時間平均値である。 

2. №16は予測を行っていないことから、“－”とした。
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 6-2 騒音 

6-2-1 建設機械の稼働による騒音 

（1）調査事項 

建設機械の稼働による騒音 

（2）調査場所 

図6-2-1に示す事業実施場所敷地境界上の２地点 

（3）調査時期 

予測を行った工種毎に最も影響が大きくなる時期として、表6-2-1に示す時期に行った。 

表6-2-1 調査時期 

対象工事 調査時期 

解体、山留工事 平成23年12月16日 

山留、杭工事 平成25年４月４日 

解体、杭、掘削、 
地下躯体工事 

平成26年６月25日 

解体、掘削、地下躯体、
地上躯体工事 

平成27年６月10日 

図6-2-1 建設機械の稼働による騒音・振動調査地点 

№１

№１

№２

№２

：振動調査地点 

：騒音調査地点 

：事業実施場所 
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（4）調査方法 

「特定建設作業に伴って発生する騒音の規制に関する基準」（昭和43年厚生省・建設省

告示第１号）に基づき、時間率騒音レベルの90％レンジの上端値（ＬA5）を求めた。 

測定は、午前及び午後の各１回ずつ行った。また、建設機械が稼働していない休憩中

の時間帯において、暗騒音を１回測定した。 

（5）環境の保全のために講じた措置 

建設機械の稼働による騒音について実施した環境保全措置は、次のとおりである。 

・導入可能な低騒音型の建設機械を使用した。 

・工事の際は作業区域、建設機械の配置等を十分考慮し、建設機械からの騒音の低減

に努めた。 

・運搬車両のアイドリングについて、作業時以外は停止した。 

・建設機械の使用に際しては、実施可能な範囲で負荷を小さくするよう努めるととも

に、十分な点検・整備により、性能の維持に努めた。 

・各機械が同時に稼働する時間を実施可能な範囲で短くするように、建設機械使用時

間割を作成し、運用した。 

・工事の際には、衝撃音の発生を防止するよう努めた。 

・周辺の住民等からの問い合わせに対する連絡の専用窓口を設け、適切に対応した。 

なお、評価書に記載した環境保全措置のうち、「仮囲い（高さ３ｍ）の設置」について

は、更なる環境への影響の低減に配慮して、以下のとおりとした。 

・仮囲い（高さ４ｍ）を設置した。 

また、評価書に記載した環境保全措置に加え、以下の措置を実施した。 

・近隣の事業所から防音対策の強化について要望があったため、名駅通側の仮囲い 

（高さ４ｍ）の上部に、防音シート1.8ｍを追加で架設し、さらなる防音対策を実施

した。 

・比較的大きな騒音が発生する機械には、防音シートで覆う対策を実施した。 

・運搬車両の場内車両速度を10km/h以下と定め、運搬車両からの騒音の低減に努めた。

・工事の進捗により、施工方法及び施工手順の変更を行う等の防音対策を実施した。 

（6）調査結果 

建設機械の稼働による騒音の調査結果は表6-2-2に、調査時の建設機械の配置は図

6-2-2に示すとおりである。 

調査結果は、すべての調査時期において建設作業騒音の規制基準の値を下回った。 

また、調査結果を予測結果と比較すると、両地点ともにすべての調査時期において予

測結果を大きく上回った。これは、№１地点においては、調査地点が工事関係車両の出

入口付近であったため、予測で加味していた仮囲いによる回折減衰の効果が一部得られ
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なかったことと、予測では含めていなかった工事関係車両の出入りによる走行音が影響

しているためと考えられる。№２地点においては、隣接するＪＲセントラルタワーズと

の間に施工上の制約から仮囲いを設置できなかったために、予測で加味していた回折減

衰による効果が得られなかったことが主な原因と考えられる。 

なお、建設機械の稼働による騒音に関する市民等からの苦情は、表6-2-3に示すとおり

であり、すべての苦情に対し適切に対応し、その後、苦情は生じていない。 

表6-2-2 建設機械の稼働による騒音の調査結果 
単位：dB 

対象工事 区分・時間帯 
騒音レベル（ＬA5） 予測結果 

(最大値) 
[地上1.2ｍ] 

規制基準値 
(敷地境界上)№１ №２ 

解体、山留工事 
建設作業
騒音 

午前 72 76 

65 

85 

午後 70 82 

暗騒音 74 69 － 

山留、杭工事 
建設作業
騒音 

午前 76 75 

68 

午後 83 77 

暗騒音 75 70 － 

解体、杭、掘削、
地下躯体工事 

建設作業
騒音 

午前 75 82 

69 

午後 78 80 

暗騒音 76 67 － 

解体、掘削、地
下躯体、地上躯
体工事 

建設作業
騒音 

午前 81 81 

69 

午後 82 80 

暗騒音 75 76 － 

注）№１地点については、工事関係車両出入口前の歩道に設置されている歩行者専用信号機音及び名駅 

通からの道路交通騒音の影響を大きく受けるため、それらの音が小さくなる名駅通の歩行者及び車 

両が赤信号で停止している間の測定データから、建設作業騒音を算出した。 
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表6-2-3 建設機械の稼働による騒音に関する苦情の状況 

内容 対処方法 その後の状況 

・近隣の住民から、車路解

体工事（鉄骨及びコンク

リート構造物の解体）の

騒音が気になる、との苦

情があった。 

・近隣の住民から、重機作

業（山留壁構築）の騒音

が気になる、との苦情が

あった。 

・近隣の宿泊施設から、工

事（コンクリート路盤解

体）の騒音に関するクレ

ームを宿泊客から受け

た、との苦情があった。 

・近隣の宿泊施設から、解

体工事（道路における地

中障害撤去のための重機

組立作業）の騒音が気に

なる、との苦情があった。

・近隣の事業所から、工事

（地下コンクリート構造

物の解体）の騒音が気に

なるため、防音対策を強

化してほしい、との苦情

があった。 

（５件） 

・直ちに作業状況を確認し、問い合わ

せ者宅を訪問して作業内容を説明す

るとともに、連絡の専用窓口の再周

知を行い、以後も苦情等の際は迅速

に対応する旨を伝えた。 

・直ちに作業状況を確認し、問い合わ

せ者宅を訪問して作業内容を説明す

るとともに、原因と思われる解体作

業を中断した。後日、近隣住宅側の

面に足場を組み、防音シートを張り

対策した。 

・直ちに作業状況を確認し、問い合わ

せ施設を訪問して作業内容を説明す

るとともに、原因と思われる重機走

行用路盤の解体作業について、作業

時間帯を変更する等の対策を取っ

た。 

・宿泊施設にて工事関係者が工事音を

調査し、室内における音の状況を確

認した。その結果を基に、作業毎に

詳細な指示を行うことで、騒音の発

生が最小限となるよう対策した。 

・名駅通側に設置している高さ４ｍの

仮囲いの上部に、防音シート1.8ｍを

追加で架設し、さらなる防音対策を

実施した。併せて、工事の進捗によ

り、施工方法及び施工手順の変更を

行う等の防音対策を実施した。 

・その後、苦情は生じて

いない。 

・その後、苦情は生じて

いない。 

・その後、苦情は生じて

いない。 

・その後、苦情は生じて

いない。 

・その後、苦情は生じて

いない。 
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図6-2-2(1) 建設機械配置（解体、山留工事） 

番号 建設機械 高さ（GL）

① バックホウ ０ｍ 

 バックホウ   +６ｍ 

 バックホウ   -６ｍ 

② クローラクレーン ０ｍ 

 クローラクレーン   +６ｍ 

③ トラッククレ－ン ０ｍ 

④ コンクリートミキサー車 ０ｍ 

⑤ コンクリートポンプ車 ０ｍ 

⑥ ダンプトラック ０ｍ 

⑦ 山留掘削機 ０ｍ 

⑧ 発電機 ０ｍ 

⑥

②

⑥⑧⑧

①
ゅ

①①

⑧

⑤

⑦

④ №１

③

⑥
ゅ

①
ゅ

④⑤ ⑥
№１

№２

②

⑧

№２

①

①

①

②

：振動調査地点 

：騒音調査地点 

：事業実施場所 

仮囲い 

防音パネル ①

※ は高所、  は地下に配置された建設機械を示す。

②

①

①
①

①
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図6-2-2(2) 建設機械配置（山留、杭工事） 

番号 建設機械 高さ（GL）

① バックホウ ０ｍ 

 バックホウ   +３ｍ 

 バックホウ   -６ｍ 

② クローラクレーン ０ｍ 

③ ラフタークレ－ン ０ｍ 

④ コンクリートミキサー車 ０ｍ 

⑤ コンクリートポンプ車 ０ｍ 

⑥ ダンプトラック ０ｍ 

⑦ 山留掘削機 ０ｍ 

⑧ 杭打機 ０ｍ 

⑨ 発電機 ０ｍ 

②

③

⑨

②
⑨

①

①

①

⑧

④

⑦

③

①
ゅ

⑤

⑥
№１

№２

③

③

①
ゅ

①
ゅ

①
ゅ

⑨⑨
⑨

⑨
⑨
⑨

⑨

⑨
⑨

①

①
①

①

①

※ は高所、  は地下に配置された建設機械を示す。

①

①

：騒音調査地点 

：事業実施場所 

仮囲い 

※騒音調査地点のNo.２については、 

調査日における施工上の制約から、 

西側に約25ｍ移動して調査した。 
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図6-2-2(3) 建設機械配置（解体、杭、掘削、地下躯体工事） 

番号 建設機械 高さ（GL）

① バックホウ ０ｍ 

 バックホウ   -４ｍ 

② アースドリル機 ０ｍ 

③ クローラクレーン ０ｍ 

コンクリートポンプ車   -４ｍ 

⑤ コンクリートミキサー車 ０ｍ 

⑥ ダンプトラック ０ｍ 

⑦ 泥水プラント ０ｍ 

⑧ コンプレッサー ０ｍ 

：事業実施場所 

④

三段フェンス 

※ は低所に配置された建設機械を示す。

①

：騒音調査地点 

：振動調査地点

仮囲い 

④

№1

№1

№2

№2

① ①
①

⑤⑤

①⑥

⑥

③
ゅ

⑥
③
ゅ⑥

ゅ

⑦
ゅ

③
ゅ

⑥
⑥

①
②

③
ゅ

③
ゅ

⑧
⑧ ⑧⑧

⑧

③
ゅ

①

①
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 図6-2-2(4) 建設機械配置（解体、掘削、地下射体、地上躯体工事） 

番号 建設機械 高さ（GL）

① バックホウ   ０ｍ 

 バックホウ -15ｍ 

 バックホウ -25ｍ 

② クローラクレーン   ０ｍ 

③ ラクタークレーン   ０ｍ 

④ テレスコクレーン ０ｍ 

テルハクレーン ７ｍ 

タワークレーン    120ｍ 

⑦ コンクリートミキサー車   ０ｍ 

⑧ コンクリートポンプ車   ０ｍ 

⑨ ダンプトラック   ０ｍ 

⑩ コンプレッサー   ０ｍ 

：事業実施場所 

④

三段フェンス 

№1

№1

№2

№2

①

①
③
ゅ

③
ゅ

⑦
ゅ

③
ゅ

⑩
②

③
ゅ

③
ゅ

⑨

⑧

③
ゅ

①

①

①

④

④

④

④

⑥

⑥

⑥

⑥

⑥

⑦
ゅ

⑦
ゅ

⑦
ゅ

⑦
ゅ

⑦
ゅ

⑧

⑧
⑨

⑨

⑩
⑩

①
①

①

⑩

①

：騒音調査地点 

：振動調査地点

仮囲い 

⑥

①

※ は高所、 は地下に配置された建設機械を示す。

⑤

⑤

⑤

※騒音調査地点のNo.２については、 

調査日における施工上の制約から、 

西側に約25ｍ移動して調査した。 
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6-2-2 工事関係車両の走行による騒音 

（1）調査事項 

・工事関係車両の走行による騒音 

・自動車交通量（一般車両及び工事関係車両）及び走行速度 

（2）調査場所 

図6-2-3に示す事業実施場所周辺道路の９地点 

（3）調査時期 

工事関係車両の走行による影響が最大となる時期として、平成28年５月18日（水）6:00

～ 19日（木）6:00に実施した。 

（4）調査方法 

工事関係車両の走行による騒音は、「騒音に係る環境基準について」に基づき、「JIS C 

1509-1」の規格のサウンドレベルメータ（騒音計）を使用して、「JIS Z 8731」に定めら

れた騒音レベル測定方法により、調査時間内において毎正時から10分間測定し、等価騒

音レベル（ＬAeq）を算出した。なお、騒音レベルの測定位置は道路端とし、測定高は地

上1.2ｍとした。 

自動車交通量及び走行速度については、「6-1-3 工事関係車両の走行による大気汚染

（二酸化窒素及び浮遊粒子状物質）」と同じとした。 

（5）環境の保全のために講じた措置 

工事関係車両の走行による騒音について実施した環境保全措置は、次のとおりである。 

・土砂、資材等の搬出入については、適正な車種の選定並びに積載量及び荷姿の適正

化による運搬の効率化を推進することで、さらなる工事関係車両台数の低減に努めた。 

・工事関係車両については、十分な点検・整備を行い、急発進や急加速を避けるなど

の適正な走行に努めた。 

・関係機関や隣接事業者（ＪＰタワー名古屋）との連絡・調整を適宜行い、環境負荷

の低減に努めた。 

・事業実施場所東側において工事中であった大名古屋ビルヂングの事業者とは、適宜

情報交換等の協力を行い、環境負荷の低減に努めた。 

また、評価書に記載した環境保全措置に加え、以下の措置を実施した。 

・工事関係車両の走行ルート及び走行時間帯を変更し、車両の分散化を図った。 
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図6-2-3 工事関係車両の走行による騒音及び振動調査地点 

：自動車交通量及び走行速度(９断面) 

：事業実施場所 

▲ ：工事関係車両の走行による騒音・振動（９地点） 

№14 №16

№13

№11№12

№10

№５

№４

№１
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（6）調査結果 

工事関係車両の走行による騒音調査結果は表6-2-4に、自動車交通量調査結果は表

6-2-5に、走行速度調査結果は表6-2-6に示すとおりである。（資料５（資料編p.15）参照） 

騒音調査結果は、すべての地点において環境基準の値以下であった。また、騒音の調

査結果を予測結果と比較すると、№１地点は予測結果より３dB小さく、№12地点は予測

結果より４dB小さかった。それ以外の地点は予測結果と同等であった。 

工事関係車両の昼間の走行台数は、№1地点が最も多く、大型車が43台/16時間、中型

車が71台/16時間、小型貨物車が18台/16時間、乗用車が16台/16時間であった。また、調

査結果（工事関係車両の合計台数）を評価書における予測条件と比較すると、№10地点、

№11地点及び№12地点は予測条件を上回った。これは、本事業の建設工事を進める中、

名駅通の歩行者専用信号の現示が変更となり、交通流の変化に伴う工事関係車両の渋滞

の発生を回避するために、工事関係車両の走行ルート及び走行時間帯を変更し、車両の

分散化を図ったためである。また、工事関係車両の夜間の走行台数は、№１が最も多く、

大型車が6台/8時間、中型車が11台/8時間であった。 

走行速度は、昼間については大型車・中型車が18～41km/時、小型貨物車・乗用車が24

～47km/時であり、夜間については大型車・中型車が21～41km/時、小型貨物車・乗用車

が28～47km/時であった。また、昼間の調査結果を評価書における予測条件と比較すると、

№１地点及び№14地点以外は予測条件よりも速度が遅くなっていた。 

騒音調査結果が予測結果より３dB小さくなった№１地点については、車両の分散化に

より工事関係車両台数が予測条件に比べ少なくなったことが一原因であると考えられる。

予測結果より４dB小さくなった№12地点については、車道部の舗装状態の変化が要因の

一つであると考えられる。 

なお、工事関係車両の走行による騒音に関して、市民等からの苦情はなかった。 
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表6-2-4 工事関係車両の走行による騒音調査結果 
                        単位：dB 

調査地点 

等価騒音レベル（ＬAeq） 

調査結果 予測結果 環境基準 

昼 間 夜 間 昼 間 夜 間 昼 間 夜 間 

№１ 64 59 67 － 70以下 65以下 

№４ 63 58 64 － 70以下 65以下 

№５ 63 60 63 － 70以下 65以下 

№10 67 62 66 － 70以下 65以下 

№11 66 64 67 － 70以下 65以下 

№12 64 60 68 － 70以下 65以下 

№13 66 61 65 － 70以下 65以下 

№14 65 60 65 － 65以下 60以下 

№16 58 54 － － 65以下 60以下 

注)1. 昼間は6時～22時、夜間は22時～翌6時をいう。 

2. 夜間及び№16は予測を行っていないことから、“－”とした。
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表6-2-5(1)  自動車交通量調査結果（昼間） 
単位：台/16時間 

項      目 №１ №４ №５ №10 №11 

調査結果 一般車両 大型車 717 577 112 878 1,100 

中型車 489 675 598 1,488 1,019 

小型貨物車 260 491 332 1,093 1,337 

乗用車 7,957 13,195 10,160 32,063 39,621 

工事関係車両 大型車 43 27 20 34 46 

中型車 71 21 35 42 23 

小型貨物車 18 2 1 3 6 

乗用車 16 1 2 1 2 

合  計 大型車 760 604 132 912 1,146 

中型車 560 696 633 1,530 1,042 

小型貨物車 278 493 333 1,096 1,343 

乗用車 7,973 13,196 10,162 32,064 39,623 

予測条件 一般車両 大型車 782 504 87 1,126 924 

中型車 462 640 644 1,401 1,470 

小型貨物車 1,870 633 440 1,942 7,478 

乗用車 7,483 13,355 11,593 37,419 33,501 

工事関係車両 大型車 272 40 32 8 8 

中型車 312 65 52 13 13 

小型貨物車 104 13 13 13 13 

乗用車 0 0 0 0 0 

合  計 大型車 1,054 544 119 1,134 932 

中型車 774 705 696 1,414 1,483 

小型貨物車 1,974 646 453 1,955 7,491 

乗用車 7,483 13,355 11,593 37,419 33,501 

注）昼間は6時～22時をいう。 
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表6-2-5(2)  自動車交通量調査結果（昼間） 
単位：台/16時間 

項      目 №12 №13 №14 №16 

調査結果 一般車両 大型車 838 418 37 50 

中型車 870 481 319 482 

小型貨物車 715 238 142 197 

乗用車 25,100 14,813 5,320 3,866 

工事関係車両 大型車 48 22 7 22 

中型車 4 6 2 47 

小型貨物車 8 5 3 1 

乗用車 3 0 7 1 

合  計 大型車 886 440 44 72 

中型車 874 487 321 529 

小型貨物車 723 243 145 198 

乗用車 25,103 14,813 5,327 3,867 

予測条件 一般車両 大型車 658 226 45 － 

中型車 1,060 533 241 － 

小型貨物車 5,321 1,907 714 － 

乗用車 23,154 10,894 3,901 － 

工事関係車両 大型車 8 16 8 － 

中型車 13 26 13 － 

小型貨物車 13 13 13 － 

乗用車 0 0 0 － 

合  計 大型車 666 242 53 － 

中型車 1,073 559 254 － 

小型貨物車 5,334 1,920 727 － 

乗用車 23,154 10,894 3,901 － 

注)1. 昼間は6時～22時をいう。 

2. №16は予測を行っていないことから、“－”とした。 
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表6-2-5(3)  自動車交通量調査結果（夜間） 
単位：台/8時間 

項      目 №１ №４ №５ №10 №11 

調査結果 一般車両 大型車 38 49 23 68 135 

中型車 42 82 86 170 147 

小型貨物車 10 34 35 103 140 

乗用車 1,025 1,884 1,358 3,783 6,913 

工事関係車両 大型車 6 1 0 2 3 

中型車 11 1 0 0 0 

小型貨物車 0 1 0 0 0 

乗用車 0 0 0 0 0 

合  計 大型車 44 50 23 70 138 

中型車 53 83 86 170 147 

小型貨物車 10 35 35 103 140 

乗用車 1,025 1,884 1,358 3,783 6,913 

予測条件 一般車両 大型車 － － － － － 

中型車 － － － － － 

小型貨物車 － － － － － 

乗用車 － － － － － 

工事関係車両 大型車 － － － － － 

中型車 － － － － － 

小型貨物車 － － － － － 

乗用車 － － － － － 

合  計 大型車 － － － － － 

中型車 － － － － － 

小型貨物車 － － － － － 

乗用車 － － － － － 

注)1. 夜間は22時～翌6時をいう。 

2. 夜間は予測を行っていないことから、“－”とした。 
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表6-2-5(4)  自動車交通量調査結果（夜間） 
単位：台/8時間 

項      目 №12 №13 №14 №16 

調査結果 一般車両 大型車 71 84 7 2 

中型車 108 67 31 30 

小型貨物車 69 34 9 25 

乗用車 3,999 2,341 519 129 

工事関係車両 大型車 2 2 1 0 

中型車 0 2 0 1 

小型貨物車 0 2 0 0 

乗用車 0 0 0 0 

合  計 大型車 73 86 8 2 

中型車 108 69 31 31 

小型貨物車 69 36 9 25 

乗用車 3,999 2,341 519 129 

予測条件 一般車両 大型車 － － － － 

中型車 － － － － 

小型貨物車 － － － － 

乗用車 － － － － 

工事関係車両 大型車 － － － － 

中型車 － － － － 

小型貨物車 － － － － 

乗用車 － － － － 

合  計 大型車 － － － － 

中型車 － － － － 

小型貨物車 － － － － 

乗用車 － － － － 

注)1. 夜間は22時～翌6時をいう。 

2. 夜間は予測を行っていないことから、“－”とした。 
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表6-2-6(1)  走行速度調査結果（昼間） 
単位：km/時 

項   目 №１ №４ №５ №10 №11 №12 №13 №14 №16

調査結果 大型車 
中型車 

36 41 35 37 36 34 30 35 18 

小型貨物車 
乗用車 

47 47 43 41 42 41 38 40 24 

予測条件 大型車 
中型車 

39 45 40 44 41 41 43 34 － 

小型貨物車 
乗用車 

46 49 46 47 53 48 51 39 － 

注)1. 値は、昼間（6時～22時）の平均値である。 

2. №16は予測を行っていないことから、“－”とした。

表6-2-6(2)  走行速度調査結果（夜間） 
単位：km/時 

項   目 №１ №４ №５ №10 №11 №12 №13 №14 №16

調査結果 大型車 
中型車 

35 41 40 39 39 31 31 38 21 

小型貨物車 
乗用車 

46 47 47 45 47 37 38 43 28 

予測条件 大型車 
中型車 

－ － － － － － － － － 

小型貨物車 
乗用車 

－ － － － － － － － － 

注)1. 値は、夜間（22時～翌6時）の平均値である。 

2. 夜間は予測を行っていないことから、“－”とした。



- 66 -

6-3 振動 

6-3-1 建設機械の稼働による振動 

（1）調査事項 

建設機械の稼働による振動 

（2）調査場所 

前掲図6-2-1に示した事業実施場所敷地境界上の２地点 

（3）調査時期 

予測を行った工種毎に最も影響が大きくなる時期として、表6-3-1に示す時期に行った。 

表6-3-1 調査時期 

対象工事 調査時期 

解体工事 平成23年９月28日 

解体、山留工事 平成23年12月16日 

解体、杭、掘削、 
地下躯体工事 

平成26年６月25日 

解体、掘削、地下躯体、
地上躯体工事 

平成27年６月10日 

（4）調査方法 

「振動規制法施行規則」（昭和51年総理府令第58号）に基づき、振動レベルの80％レン

ジの上端値（Ｌ10）を求めた。 

測定は、午前及び午後の各１回ずつ行った。また、建設機械が稼働していない休憩中

の時間帯において、暗振動を１回測定した。 

（5）環境の保全のために講じた措置 

建設機械の稼働による振動について実施した環境保全措置は、次のとおりである。 

・工事の際は作業区域を十分考慮し、建設機械を適切に配置した。 

・建設機械の使用に際しては、実施可能な範囲で負荷を小さくするよう努めるととも

に、十分な点検・整備により、性能の維持に努めた。 

・各機械が同時に稼働する時間を実施可能な範囲で短くするように、建設機械使用時

間割を作成し、運用した。 

・工事に際しては、実施可能な範囲で低振動型の建設機械を導入した。 

・工事の実施にあたっては、「振動規制法」及び「名古屋市環境保全条例」に基づく特

定建設作業に伴う振動の規制に関する基準値とは別に、一般に人体が振動を感じ始

める評価の目安の一つとして、閾値55dBにも注目し、管理した。 

・周辺の住民等からの問い合わせに対する連絡の専用窓口を設け、適切に対応した。 
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また、評価書に記載した環境保全措置に加え、以下の措置を実施した。 

・現況施設の外壁の解体作業は、非破砕工法を採用し、振動の発生の低減に努めた。 

（6）調査結果 

建設機械の稼働による振動の調査結果は表6-3-2に、調査時の建設機械配置は図6-3-1

及び前掲図6-2-2(1)、図6-2-2(3)及び図6-2-2(4)に示すとおりである。 

調査結果は、すべての調査時期において建設作業振動の規制基準の値を下回った。 

また、調査結果を予測結果と比較すると、両地点ともにすべての調査時期において予

測結果を大きく下回った。これは、現況施設の外壁の解体作業に非破砕工法を採用した

ことや解体、杭、掘削、地下躯体工事以降は№２地点付近に床スラブを施工したことに

よる防振効果等によるものと考えられる。 

なお、建設機械の稼働による振動に関する市民等からの苦情は、表6-3-3に示すとおり

であり、適切に対応し、その後、苦情は生じていない。 

表6-3-2 建設機械の稼働による振動の調査結果 
単位：dB 

対象工事 区分・時間帯 
振動レベル（Ｌ10） 予測結果 

(最大値) 
規制基準値 
(敷地境界上)№１ №２ 

解体工事 
建設作業
振動 

午前 42 39 

73 

75 

午後 39 36 

暗振動 45 32 － 

解体、山留工事 
建設作業
振動 

午前 43 44 

74 

午後 41 41 

暗振動 46 40 － 

解体、杭、掘削、
地下躯体工事 

建設作業
振動 

午前 40 <30 

73 

午後 39 31 

暗振動 42 <30 － 

解体、掘削、地
下躯体、地上躯
体工事 

建設作業
振動 

午前 45 42 

74 

午後 44 41 

暗振動 41 <30 － 

注)1. 両調査地点は、調査地点の地下付近を走行する名鉄及び地下鉄からの振動の影響を大きく受ける 

ため、建設作業振動はそれらからの振動を除外して算出した。そのため、それらの影響が含まれ 

る暗振動よりも建設作業振動の方がレベルが小さいケースがある。 

2. 表中の“<30”は、振動レベル計の測定下限値（30dB）未満であることを示す。 
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表6-3-3 建設機械の稼働による振動に関する苦情の状況 

内容 対処方法 その後の状況 

・近隣の住民から、解体作

業（障害物撤去に伴うコ

ンクリートの破砕作業）

の振動が気になる、との

苦情があった。 

（１件） 

・直ちに作業状況を確認し、問い合わ

せ者宅を訪問して作業内容を説明す

るとともに、原因と思われる障害物

撤去作業の作業員に対し詳細な指示

を出し、振動の発生が最小限となる

よう対策した。 

・その後、苦情は生じて

いない。 
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図6-3-1 建設機械配置（解体工事） 

番号 建設機械 高さ（GL）

① バックホウ ０ｍ 

 バックホウ   +６ｍ 

 バックホウ -６ｍ 

② トラッククレ－ン ０ｍ 

 タワークレ－ン +36ｍ 

④ ダンプトラック ０ｍ 

⑤ ボーリングマシーン ０ｍ 

②

④④

①

④
④

⑤

④
ゅ

②
④

①①

：事業実施場所 

仮囲い 

防音パネル 

：振動調査地点 

№１
№２

①

①
①

①
①

①

①

※ は高所、  は地下に配置された建設機械を示す。

①

①

③

③
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6-3-2 工事関係車両の走行による振動 

（1）調査事項 

・工事関係車両の走行による振動 

・自動車交通量（一般車両及び工事関係車両）及び走行速度 

（2）調査場所 

前掲図6-2-3に示した事業実施場所周辺道路の９地点 

（3）調査時期 

工事関係車両の走行による影響が最大となる時期として、平成28年５月18日（水）6:00

～ 19日（木）6:00に実施した。 

（4）調査方法 

工事関係車両の走行による振動は、「振動規制法施行規則」に基づき、「JIS C 1510」の

規格の振動レベル計を使用して、「JIS Z 8735」に定められた振動レベル測定方法により、

調査時間内において毎正時から10分間測定し、振動レベルの80％レンジの上端値（Ｌ10）

を算出した。なお、振動レベルの測定位置は道路端とした。 

自動車交通量及び走行速度については、「6-1-3 工事関係車両の走行による大気汚染

（二酸化窒素及び浮遊粒子状物質）」と同じとした。 

（5）環境の保全のために講じた措置 

工事関係車両の走行による振動について実施した環境保全措置は、次のとおりである。 

・土砂、資材等の搬出入については、適正な車種の選定並びに積載量及び荷姿の適正

化による運搬の効率化を推進することで、さらなる工事関係車両台数の低減に努めた。 

・関係機関や隣接事業者（ＪＰタワー名古屋）との連絡・調整を適宜行い、環境負荷

の低減に努めた。 

・事業実施場所東側において工事中であった大名古屋ビルヂングの事業者とは、適宜

情報交換等の協力を行い、環境負荷の低減に努めた。 

また、評価書に記載した環境保全措置に加え、以下の措置を実施した。 

・工事関係車両の走行ルート及び走行時間帯を変更し、車両の分散化を図った。 

（6）調査結果 

工事関係車両の走行による振動調査結果は表6-3-4に、自動車交通量調査結果は表

6-3-5に、走行速度調査結果は表6-3-6に示すとおりである。（資料６（資料編p.16）参照） 

振動調査結果は、すべての地点において「振動規制法」に基づく道路交通振動の限度

を下回った。また、振動の調査結果を予測結果と比較すると、最大値において、№１地

点の夜間は予測結果より振動レベルが大きく、№11地点の昼間と夜間、№12地点の昼間

と夜間及び№14地点の昼間は予測結果より小さかった。それ以外の地点については予測

結果と同等であった。 
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工事関係車両の６時～22時の走行台数は、№１地点が最も多く、大型車類が114台/16

時間、小型車類が34台/16時間であった。また、調査結果（工事関係車両の合計台数）を

評価書における予測条件と比較すると、№10地点、№11地点及び№12地点は予測条件を

上回った。これは、本事業の建設工事を進める中、名駅通の歩行者専用信号の現示が変

更となり、交通流の変化に伴う工事関係車両の渋滞の発生を回避するために、工事関係

車両の走行ルート及び走行時間帯を変更し、車両の分散化を図ったためである。また、

工事関係車両の22時～翌６時の走行台数は、№１が最も多く、大型車類が17台/8時間、

小型車類が0台/8時間であった。 

走行速度は、６時～22時については21～44km/時であり、22時～翌６時については25

～44km/時であった。また、６時～22時の調査結果を評価書における予測条件と比較する

と、全地点において予測条件以下の速度であった。 

振動調査結果と予測結果に差がある地点については、交通量の増減の他に、舗装状態

の変化等が影響していることが考えられる。 

なお、工事関係車両の走行による振動に関して、市民等からの苦情はなかった。 

表6-3-4 工事関係車両の走行による振動調査結果 
                              単位：dB 

調査地点 

振動レベル（Ｌ10） 

調査結果 予測結果 要請限度 

昼 間 夜 間 昼 間 夜 間 昼 間 夜 間 

№１ 42～46 <30～45 37～45 36～39 

70以下 65以下 

№４ 40～45 30～40 37～42 32～39 

№５ 42～46 37～44 40～43 40～42 

№10 40～43 <30～40 41～44 39～43 

№11 46～48 37～46 51～54 50 

№12 46～51 37～46 52～55 50～52 

№13 38～42 30～38 36～41 33～37 

№14 36～38 <30～35 38～44 37～38 

№16 47～52 31～49 － － 

注)1. 上記の数値は、1時間毎の数値において、最小値と最大値を示したものである。 

2. №16は予測を行っていないことから、“－”とした。 

3. 表中の“<30”は、振動レベル計の測定下限値（30dB）未満であることを示す。 

4. 「調査結果」及び「要請限度」は、昼間：7時～20時、夜間：20時～翌7時である。 

5. 「予測結果」は、昼間：7時～20時、夜間：6時～7時及び20時～22時である。 
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表6-3-5(1) 自動車交通量調査結果（６時～22時） 
単位：台/16時間 

項      目 №１ №４ №５ №10 №11 

調査結果 一般車両 大型車類 1,206 1,252 710 2,366 2,119

小型車類 8,217 13,686 10,492 33,156 40,958

工事関係車両 大型車類 114 48 55 76 69

小型車類 34 3 3 4 8

合  計 大型車類 1,320 1,300 765 2,442 2,188

小型車類 8,251 13,689 10,495 33,160 40,966

予測条件 一般車両 大型車類 1,244 1,144 731 2,527 2,394

小型車類 9,353 13,988 12,033 39,361 40,979

工事関係車両 大型車類 584 105 84 21 21

小型車類 104 13 13 13 13

合  計 大型車類 1,828 1,249 815 2,548 2,415

小型車類 9,457 14,001 12,046 39,374 40,992

注）6時～22時は道路交通振動の予測を行った時間帯である。 

表6-3-5(2)  自動車交通量調査結果（６時～22時） 
単位：台/16時間 

項      目 №12 №13 №14 №16 

調査結果 一般車両 大型車類 1,708 899 356 532

小型車類 25,815 15,051 5,462 4,063

工事関係車両 大型車類 52 28 9 69

小型車類 11 5 10 2

合  計 大型車類 1,760 927 365 601

小型車類 25,826 15,056 5,472 4,065

予測条件 一般車両 大型車類 1,718 759 286 － 

小型車類 28,475 12,801 4,615 － 

工事関係車両 大型車類 21 42 21 － 

小型車類 13 13 13 － 

合  計 大型車類 1,739 801 307 － 

小型車類 28,488 12,814 4,628 － 

注)1. 6時～22時は道路交通振動の予測を行った時間帯である。 

2. №16は予測を行っていないことから、“－”とした。 
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表6-3-5(3) 自動車交通量調査結果（22時～翌６時） 
単位：台/8時間 

項      目 №１ №４ №５ №10 №11 

調査結果 一般車両 大型車類 80 131 109 238 282

小型車類 1,035 1,918 1,393 3,886 7,053

工事関係車両 大型車類 17 2 0 2 3

小型車類 0 1 0 0 0

合  計 大型車類 97 133 109 240 285

小型車類 1,035 1,919 1,393 3,886 7,053

予測条件 一般車両 大型車類 － － － － － 

小型車類 － － － － － 

工事関係車両 大型車類 － － － － － 

小型車類 － － － － － 

合  計 大型車類 － － － － － 

小型車類 － － － － － 

注）22時～翌6時は予測を行っていないことから、“－”とした。 

表6-3-5(4)  自動車交通量調査結果（22時～翌６時） 
単位：台/8時間 

項      目 №12 №13 №14 №16 

調査結果 一般車両 大型車類 179 151 38 32

小型車類 4,068 2,375 528 154

工事関係車両 大型車類 2 4 1 1

小型車類 0 2 0 0

合  計 大型車類 181 155 39 33

小型車類 4,068 2,377 528 154

予測条件 一般車両 大型車類 － － － － 

小型車類 － － － － 

工事関係車両 大型車類 － － － － 

小型車類 － － － － 

合  計 大型車類 － － － － 

小型車類 － － － － 

注）22時～翌6時は予測を行っていないことから、“－”とした。 
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表6-3-6(1)  走行速度調査結果（６時～22時） 
単位：km/時 

項   目 №１ №４ №５ №10 №11 №12 №13 №14 №16

調査結果 42 44 39 39 39 37 34 37 21 

予測条件 43 47 43 45 47 44 47 37 － 

注)1. 値は、全車種の6時～22時の平均値である。 

2. №16は予測を行っていないことから、“－”とした。

表6-3-6(2)  走行速度調査結果（22時～翌６時） 
単位：km/時 

項   目 №１ №４ №５ №10 №11 №12 №13 №14 №16

調査結果 41 44 44 42 43 34 35 40 25 

予測条件 － － － － － － － － － 

注)1. 値は、全車種の22時～翌6時の平均値である。 

2. 22時～翌6時は予測を行っていないことから、“－”とした。
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6-4 地盤 

（1）調査事項 

工事の実施による地盤変位 

（2）調査場所 

図6-4-1に示す事業実施場所周辺の４地点 

（3）調査時期 

平成22年12月～平成28年12月 

（4）調査方法 

調査地点に測量鋲を設置（平成22年12月27日）し、この時点を初回値として毎月１回

の頻度で鋲の高さを一級水準測量で観測した。 

（5）環境の保全のために講じた措置 

工事の実施による地盤変位について実施した環境保全措置は、次のとおりである。 

・施工中に地盤変位量の計測を行い、適宜対応を講じた。 

（6）調査結果 

水準測量による事業実施場所周辺の地盤変位の調査結果は、図6-4-2及び表6-4-1に示

すとおりである。 

調査開始後の地盤変位量は、隆起量の最大は8.7mm（№１地点）、沈下量の最大は13.2mm

（№４地点）であった。 

調査結果を予測結果と比較すると、隆起量については敷地境界部における予測の範囲

内（最大10mm）であったが、№１地点での予測値（約0mm）に対しては、上回る結果とな

った。また、沈下量については予測された沈下量（最大４mm）を上回った。 

隆起量及び沈下量が予測結果を上回った時期は山留工事が終わり杭工事を開始した時

期であるが、山留壁は地下70ｍほどであることから、本工事による影響は小さいと考え

られる。 

なお、工事の実施による地盤変位に関して、市民等からの苦情はなかった。 
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図6-4-1 地盤変位調査地点 

№１

№２

№３

№４

：事業実施場所 

：地盤変位（４地点） 
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図6-4-2 地盤変位量の推移 

表6-4-1 地盤変位の調査結果 

（初回値からの最大変位量 単位：mm） 

調査地点 

測定年度 

全期間 平成 
22年度 

平成 
23年度 

平成 
24年度 

平成 
25年度 

平成 
26年度 

平成 
27年度 

平成 
28年度 

№１ -0.9 2.6 3.1 4.2 6.3 8.0 8.7 8.7 

№２ -1.2 -1.4 -3.7 -5.1 -4.7 -2.3 -2.2 -5.1 

№３ -1.7 -1.9 -2.4 -2.6 -1.3 -2.4 -2.5 -2.6 

№４ -1.0 -2.5 -4.2 -5.9 -8.4 -12.1 -13.2 -13.2 

注）網掛けの数値は、すべての観測データの隆起（正の数）及び沈下（負の数）の最大値を示す。 

注）№４の平成27年12月及び平成28年1月は、調査地点付近で工事が行われたため、測定不能 

であった。 
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6-5 廃棄物等 

（1）調査事項 

工事中に発生する廃棄物等の種類、量及び再資源化量 

（2）調査場所 

事業実施場所及びその周辺 

（3）調査時期 

平成22年12月～平成29年２月 

（4）調査方法 

マニフェスト伝票等により、廃棄物の発生量、搬入先、処理方法、有効利用の方法及

び再資源化率について取りまとめた。 

（5）環境の保全のために講じた措置 

廃棄物等について実施した環境保全措置は、次のとおりである。 

・工事の実施により発生した廃棄物等については、関係法令等を遵守して、適正処理

を図るとともに、減量化及び再利用・再資源化に努めた。 

・建設廃材の分別回収に努めた。 

・建設工事に使用する型枠材の転用に努めた。また、建設時の梱包材料についても簡

素化や再利用できるものを用い、廃棄物発生量の抑制に努めた。 

・現況施設に使用されていたアスベストの処理・処分は以下のとおり実施した。 

ｱ 「大気汚染防止法」（昭和43年法律第97号）に基づき適切に処理・処分した。 

ｲ アスベストが使用されている建築物及び工作物の解体作業は、「建築物解体等に

係る石綿飛散防止対策マニュアル2011」（環境省，平成24年）に示された手順に基

づき行った。 

ｳ 発生したアスベストを含む廃棄物は、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」（昭

和45年法律第137号）に基づき特別管理型産業廃棄物として適正に処理した。 

また、評価書に記載した環境保全措置に加え、以下の措置を実施した。 

・山留壁の施工では「掘削土再利用連壁工法」（ＣＲＭ工法）を採用し、発生汚泥・泥

水の約60％を再生利用した。 
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（6）調査結果 

① 廃棄物等の種類及び発生量 

廃棄物等の種類及び発生量は、表6-5-1に示すとおりである。 

解体工事及び建設工事により発生した廃棄物等は、コンクリート塊138,027t、木くず

698t、金属くず20,646t、ガラス・陶磁器くず218t、廃プラスチック類362t、アスベスト

（耐火材等）81,872ｍ2、その他2,337t、汚泥278,406ｍ3、建設残土29,808ｍ3、建設廃材

12,223tであった。 

また、廃ＰＣＢ等として、ネオントランス198個を回収した。廃ＰＣＢ等については、

事前に実施した現況施設の調査時には使用及び保管はされていないものと判断していた

ため、廃棄物等の予測結果には含まれていないものの、解体作業の進捗において一部の

ネオントランスに微量のＰＣＢが含まれていることが判明した。 

なお、予測結果と比較すると、ガラス・陶磁器くず、廃プラスチック類及び建設残土

は予測結果を下回ったが、それら以外の廃棄物等は予測結果を上回った。これは、労働

安全衛生環境の向上を図るべく、仮設作業床の構築をするなど資材の使用量が増加した

ことや、工種及び工法上分別が困難な作業が想定より多かったために、再資源化率が予

測を下回ったことに伴い（p.81に後述）廃棄物が増加したことが主な原因である。 

表6-5-1 廃棄物等の種類及び発生量 

廃棄物等の種類 
平成 

22年度 
平成 

23年度 
平成 

24年度 
平成 

25年度 
平成 

26年度 
平成 

27年度 
平成 

28年度 
合 計 予測結果 

現況施設 
解体工事

コンクリート塊  （t） 0 17,906 30,613 13,331 60,294 14,794 1,089 138,027  約127,130 

木くず          （t） 555 9 56 75 3 0 0 698  約580 

金属くず        （t） 2,581 15,430 33 504 268 1,614 216 20,646  約15,980 

ガラス・陶磁器くず（t） 210 3 4 0 1 0 0 218  約4,430 

廃プラスチック類（t） 163 98 39 61 1 0 0 362  約1,130 

アスベスト（耐火材等）（m2） 19,644 62,212 16 0 0 0 0 81,872  約81,450 

その他          （t） 607 449 948 176 47 110 0 2,337  約230 

廃ＰＣＢ等(ﾈｵﾝﾄﾗﾝｽ) 
(個) 

0 195 3 0 0 0 0 198  ― 

新建築物 
建設工事

汚  泥         （m3） 0 136 43,770 76,540 85,510 71,996 454 278,406  約55,810 

建設残土       （m3） 0 0 0 0 9,838 19,970 0 29,808  約149,570 

建設廃材       （t） 0 0 86 85 428 2,373 9,251 12,223  約7,100 
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② 処理方法及び搬入先 

廃棄物等の処理方法等は、表6-5-2に示すとおりである。 

表6-5-2 廃棄物等の処理方法及び搬入先 

廃棄物等の種類 処理方法等 

現況施設 
解体工事

コンクリート塊 中間処理（選別、破砕） 再生骨材、再生路盤材として再資源化 

木くず 中間処理（選別、破砕） 燃料チップ、製紙原料として再資源化 

金属くず 中間処理（選別）、有価物 有価物として売却 

ガラス・陶磁器くず 中間処理（選別） 路盤材として再資源化 

廃プラスチック類 中間処理（選別、破砕、焼却） 
プラスチック原料、ＲＰＦ（燃料ペレッ
ト）、溶融スラグとして再資源化 

アスベスト（耐火材等） 最終処分（埋立） 最終処分場（埋立） 

その他 

紙くず 中間処理（選別） 古紙原料として再資源化 

廃石膏ボード 中間処理（選別、破砕） 
固化剤原料、ボード材料、土壌改良材、
肥料材料として再資源化 

混合廃棄物 
（安定型のみ） 

中間処理（選別） 骨材、路盤材として再資源化 

その他がれき 中間処理（選別、破砕） 路盤材原料として再資源化 

新建築物 
建設工事

汚泥 中間処理（分級、脱水、造粒固化） 改良土（埋戻材）として再資源化 

建設廃材 中間処理（選別、破砕） 選別後、単品目毎に再資源化 

注）廃ＰＣＢ等（ネオントランス）は、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」（昭和45年法律第137号） 

に基づく特別管理産業廃棄物保管基準に従い、ＪＲセントラルタワーズ内で適正に保管していたが、

平成26年３月に適切に処分を行った。 

③ 有効利用の方法 

廃棄物等は、表6-5-3に示すとおり有効利用を図った。 

表6-5-3 廃棄物等の有効利用の方法 

廃棄物等の種類 有効利用の方法 

現況施設 
解体工事

コンクリート塊 
・中間処理（破砕）した後、再生砕石として再資源化した。 
・中間処理（選別）した後、再生骨材・再生路盤材として再資源化した

木くず 
・中間処理（選別）を行った後、燃料チップ、製紙原料として、再資源

化した。 

金属くず ・中間処理（選別、溶融）を行った後、鋼材原料として再資源化した。

ガラス・陶磁器くず ・中間処理（選別）を行った後、路盤材として再資源化した。 

廃プラスチック類 

・中間処理（粉砕又は焼却）を行った後、プラスチック原料として再資
源化した。 

・中間処理（選別）を行った後、ＲＰＦ（燃料ペレット）として、再資
源化した。 

・中間処理（焼却処理）を行った後、焼却灰を溶融し、溶融スラグとし
た。その後、溶融スラグ入り再生砕石として再利用した。 

その他 

紙くず ・中間処理（選別）を行った後、古紙原料として再資源化した。 

廃石膏ボード 
・中間処理（選別）を行った後、固化剤原料、ボード材料、土壌改良材、

肥料材料として再資源化した。 

混合廃棄物 
（安定型のみ） ・中間処理（選別）を行った後、骨材、路盤材として再資源化した。 

その他がれき ・中間処理（選別・破砕）を行った後、路盤材原料として再利用した。

新建築物 
建設工事

汚泥 
・中間処理（分級・脱水・造粒固化）を行った後、セメント原料として

再資源化した。 

建設廃材 
・中間処理（選別・破砕）を行った後、古紙原料、骨材・路盤材、チッ

プ燃料として再資源化した。 
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④ 再資源化率 

廃棄物等の再資源化量及び再資源化率は、表6-5-4に示すとおりである。 

解体工事及び建設工事により発生した廃棄物等の再資源化率は、コンクリート塊99%、

木くず98%、金属くず100%、ガラス・陶磁器くず23%、廃プラスチック類46%、アスベスト

（耐火材等）０%、その他73%、汚泥99%、建設残土100%、建設廃材52%であった。 

予測結果と比較すると、ガラス・陶磁器くず及び建設廃材の再資源化率が予測結果を

大きく下回った。これは、ガラス・陶磁器くずについては付着物が多く、再資源化が難

しいものが想定より多かったためである。建設廃材については、工種及び工法上分別が

困難な作業が想定より多かったためと考えられる。 

⑤ 市民等からの苦情の内容、対処方法及びその後の状況 

工事中に発生する廃棄物等の種類、量及び再資源化量に関して、市民等からの苦情は

なかった。 

表6-5-4 廃棄物等の再資源化量及び再資源化率 

廃棄物等の種類 

再資源化量 再資源化率 

平成 
22年度 

平成 
23年度 

平成 
24年度 

平成 
25年度 

平成 
26年度 

平成 
27年度 

平成 
28年度 

合 計 合 計 予測結果 

現況施設 
解体工事 

コンクリート塊（t） ― 17,906 30,613 13,331 60,127 14,794 1,089 137,860 99% 約100% 

木くず    （t） 552 8 50 75 1 ― ― 686 98% 約100% 

金属くず   （t） 2,581 15,430 33 504 268 1,614 216 20,646 100% 約100% 

ガラス・陶磁器くず（t） 50 1 0 ― 0 ― ― 51 23% 約50% 

廃プラスチック類（t） 64 85 13 4 0 ― ― 166 46% 約30% 

アスベスト（耐火材等）（m2） 0 0 0 ― ― ― ― 0 0% 0% 

その他    （t） 563 435 578 121 1 0 ― 1,698 73% 約30% 

新建築物 
建設工事 

汚泥     （m3） ― 6 43,770 76,540 85,510 71,996 454 278,276 99% 約50% 

建設残土   （m3） ― ― ― ― 9,838 19,970 ― 29,808 100% 約100% 

建設廃材   （t） ― ― 56 29 111 375 5,799 6,370 52% 約80% 

注）表中の“―”は、廃棄物等の発生量が０であることを示す（前掲表6-5-1参照）。また、表中の“０” 

は、廃棄物等は発生しているが、再資源化量が０であることを示す。 
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6-6 温室効果ガス等 

6-6-1 オゾン層破壊物質 

（1）調査事項 

オゾン層破壊物質 

（2）調査場所 

事業実施場所内 

（3）調査時期 

平成22年12月～平成23年３月（現況施設の設備撤去工事中） 

（4）調査方法 

工事日報等により、現況施設の設備撤去工事におけるフロン類の処理方法について取

りまとめた。 

（5）調査結果 

フロン等の処理の状況は、表6-6-1に示すとおりである。 

「冷蔵庫、冷凍庫の冷媒ガス」及び「空調機の冷媒ガス」として使用されていたフロ

ンを778.5kg、「ガス絶縁開閉装置」及び「ガスコンデンサ」に設置されていた六フッ化

硫黄（SF6）を51.5kg回収した。ともに固体アルカリ化学反応法により分解処理を行った。

また、分解処理に用いた反応処理剤は、中間処理後、再生土として再利用した。 

「電気室等の消火剤」として使用されていたブロモトリフルオロメタン（ハロン-1301）

を1,500kg回収し、特定非営利活動法人消防環境ネットワークハロン管理委員会を通じて

全量を再利用した。 

フロン等の回収量を予測結果と比較すると、フロンが予測結果を大きく上回った。こ

れは、現況施設の解体作業の進捗において「空調機の冷媒ガス」にフロンが使用されて

いることが判明し、回収量が増えたためである。 

なお、オゾン層破壊物質に関して、市民等からの苦情はなかった。 

表6-6-1 フロン等の処理の状況 

オゾン層破壊物質の種類 
回収量（kg） 処分量 

（kg） 

再利用量 

（kg） 
処理方法 

予測結果 

フロン 778.5 約55 778.5 ― 
固体アルカリ化学反応法によ
り分解処理を行った。 

ブロモトリフルオロメタン 

（ハロン-1301） 
1,500 約1,300 ― 1,500 

特定非営利活動法人消防環境
ネットワークハロン管理委員
会を通じて再利用した。 

六フッ化硫黄（SF6） 51.5 約52 51.5 ― 
固体アルカリ化学反応法によ
り分解処理を行った。 
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6-6-2 温室効果ガス 

（1）調査事項 

工事中に発生する温室効果ガスの種類及び量 

（2）調査場所 

事業実施場所内 

（3）調査時期 

平成22年12月～平成29年２月 

（4）調査方法 

建設資材の使用実績等の記録を整理し、建設資材の使用に伴う温室効果ガスの排出量

について調査した。 

（5）環境の保全のために講じた措置 

温室効果ガスについて実施した環境保全措置は、次のとおりである。 

［建設機械の稼働］ 

・工事中において、作業効率や機械の燃料消費率の向上に努めた。 

・不要なアイドリングを中止するとともに、建設機械の選定にあたっては、省エネル

ギー機構が装備されている機械の選定に努めた。 

・建設機械の使用に際しては、負荷を小さくするよう心がけるとともに、十分な点検・

整備により、性能の維持に努めた。 

［建設資材の使用］ 

・製造過程において、二酸化炭素の排出量が少ない資材の選択に努めた。 

・再生骨材など資源循環に配慮した建材、資材の採用に努めた。 

［建設資材等の運搬］ 

・燃費の良い車種、低公害車の導入に努めた。 

・土砂、資材等の搬出入については、適正な車種の選定並びに積載量及び荷姿の適正

化による運搬の効率化を推進することで、さらなる工事関係車両台数の低減に努め

た。 

・合理的な運搬計画の策定により、運搬距離の最適化を図った。 

・アイドリングストップや経済走行など、エコドライブの実践を励行するとともに、

省エネ対応車両の導入に努めた。 

・一括運搬等を実践し、延べ輸送距離の縮減に努めた。 

［廃棄物の発生］ 

・工事中に発生した廃棄物等については、関係法令等を遵守して適正処理を図るとと

もに、減量化並びに再利用及び再資源化に努めた。 

・建設廃材の分別回収に努めた。 

・仮設材分類による資材の再利用を図った。 
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・型枠木材は、転用計画を立てるとともに、代替材の使用に努め、木材使用量の低減

を図った。 

・仕上げ材、設備機器等の搬入は、ユニット化等の工夫により、梱包材の発生の削減

に努めた。 

（6）調査結果 

建設資材の使用に伴う温室効果ガス排出量は表6-6-2に示すとおりである。（資料７（資

料編p.17）参照） 

温室効果ガス排出量は 191,352 tCO2であった。 

調査結果を予測結果と比較すると、建築用断熱材の現場発泡に伴う温室効果ガス排出

量が予測結果を大きく上回った。これは、新建築物の断熱性能向上に伴う省エネルギー

環境負荷の低減に配慮するために、断熱範囲を大幅に拡大したことが原因と考えられる。 

なお、工事中に発生する温室効果ガスに関して、市民等からの苦情はなかった。 

表6-6-2 建設資材の使用に伴う温室効果ガス排出量（CO2換算） 
単位：tCO2

分類項目 

温室効果ガス排出量（CO2換算） 

平成 
22年度 

平成 
23年度 

平成 
24年度 

平成 
25年度 

平成 
26年度 

平成 
27年度 

平成 
28年度 

合 計 予測結果 

建設資材の使用（CO2） 0 2,631 6,704 19,186 44,780 88,379 22,898 184,578 210,468 

建築用断熱材の現場発泡 

（HFC-134a） 
0 0 0 0 0 1,912 4,862 6,774 2,600 

合  計 0 2,631 6,704 19,186 44,780 90,291 27,760 191,352 約213,000 
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6-7 安全性 

6-7-1 自動車交通量 

（1）調査事項 

工事の実施に伴う自動車交通量 

（2）調査場所 

図6-7-1に示す事業実施場所周辺道路の29区間 

（3）調査時期 

工事関係車両の走行による影響が最大となる時期として、平成28年５月18日（水）6:00

～ 19日（木）6:00に実施した。 

（4）調査方法 

自動車台数を１時間間隔で測定した。 

（5）環境の保全のために講じた措置 

自動車交通量について実施した環境保全措置は、次のとおりである。 

・工事関係車両出入口付近は、信号機による制御を実施しているが、更なる安全対策

として工事関係車両が通過する際には、誘導員を配置した。 

・工事関係車両の運転者には運行ルートを守らせ、適正な走行を行うよう指導した。 

・工事関係車両の走行について、車両入場業者への周知会を開催することで、交通法

規を遵守し、安全ルールを徹底させた。また、運搬資材の種類に応じた安全ルール

の徹底をその都度行った。 

・土砂、資材等の搬出入については、適正な車種の選定並びに積載量及び荷姿の適正

化による運搬の効率化を推進することで、さらなる工事関係車両台数の低減に努め

た。 

・仮設バス停が設置されることによる歩行者及び自転車への安全性の確保については、

関係機関と調整し、十分配慮した。 

・関係機関や隣接事業者（ＪＰタワー名古屋）との連絡・調整を適宜行い、環境負荷

の低減に努めた。 

・事業実施場所東側において工事中であった大名古屋ビルヂングの事業者とは、適宜

情報交換等の協力を行い、環境負荷の低減に努めた。 

また、評価書に記載した環境保全措置に加え、以下の措置を実施した。 

・工事関係車両の走行ルート及び走行時間帯を変更し、車両の分散化を図った。 
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図6-7-1 自動車交通量調査地点 

：事業実施場所 

：自動車交通量（29区間） 
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（6）調査結果 

自動車交通量の調査結果は、表6-7-1及び図6-7-2に示すとおりである。 

工事関係車両が最も多い区間は区間Ｖであり、6:00～22:00の16時間で369台、24時間

で409台であった。また、増加率についても区間Ｖが最も多く、6:00～22:00の16時間で

6.9％、24時間で6.5％であった。 

調査結果（6:00～22:00の16時間）を予測結果と比較すると、区間Ｏ、Ｕ、Ｙ、ＡＢ、

ＡＩ、ＡＪ、ＡＫ、ＡＬ、ＡＯ、ＡＲ及びＡＳは工事関係車両台数並びに増加率ともに

予測結果を上回った。これは、本事業の建設工事を進める中、名駅通の歩行者専用信号

の現示が変更となり、交通流の変化に伴う工事関係車両の渋滞の発生を回避するために、

工事関係車両の走行ルート及び走行時間帯を変更し、車両の分散化を図ったためである。 

なお、自動車交通量に関する市民等からの苦情は、表6-7-2に示すとおりであり、適切

に対応し、その後、苦情は生じていない。 
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一般車両
工事関係
車両

増加率
（％）

一般車両
工事関係

車両
増加率
（％）

26,034 59 0.2 29,730 257 0.9

23,920 53 0.2 26,208 142 0.5

11,408 61 0.5 11,440 115 1.0

27,211 89 0.3 27,469 142 0.5

10,638 85 0.8 12,646 264 2.1

28,144 90 0.3 29,204 263 0.9

28,446 99 0.3 30,499 166 0.5

14,938 51 0.3 16,084 115 0.7

9,423 148 1.6 8,453 669 7.9

31,954 137 0.4 31,309 97 0.3

5,818 19 0.3 5,607 23 0.4

10,602 31 0.3 12,096 62 0.5

13,355 32 0.2 13,178 39 0.3

Ｓ-1 11,202 58 0.5 13,339 95 0.7

Ｓ-2 11,941 40 0.3 13,344 95 0.7

19,222 149 0.8 22,951 144 0.6

5,355 369 6.9 5,999 639 10.7

27,016 75 0.3 33,153 20 0.1

34,480 113 0.3 33,232 77 0.2

15,950 33 0.2 14,566 39 0.3

16,803 34 0.2 18,291 39 0.2

34,002 119 0.3 35,239 77 0.2

27,523 63 0.2 31,549 20 0.1

43,077 77 0.2 43,629 20 0.0

42,538 79 0.2 46,585 20 0.0

33,038 83 0.3 38,674 20 0.1

35,522 80 0.2 41,310 20 0.0

29,223 124 0.4 31,490 77 0.2

4,595 71 1.5 ― ― ―

ＡＳ

ＡＴ

ＡＣ

ＡＤ

ＡＩ

ＡＪ

ＡＫ

ＡＬ

Ｖ

Ｙ

ＡＯ

ＡＲ

ＡＢ

Ｈ

Ｊ

Ｍ

Ｎ

Ｏ

Ｐ

Ｑ

Ｒ

Ｕ

予測結果調査結果
区間記号

Ｓ

Ａ
Ｂ

Ｃ

Ｆ

Ｇ

表6-7-1(1) 自動車交通量調査結果（6:00～22:00の16時間） 

注）区間ＡＴは予測を行っていないことから、“－”で示した。 
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一般車両
工事関係
車両

増加率
（％）

一般車両
工事関係

車両
増加率
（％）

29,322 64 0.2 ― ― ―

26,817 55 0.2 ― ― ―

12,890 64 0.5 ― ― ―

30,385 99 0.3 ― ― ―

11,752 89 0.8 ― ― ―

31,431 97 0.3 ― ― ―

31,772 99 0.3 ― ― ―

16,987 54 0.3 ― ― ―

10,538 165 1.6 ― ― ―

36,758 139 0.4 ― ― ―

6,384 20 0.3 ― ― ―

12,172 32 0.3 ― ― ―

15,322 36 0.2 ― ― ―

Ｓ-1 12,704 58 0.5 ― ― ―

Ｓ-2 13,523 46 0.3 ― ― ―

21,683 164 0.8 ― ― ―

6,258 409 6.5 ― ― ―

31,287 79 0.3 ― ― ―

40,016 115 0.3 ― ― ―

18,476 39 0.2 ― ― ―

19,420 39 0.2 ― ― ―

39,482 119 0.3 ― ― ―

31,770 65 0.2 ― ― ―

50,412 80 0.2 ― ― ―

49,820 82 0.2 ― ― ―

37,021 85 0.2 ― ― ―

39,646 82 0.2 ― ― ―

33,789 124 0.4 ― ― ―

4,781 72 1.5 ― ― ―

ＡＩ

ＡＪ

Ｒ

Ｓ

Ｕ

Ｖ

ＡＴ

ＡＫ

ＡＬ

ＡＯ

ＡＲ

ＡＳ

ＡＢ

ＡＣ

ＡＤ

Ｈ

Ｊ

Ｙ

Ｍ

Ｎ

Ｏ

Ｐ

Ｑ

Ｂ

Ｃ

Ｆ

Ｇ

区間記号
調査結果 予測結果

Ａ

表6-7-1(2) 自動車交通量調査結果（24時間） 

表6-7-2 自動車交通量に関する苦情の状況 

内容 対処方法 その後の状況 

・近隣の住民から、夜間、

工事関係車両（掘削工事

の残土運搬車両）の速度

や車道での一時停車につ

いての苦情があった。 

（１件） 

・工事関係車両の運転者に対し、交通

ルールの再確認を行うとともに、定

期的に警備員を巡回させる対策を実

施した。 

・その後、苦情は生じて

いない。 

注）評価書では、自動車交通量の予測は16時間/日で行っているため、予測結果は 

“－”で示した。 
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1 26,034
2 59
3 0.2

A

1 23,920
2 53
3 0.2

B

1 11,408
2 61
3 0.5

C

1 27,211
2 89
3 0.3

F

1 10,638
2 85
3 0.8

G

1 28,144
2 90
3 0.3

H
1 28,446
2 99
3 0.3

J

1 14,938
2 51
3 0.3

M

1 9,423
2 148
3 1.6

N

1 31,954
2 137
3 0.4

O

1 5,818
2 19
3 0.3

P

1 10,602
2 31
3 0.3

Q

1 13,355
2 32
3 0.2

R

1 11,202
2 58
3 0.5

S1
1 11,941
2 40
3 0.3

S2

1 19,222
2 149
3 0.8

U

1 5,355
2 369
3 6.9

V

1 27,016
2 75
3 0.3

Y

1 34,480
2 113
3 0.3

AB

1 16,803
2 34
3 0.2

AD

1 34,002
2 119
3 0.3

AI

1 27,523
2 63
3 0.2

AJ
1 43,077
2 77
3 0.2

AK

1 42,538
2 79
3 0.2

AL

1 33,038
2 83
3 0.3

AO

1 35,522
2 80
3 0.2

AR

1 29,223
2 124
3 0.4

AS

1 4,595
2 71
3 1.5

AT

図6-7-2(1) 自動車交通量調査結果（6:00～22:00の16時間） 

：事業実施場所 

：自動車交通量（29区間） 
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1 29,322
2 64
3 0.2

A

1 26,817
2 55
3 0.2

B

1 12,890
2 64
3 0.5

C

1 30,385
2 99
3 0.3

F

1 11,752
2 89
3 0.8

G

1 31,431
2 97
3 0.3

H 1 31,772
2 99
3 0.3

J

1 10,538
2 165
3 1.6

N

1 36,758
2 139
3 0.4

O

1 6,384
2 20
3 0.3

P

1 12,172
2 32
3 0.3

Q

1 15,322
2 36
3 0.2

R

1 12,704
2 58
3 0.5

S1
1 13,523
2 46
3 0.3

S2

1 21,683
2 164
3 0.8

U

1 6,258
2 409
3 6.5

V

1 31,287
2 79
3 0.3

Y

1 40,016
2 115
3 0.3

AB

1 18,476
2 39
3 0.2

AC

1 19,420
2 39
3 0.2

AD

1 39,482
2 119
3 0.3

AI

1 31,770
2 65
3 0.2

AJ
1 50,412
2 80
3 0.2

AK

1 49,820
2 82
3 0.2

AL

1 37,021
2 85
3 0.2

AO

1 39,646
2 82
3 0.2

AR

1 33,789
2 124
3 0.4

AS

1 4,781
2 72
3 1.5

AT

1 16,987
2 54
3 0.3

M

図6-7-2(2) 自動車交通量調査地点（24時間） 

：事業実施場所 

：自動車交通量（29区間） 
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6-7-2 自動車と歩行者及び自転車との交錯 

（1）調査事項 

工事の実施に伴う自動車と歩行者及び自転車との交錯 

（2）調査場所 

図6-7-3に示す事業実施場所における各工事関係車両出入口付近の２箇所 

（3）調査時期 

工事関係車両の走行による影響が最大となる時期として、平成28年５月18日（水）6:00

～ 19日（木）6:00に実施した。 

（4）調査方法 

工事関係車両の台数、歩行者の人数及び自転車の台数を１時間間隔で測定した。 

（5）環境の保全のために講じた措置 

自動車と歩行者及び自転車との交錯について実施した環境保全措置は、6-7-1「（5）環

境の保全のために講じた措置」に示したとおりである。 
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図6-7-3 交錯調査地点 

：事業実施場所 

：自動車と歩行者及び自転車との交錯調査地点（２箇所） 

東側出入口

タワーズ北交差点

タワーズ北車路

西側出入口
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（6）調査結果 

工事関係車両と歩行者及び自転車との交錯の調査結果は、表6-7-3に示すとおりである。 

交錯箇所において、71～343台/16時間（72～382台/24時間）の工事関係車両が出入り

し、3,761～19,039人/16時間（4,041～20,735人/24時間）の歩行者、685～963台/16時間

（830～1,165台/24時間）の自転車と交錯した。 

調査結果を予測結果と比較すると、予測結果に示したとおり、交錯箇所はいずれも信

号機による制御を実施しており、歩行者及び自転車の交通安全性への影響は小さくなっ

ている。 

なお、工事の実施に伴う自動車と歩行者及び自転車との交錯に関する市民等からの苦

情は、表6-7-4に示すとおりであり、適切に対応し、その後、苦情は生じていない。 

表6-7-3 交錯の調査結果 

調査地点 項 目 

調査結果 

16時間交通量 
（台[人]/16時間） 

24時間交通量 
（台[人]/24時間） 

ピーク時間交通量 
（台[人]/時） 

東側出入口 

自動車 工事関係車両 343 382 43 

歩行者 19,039 20,735 2,060 

自転車 685 830 77 

タワーズ北 
交差点 

自動車 
一般車両 4,595 4,781 420 

工事関係車両 71 72 14 

歩行者 3,761 4,041 618 

自転車 963 1,165 97 

表6-7-4 交錯に関する苦情の状況 

内容 対処方法 その後の状況 

・工事関係車両の出入口に

ある信号現示について、

歩行者専用信号機の停止

信号時間が長すぎる、と

の苦情があった。（躯体構

築工事期間中） 

（１件） 

・警察へ報告を行い、歩行者専用信号

機の停止信号時間の改善を行った。 

・その後、苦情は生じて

いない。 
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6-8 土壌 

土壌については、事業実施場所の地歴調査の結果、特定有害物質等取扱工場等の設置履

歴並びに特定有害物質等の取扱い履歴は確認されなかったことから、環境影響評価（工事

中）では予測を実施していない。一方で、新建築物建設工事により発生する掘削土及び建

設汚泥の適正処理を検討するため、施工の対象となる土壌の汚染状況の確認を目的として、

土壌調査を自主的に実施した。その結果、土壌溶出量調査において土壌汚染等処理基準を

超過する砒素及びその化合物を含む土壌の存在が判明したため、平成23年11月に「特定有

害物質等取扱工場等設置状況等調査結果報告書（自主調査）」により名古屋市長に調査結果

を報告した。 

土壌汚染の分布及び搬出の状況について取りまとめた結果は以下のとおりである。 

（1）調査事項 

土壌汚染等処理基準を超過する土壌の分布及び搬出の状況 

（2）調査場所 

図6-8-1に示す事業実施場所内の４地点 

図6-8-1 土壌調査地点 

：事業実施場所 

：土壌調査地点 

№１

№２

№４ №３
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（3）調査時期 

① 土壌汚染等処理基準を超過する土壌の分布状況 

平成23年３月～平成23年10月 

② 基準を超過した汚泥の搬出状況 

平成23年12月～平成28年２月 

（4）調査方法 

① 土壌汚染等処理基準を超過する土壌の分布状況 

ボーリングにより採取した土壌試料について、名古屋市環境保全条例に規定されるす

べての特定有害物質（25物質）を対象に土壌溶出量調査（25物質）及び土壌含有量調査

（９物質）を実施した。土壌溶出量調査の方法は、「土壌溶出量調査に係る測定方法」（平

成15年環境省告示第18号）に、また、土壌含有量調査の方法は「土壌含有量調査に係る

測定方法」（平成15年環境省告示第19号）にそれぞれ準拠して実施した。なお、調査深度

は連続地中壁施工予定深度のGL-72.92ｍより深いGL-74ｍまでとした。 

また、土壌溶出量調査の結果（詳細は「（6）調査結果」参照）、土壌汚染等処理基準を

超過する砒素及びその化合物が検出されたが、その濃度及び地質的に特定の層で検出さ

れたこと等の状況から、いわゆる自然的原因によるものと想定されたため、その判断材

料となる土壌含有量（全量分析）調査を実施した。なお、調査対象物質は砒素及びその

化合物とし、調査深度は土壌溶出量調査の結果、土壌汚染等処理基準を超過して砒素及

びその化合物が検出された深度を対象として実施した。土壌含有量（全量分析）調査の

調査方法は、「土壌汚染対策法に基づく調査及び措置に関するガイドライン」（平成23年、

（社）土壌環境センター）により行った。 

なお、土壌調査の結果で判明した砒素及びその化合物の土壌溶出量基準を超過する土

壌（以下、「基準不適合土壌」という）が存在する地層の全断面を敷地全体にわたり「汚

染拡散防止措置区域」に設定した。 

② 基準を超過した汚泥の搬出状況 

建設汚泥の搬出、処理に係るマニフェスト伝票等により、取りまとめた。 

（5）環境の保全のために講じた措置 

土壌について実施した環境保全措置は、次のとおりである。 

・山留施工（掘削土再利用連壁工法［ＣＲＭ工法］）、杭施工等により発生した汚泥・

泥水については、汚染拡散防止措置区域から発生した汚泥・泥水を含むため、サン

プル採取及び土壌の分析を行い、基準超過が確認されたものについては、搬出時に

飛散や流出のないように運搬し、汚染土壌処理施設で適切に処理を行った。 

・ＣＲＭ工法等において再生利用する汚泥については、再生利用に先立ち「名古屋市

産業廃棄物等の適正な処理及び資源化の促進に関する条例」（平成15年、名古屋市条

例第68号）に規定する再生品としての検査を実施し、規定の基準に適合することを
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確認した。 

・「汚染拡散防止措置区域」を対象とした躯体新設時の掘削工事に伴い発生する基準不

適合土壌は、汚染土壌処理施設にて適切に処理した。 

（6）調査結果 

① 土壌汚染等処理基準を超過する土壌の分布状況 

土壌調査の結果は、表6-8-1に示すとおりである。 

№１地点で８深度（GL-11ｍ、12ｍ、15ｍ、33ｍ、63ｍ、64ｍ、67ｍ、68ｍ）、№２地

点で６深度（GL-９ｍ、10ｍ、11ｍ、15ｍ、31ｍ、67ｍ）、№３地点で３深度（GL-15ｍ、

30ｍ、65ｍ）、№４地点で２深度（GL-16ｍ、67ｍ）で、砒素及びその化合物が土壌溶出

量基準（砒素及びその化合物：0.01mg/L以下）を超過して検出され、その値は0.011～

0.11mg/Lであった。なお、土壌含有量基準はすべて適合していた。 

また、土壌溶出量基準を超過して検出された砒素及びその化合物の土壌含有量（全量

分析）は、0.6～11mg/kgであった。 

ここで、土壌汚染等処理基準を超過して検出された砒素及びその化合物が前述の自然

的原因に由来するものか否かに関する考察を以下に示す。 

自然的原因によるかどうかの判定方法は「土壌汚染対策法の施行について」（平成15

年、環水土第20号）により、表6-8-2のように定められている。 

これに対して、事業実施場所において基準を超過した特定有害物質が砒素であったこ

と、土壌含有量（全量分析）調査の結果、すべての地点及び深度で自然的原因の含有量

の上限値の目安とされる39mg/kgを下回る結果であったこと、また、基準不適合土壌に局

在性が認められなかったことから、事業実施場所における土壌溶出量基準を超過する砒

素及びその化合物は、自然的原因によるものと判断される。 

表6-8-1(1) 土壌調査結果（調査地点：№１） 

GL-深度 
（ｍ） 

土壌溶出量調査結果 
（mg/L） 

土壌含有量（全量分析）結果 
（mg/kg） 

測定結果 検出物質 測定結果 検出物質 

11.0 0.017 砒素及びその化合物 5.9 砒素及びその化合物

12.0 0.11 同上 8.3 同上 

15.0 0.025 同上 11 同上 

33.0 0.012 同上 6.8 同上 

63.0 0.022 同上 7.2 同上 

64.0 0.017 同上 4.6 同上 

67.0 0.026 同上 6.8 同上 

68.0 0.013 同上 5.9 同上 
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表6-8-1(2) 土壌調査結果（調査地点：№２） 

GL-深度 
（ｍ） 

土壌溶出量調査結果 
（mg/L） 

土壌含有量（全量分析）結果 
（mg/kg） 

測定結果 検出物質 測定結果 検出物質 

 9.0 0.078 砒素及びその化合物 3.7 砒素及びその化合物

10.0 0.026 同上 3.5 同上 

11.0 0.048 同上 1.8 同上 

15.0 0.016 同上 1.3 同上 

31.0 0.011 同上 6.7 同上 

67.0 0.020 同上 5.6 同上 

表6-8-1(3) 土壌調査結果（調査地点：№３） 

GL-深度 
（ｍ） 

土壌溶出量調査結果 
（mg/L） 

土壌含有量（全量分析）結果 
（mg/kg） 

測定結果 検出物質 測定結果 検出物質 

15.0 0.014 砒素及びその化合物 0.6 砒素及びその化合物

30.0 0.017 同上 6.0 同上 

65.0 0.013 同上 7.1 同上 

表6-8-1(4) 土壌調査結果（調査地点：№４） 

GL-深度 
（ｍ） 

土壌溶出量調査結果 
（mg/L） 

土壌含有量（全量分析）結果 
（mg/kg） 

測定結果 検出物質 測定結果 検出物質 

16.0 0.016 砒素及びその化合物 0.9 砒素及びその化合物

67.0 0.012 同上 7.7 同上 

表6-8-2 土壌中の特定有害物質が自然的原因によるものかどうかの判定方法 

検討事項 判定方法 

1. 特定有害物質の種類等 土壌溶出量基準に適合しない特定有害物質が、砒素、鉛、ふっ素、

ほう素、水銀、カドミウム、セレン又は六価クロムの８種類のい

ずれかであること。 

2. 特定有害物質の含有量

（全量分析）の範囲等 

特定有害物質の含有量が概ね以下の濃度の範囲内にあること。 

＜自然的原因による含有量の上限値の目安＞ 

砒素    39 mg/kg     水銀       1.4 mg/kg 

鉛     140 mg/kg     カドミウム 1.4 mg/kg 

ふっ素 700 mg/kg     セレン     2.0 mg/kg 

ほう素 100 mg/kg     六価クロム    ― 

3. 特定有害物質の分布特性 特定有害物質の含有量の分布に、当該特定有害物質の使用履歴の

ある場所等との関連性を示す局在性が認められないこと。 

出典：「土壌汚染対策法の施行について」（平成15年、環水土第20号） 
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② 基準を超過した汚泥の搬出状況 

分析の結果、基準を超過した汚泥の搬出量は、表6-8-3に示すとおりである。 

全搬出量は、34,538tであった。また、年度別の搬出量は、平成24年度が最も多く18,918t

であった。 

また、基準を超過した汚泥の有効利用の方法として、適切に処理した後、セメント原

料としてその全量を再資源化した。 

なお、土壌に関して、市民等からの苦情はなかった。 

表6-8-3 基準を超過した汚泥の搬出量 

年  度 
搬出量 
（t） 

平成23年度 181 

平成24年度 18,918 

平成25年度 4,808 

平成26年度 7,885 

平成27年度※ 2,746 

合  計 34,538 

注）※平成27年度は、掘削工事が終了した平成28年２月まで 

のデータ。
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6-9 その他 

前述した大気質、騒音、振動、地盤、廃棄物等、温室効果ガス等、安全性及び土壌以外

の環境要素（風害、日照阻害等）については、電波障害に関する問い合わせがあった。電

波障害について実施した対応等は、以下に示すとおりである。 

・本事業者、ＪＰタワー名古屋の事業者及び大名古屋ビルヂングの事業者の三者で、電

波障害対策室を設置した。 

・本事業の実施に伴って、地上デジタル放送電波の減衰等が予測される地域については、

対象の住民の方に事前に説明を行うと共に、地上躯体が立ち上がる時期を目途として、

ＣＡＴＶへの加入等適切な対策を実施した。 

・工事期間中は、定期的に電波状況の測定を行った。 

・その後に発生した、地上デジタル放送電波の受信状況の変化や、以後の受信状況への

影響の有無といった、電波状況の問い合わせに対して、本事業に起因して電波の減衰

等が生じたもの、若しくは減衰等が予想されたもの64件について、アンテナ対策など

の範囲を拡大して実施した。 

・地上躯体工事の完了に伴い、電波障害の影響範囲の不確定要素がなくなっており、上

記対策後から本事後調査結果報告の時点までの間に、本事業に起因する問い合わせは

収束している。 
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第７章 まとめ 

事後調査結果の概要は、表7-1-1に示すとおりである。 

表7-1-1(1) 事後調査結果のまとめ（その１） 

環境 
要素 調査事項 調査地点数 環境保全措置 

大 

気 

質 

解体工事による粉じん ― 評価書に記載した環境保全措置に加
え、以下の措置についても実施した。 
・現況施設の外壁の解体作業は、非破
砕工法を採用し、粉じん発生量の低減
に努めた。 

・風速計を設置し、現場内の風の強さ
を観測し速やかな措置に生かした。 

建設機械の稼働による大気汚染 
（二酸化窒素及び浮遊粒子状物質） 

― 評価書に記載した環境保全措置のう
ち、「仮囲い（高さ３ｍ）の設置」につ
いては、更なる環境への影響の低減に
配慮して、高さを４ｍとした。（「建設
機械の稼働による騒音」の環境保全措
置も同様。） 

また、評価書に記載した環境保全措
置に加え、以下の措置についても実施
した。 
・建設機械使用時間割を作成し、実施
可能な範囲において同時稼働を回避
することで環境負荷の低減に努めた。

工事関係車両の走行による大気汚染 
（二酸化窒素及び浮遊粒子状物質） 

９断面 評価書に記載した環境保全措置に加
え、以下の措置についても実施した。 
・工事関係車両の走行ルート及び走行
時間帯を変更し、車両の分散化を図っ
た。 

・工事関係車両の走行について、車両
入場業者への周知会を開催し、空ぶか
しの禁止等、走行ルールを徹底させ
た。 

騒 

音 

建設機械の稼働による騒音 ２地点 評価書に記載した環境保全措置に加
え、以下の措置についても実施した。 
・近隣の事業所から防音対策の強化に
ついて要望があったため、名駅通側の
仮囲い（高さ４ｍ）の上部に、防音シ
ート1.8ｍを追加で架設し、さらなる
防音対策を実施した。 

・比較的大きな騒音が発生する機械に
は防音シートで覆う対策を実施した。

・運搬車両の場内車両速度を10km/h以
下と定め、運搬車両からの騒音の低減
に努めた。 

・工事の進捗により、施工方法及び施
工手順の変更を行う等の防音対策を
実施した。 
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調査結果 予測結果との比較 

解体工事による粉じんに関する市民等から
の苦情があったが、適切に対応し、その後、苦
情は生じていない。 

― 

建設機械からの大気汚染物質排出量が最大
であった１年間における主な建設機械の稼働
状況は、バックホウ及びダンプトラックの稼働
が多く、それぞれ年間延べ7,248台及び3,374台
であった。また、建設機械は、施工範囲内に概
ね偏りなく配置された状態であった。 

なお、建設機械の稼働による大気汚染（二酸
化窒素及び浮遊粒子状物質）に関して、市民等
からの苦情はなかった。 

― 

工事関係車両の走行台数は、№１地点が最も
多く、大型車類 131台/日、小型車類 34台/時
であった。 

走行速度は、大型車類が 19～41km/時、小型
車類が 25～47km/時であった。 

なお、工事関係車両の走行による大気汚染
（二酸化窒素および浮遊粒子状物質）に関し
て、市民等からの苦情はなかった。 

調査結果（工事関係車両の合計台数）を評価
書における予測条件と比較すると、№10地点、
№11地点及び№12地点は予測条件を上回った。
これは、本事業の建設工事を進める中、名駅通
の歩行者専用信号の現示が変更となり、交通流
の変化に伴う工事関係車両の渋滞の発生を回
避するために、工事関係車両の走行ルート及び
走行時間帯を変更し、車両の分散化を図ったた
めである。 

調査結果は、すべての調査時期において建設
作業騒音の規制基準の値を下回った。 

なお、建設機械の稼働による騒音に関する市
民等からの苦情があったが、すべての苦情に対
し適切に対応し、その後、苦情は生じていない。

№１地点及び№２地点ともにすべての調査
時期において予測結果を大きく上回った。 

№１地点においては、調査地点が工事関係車
両の出入口付近であったため、予測で加味して
いた仮囲いによる回折減衰の効果が一部得ら
れなかったことと、予測では含めていなかった
工事関係車両の出入りによる走行音が影響し
ているためと考えられる。 

№２地点においては、隣接するＪＲセントラ
ルタワーズとの間に施工上の制約から仮囲い
を設置できなかったために、予測で加味してい
た回折減衰による効果が得られなかったこと
が主な原因と考えられる。 
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表7-1-1(2) 事後調査結果のまとめ（その２） 

環境 
要素 調査事項 調査地点数 環境保全措置 

騒 

音 

工事関係車両の走行による騒音 ９地点 評価書に記載した環境保全措置に加

え、以下の措置についても実施した。 

・工事関係車両の走行ルート及び走行

時間帯を変更し、車両の分散化を図っ

た。 

振 

動 

建設機械の稼働による振動 ２地点 評価書に記載した環境保全措置に加
え、以下の措置についても実施した。 
・現況施設の外壁の解体作業は、非破
砕工法を採用し、振動の発生の低減に
努めた。 

工事関係車両の走行による振動 ９地点 評価書に記載した環境保全措置に加
え、以下の措置についても実施した。 
・工事関係車両の走行ルート及び走行
時間帯を変更し、車両の分散化を図っ
た。 
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調査結果 予測結果との比較 

騒音調査結果は、すべての地点において環境
基準の値以下であった。 

工事関係車両の昼間の走行台数は、№1地点
が最も多く、大型車が43台/16時間、中型車が
71台/16時間、小型貨物車が18台/16時間、乗用
車が16台/16時間であった。また、夜間の走行
台数は、№１が最も多く、大型車が6台/8時間、
中型車が11台/8時間であった。 

走行速度は、昼間については大型車・中型車
が18～41km/時、小型貨物車・乗用車が24～
47km/時であり、夜間については大型車・中型
車が21～41km/時、小型貨物車・乗用車が28～
47km/時であった。 

なお、工事関係車両の走行による騒音に関し
て、市民等からの苦情はなかった。 

騒音の調査結果を予測結果と比較すると、№
１地点は予測結果より３dB小さく、№12地点は
予測結果より４dB小さかった。それ以外の地点
は予測結果と同等であった。 

工事関係車両の合計台数を評価書における
予測条件と比較すると、№10地点、№11地点及
び№12地点は予測条件を上回った。これは、本
事業の建設工事を進める中、名駅通の歩行者専
用信号の現示が変更となり、交通流の変化に伴
う工事関係車両の渋滞の発生を回避するため
に、工事関係車両の走行ルート及び走行時間帯
を変更し、車両の分散化を図ったためである。

昼間の走行速度の調査結果を予測条件と比
較すると、№１地点及び№14地点以外は予測条
件よりも速度が遅くなっていた。 

騒音調査結果が予測結果より３dB小さくな
った№１地点については、車両の分散化により
工事関係車両台数が予測条件に比べ少なくな
ったことが一原因であると考えられる。予測結
果より４dB小さくなった№12地点については、
車道部の舗装状態の変化が要因の一つである
と考えられる。 

調査結果は、すべての調査時期において建設
作業振動の規制基準の値を下回った。 

なお、建設機械の稼働による振動に関する市
民等からの苦情があったが、適切に対応し、そ
の後、苦情は生じていない。 

№１地点及び№２地点ともにすべての調査
時期において予測結果を大きく下回った。 

これは、現況施設の外壁の解体作業に非破砕
工法を採用したことや解体、杭、掘削、地下躯
体工事以降は№２地点付近に床スラブを施工
したことによる防振効果等によるものと考え
られる。 

振動調査結果は、すべての地点において「振
動規制法」に基づく道路交通振動の限度を下回
った。 

工事関係車両の６時～22時の走行台数は、№
１地点が最も多く、大型車類が114台/16時間、
小型車類が34台/16時間であった。また、22時
～翌６時の走行台数は、№１が最も多く、大型
車類が17台/8時間であった。 

走行速度は、６時～22時については21～
44km/時であり、22時～翌６時については25～
44km/時であった。 

なお、工事関係車両の走行による振動に関し
て、市民等からの苦情はなかった。 

 振動の調査結果を予測結果と比較すると、最
大値において、№１地点の夜間は予測結果より
振動レベルが大きく、№11地点の昼間と夜間、
№12地点の昼間と夜間及び№14地点の昼間は
予測結果より小さかった。それ以外の地点につ
いては予測結果と同等であった。 

工事関係車両の合計台数を評価書における
予測条件と比較すると、№10地点、№11地点及
び№12地点は予測条件を上回った。これは、本
事業の建設工事を進める中、名駅通の歩行者専
用信号の現示が変更となり、交通流の変化に伴
う工事関係車両の渋滞の発生を回避するため
に、工事関係車両の走行ルート及び走行時間帯
を変更し、車両の分散化を図ったためである。

６時～22時の走行速度の調査結果を予測条
件と比較すると、全地点において予測条件以下
の速度であった。 

振動調査結果と予測結果に差がある地点に
ついては、交通量の増減の他に、舗装状態の変
化等が影響していることが考えられる。 
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表7-1-1(3) 事後調査結果のまとめ（その３） 

環境 
要素 調査事項 調査地点数 環境保全措置 

地 

盤 

地盤変位 ４地点 評価書に記載した環境保全措置を実
施した。 

廃 

棄 

物 

等 

工事中に発生する廃棄物等の種類、
量及び再資源化量 

― 評価書に記載した環境保全措置に加
え、以下の措置についても実施した。 
・山留壁の施工では「掘削土再利用連
壁工法」（CRM工法）を採用し、発生汚
泥・泥水の約60％を再生利用した。 

温 

室 

効 

果 

ガ 

ス 

等 

オゾン層破壊物質 ― ― 

工事中に発生する温室効果ガスの種
類及び量 

― 評価書に記載した環境保全措置を実
施した。 
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調査結果 予測結果との比較 

調査開始後の地盤変位量は、隆起量の最大は
8.7mmであり、沈下量の最大は13.2mmであった。

なお、地盤変位に関して、市民等からの苦情
はなかった。 

地盤変位量は、隆起量については敷地境界部
における予測の範囲内（最大10mm）であったが、
計測地点(№１)での予測値（約0mm）に対して
は、上回る結果となった。また、沈下量につい
ては予測された沈下量（最大４mm）を上回った。

隆起量及び沈下量が予測結果を上回った時
期は、山留工事が終わり杭工事を開始した時期
であるが、山留壁は地下70ｍほどであることか
ら、本工事による影響は小さいと考えられる。

廃棄物等の発生量及び再資源化率は、以下の
とおりであった。 

コンクリート塊138,027t（99%）、木くず698t
（98%）、金属くず20,646t（100%）、ガラス・陶
磁器くず218t（23%）、廃プラスチック類362t
（46%）、アスベスト（耐火材等）81,872m2（０%）、
その他2,337t（73%）、汚泥278,406m3（99%）、建
設残土29,808m3（100%）、建設廃材12,223t（52%）
であった。 

また、廃棄物等は、中間処理を行った後、再
生砕石、燃料チップ、鋼材原料、セメント原料
等として再資源化し、有効利用を図った。 

なお、廃ＰＣＢ等として、ネオントランス198
個を回収し、ＪＲセントラルタワーズ内で適正
に保管していたが、平成26年３月に適切に処分
を行った。 

なお、廃棄物等に関して、市民等からの苦情
はなかった。

発生量は、ガラス・陶磁器くず、廃プラスチ
ック類及び建設残土以外の廃棄物等は予測結
果を上回った。これは、労働安全衛生環境の向
上を図るべく、仮設作業床の構築をするなど資
材の使用量が増加したことや、工種及び工法上
分別が困難な作業が想定より多かったために、
再資源化率が予測を下回ったことに伴い廃棄
物が増加したことが主な原因である。 

また、再資源化率は、ガラス・陶磁器くず及
び建設廃材が予測結果を大きく下回った。ガラ
ス・陶磁器くずについては、付着物が多く再資
源化が難しいものが想定より多かったためで
ある。建設廃材については、工種及び工法上分
別が困難な作業が想定より多かったためと考
えられる。 

「冷蔵庫、冷凍庫の冷媒ガス」及び「空調機の
冷媒ガス」として使用されていたフロンを
778.5kg、「ガス絶縁開閉装置」及び「ガスコン
デンサ」に設置されていた六フッ化硫黄（SF6）
を51.5kg回収した。ともに固体アルカリ化学反
応法により分解処理を行った。 
また、「電気室等の消火剤」として使用されて
いたブロモトリフルオロメタン（ハロン-1301）
を1,500kg回収し、特定非営利活動法人消防環
境ネットワークハロン管理委員会を通じて全
量を再利用した。 

なお、オゾン層破壊物質に関して、市民等か
らの苦情はなかった。 

フロンが予測結果を大きく上回った。これ
は、現況施設の解体作業の進捗において「空調
機の冷媒ガス」にフロンが使用されていること
が判明し、回収量が増えたためである。 

建設資材の使用に伴う温室効果ガス排出量
は、191,352 tCO2であった。 

なお、温室効果ガスに関して、市民等からの
苦情はなかった。 

温室効果ガス排出量は、建築用断熱材の現場
発泡に伴う温室効果ガス排出量が予測結果を
大きく上回った。これは、新建築物の断熱性能
向上に伴う省エネルギー環境負荷の低減に配
慮するために、断熱範囲を大幅に拡大したこと
が原因と考えられる。 
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表7-1-1(4) 事後調査結果のまとめ（その４） 

環境 
要素 調査事項 調査地点数 環境保全措置 

安 

全 

性 

工事の実施に伴う自動車交通量 29区間 評価書に記載した環境保全措置に加
え、以下の措置についても実施した。 
・工事関係車両の走行ルート及び走行
時間帯を変更し、車両の分散化を図っ
た。 

工事の実施に伴う自動車と歩行者及
び自転車との交錯 

２箇所 同上 

土 

壌 

土壌汚染等処理基準を超過する土壌
の分布及び搬出の状況 

４地点 以下の環境保全措置を実施した。 
・山留施工（掘削土再利用連壁工法［CRM
工法］）、杭施工等により発生した汚
泥・泥水については、汚染拡散防止措
置区域から発生した汚泥・泥水を含む
ため、サンプル採取及び土壌の分析を
行い、基準超過が確認されたものにつ
いては、搬出時に飛散や流出のないよ
うに運搬し、汚染土壌処理施設で適切
に処理を行った。 
・CRM工法等において再生利用する汚泥
については、再生利用に先立ち「名古
屋市産業廃棄物等の適正な処理及び資
源化の促進に関する条例」に規定する
再生品としての検査を実施し、規定の
基準に適合することを確認した。 
・「汚染拡散防止措置区域」を対象とし
た躯体新設時の掘削工事に伴い発生す
る基準不適合土壌は、汚染土壌処理施
設にて適切に処理した。 
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調査結果 予測結果との比較 

工事関係車両が最も多い区間は区間Ｖであ
り、16時間で369台、24時間で409台であった。
また、増加率についても区間Ｖが最も多く、16
時間で6.9％、24時間で6.5％であった。 

なお、自動車交通量に関する市民等からの苦
情があったが、適切に対応し、その後、苦情は
生じていない。 

調査結果（6:00～22:00の16時間）は、区間
Ｏ、Ｕ、Ｙ、ＡＢ、ＡＩ、ＡＪ、ＡＫ、ＡＬ、
ＡＯ、ＡＲ及びＡＳは工事関係車両台数並びに
増加率ともに予測結果を上回った。これは、本
事業の建設工事を進める中、名駅通の歩行者専
用信号の現示が変更となり、交通流の変化に伴
う工事関係車両の渋滞の発生を回避するため
に、工事関係車両の走行ルート及び走行時間帯
を変更し、車両の分散化を図ったためである。

交錯箇所において、71～343台/16時間（72～
382台/24時間）の工事関係車両が出入りし、
3,761～19,039人/16時間（4,041～20,735人/24
時間）の歩行者、685～963台/16時間（830～
1,165台/24時間）の自転車と交錯した。 

また、工事の実施に伴う自動車と歩行者及び
自転車との交錯に関する市民等からの苦情が
あったが、適切に対応し、その後、苦情は生じ
ていない。 

予測結果に示したとおり、交錯箇所はいずれ
も信号機による制御を実施しており、歩行者及
び自転車の交通安全性への影響は小さくなっ
ている。 

① 土壌汚染等処理基準を超過する土壌の分布
状況 

№１地点で８深度、№２地点で６深度、№３
地点で３深度、№４地点で２深度で、砒素及び
その化合物が土壌溶出量基準を超過して検出
され、その値は0.011～0.11mg/Lであった。 

なお、土壌含有量基準はすべて適合してい
た。また、土壌溶出量基準を超過して検出され
た砒素及びその化合物の土壌含有量（全量分
析）は、0.6～11mg/kgであった。 

土壌汚染等処理基準を超過して検出された
砒素及びその化合物が自然的原因に由来する
ものか否かを検討した結果、土壌含有量（全量
分析）調査の結果が、すべての地点及び深度で
自然的原因の含有量の上限値の目安とされる
39mg/kgを下回る結果であったこと等から自然
的原因によるものと判断される。 
② 基準を超過した汚泥の搬出状況 

分析の結果、基準を超過した汚泥の全搬出量
は、34,538tであった。なお、基準を超過した
汚泥の有効利用の方法として、適切に処理した
後、セメント原料としてその全量を再資源化し
た。 

なお、土壌に関して、市民等からの苦情はな
かった。 

― 
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１．工事関係車両の走行ルートの分散化 

事業実施場所内への工事関係車両の出入りは、環境影響評価書では名駅通側に１箇所及

び事業実施場所西側に１箇所の計２箇所の出入口にて行う計画となっている。そのうち、

名駅通側の出入口については、工事関係車両の全体の９割以上が出入りする計画となって

いる。 

本事業の建設工事を進める中、名駅通の歩行者専用信号の現示が変更となり、交通流の

変化に伴う工事関係車両の渋滞の発生を回避するために、工事関係車両の走行ルートの改

善を行った。 

関係機関と調整した結果、図1-1に示すとおり工事関係車両の走行ルートを変更し、車

両の分散化を図った。また、走行時間帯についても環境影響評価書に示した15時間帯(6:00

～21:00)から24時間帯へ延長し、工事関係車両の走行の更なる分散化を図った。 

なお、図1-1に示すとおり、分散化により名駅通側の負荷は全体的には軽減されたもの

の、タワーズ北車路を走行するルート割合が大きく増加したため、同箇所付近にて工事関

係車両の走行による騒音・振動の追加調査を実施することとした。 

追加調査の結果は、次ページ以降に示すとおりである。 

注）環境影響評価書における走行ルート割合は、最も走行台数の多いダンプ車両・生コン車両及び中型車に関する

走行割合で示した。 

図1-1 工事関係車両の走行ルートの変更 

資料１．工事関係車両の走行ルート及び走行時間帯の変更に伴う騒音・振動の追加調査 
［本編p.31参照］ 
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２．工事関係車両の分散化に伴う騒音・振動調査 

（1）調査事項 

工事関係車両の走行による騒音・振動及び自動車交通量（一般車両及び工事関係車両） 

（2）調査場所 

図1-2に示すタワーズ北車路に近接する民家付近の１地点 

（3）調査時期 

工事関係車両の走行ルートの変更前後とした。 

走行ルート変更前：平成25年2月7日(木) 12:00 ～ 2月8日(金) 12:00 

走行ルート変更後：平成25年4月4日(木) 12:00 ～ 4月5日(金) 12:00 

（4）調査方法 

工事関係車両の走行による騒音・振動は、「騒音に係る環境基準について」（平成10年

環境庁告示第64号）及び「振動規制法施行規則」（昭和51年総理府令第58号）に基づく方

法により調査した。 

また、自動車交通量（一般車両及び工事関係車両）は、ＪＲセントラルタワーズの管

理記録及び工事日誌により、タワーズ北車路の通行台数を整理した。 

（5）調査結果 

① 工事関係車両の走行による騒音 

工事関係車両の走行による騒音の調査結果は、表1-1に示すとおりである。 

工事関係車両の走行による等価騒音レベル（ＬAeq）は、走行ルート変更前が昼間60dB、

夜間57dB、走行ルート変更後が昼間59dB、夜間55dBであり、走行ルート変更前後ともに

環境基準を下回っていた。 

また、自動車交通量の調査結果は、表1-2に示すとおりである。 

自動車交通量は、走行ルート変更前が9,081台/日（一般交通量 9,081台/日、工事関係

車両 0台/日）、走行ルート変更後が7,109台/日（一般交通量 7,063台/日、工事関係車両

46台/日）であった。 

② 工事関係車両の走行による振動 

工事関係車両の走行による振動の調査結果は、表1-3に示すとおりである。 

工事関係車両の走行による振動レベル（Ｌ10）は、走行ルート変更前が昼間53dB、夜

間48dB、走行ルート変更後が昼間50dB、夜間43dBであり、走行ルート変更前後ともに要

請限度を下回っていた。 
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図1-2 工事関係車両の分散化による影響の調査地点 

：騒音・振動調査地点 
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表1-1 工事関係車両の走行による騒音調査結果 

単位：dB 

時  間 
区  分 

等価騒音レベル（ＬAeq） 
差 環境基準 走行ルート 

変更前 
走行ルート 

変更後 

昼 間 
(6～22時) 

60 59 -1 65 

夜 間 
(22～翌6時) 

57 55 -2 60 

注）環境基準は、「道路に面する地域（Ｃ地域のうち車線を有する道路 

に面する地域）」の基準値を示した。 

表1-2 自動車交通量調査結果 

単位：台/日 

表1-3 工事関係車両の走行による振動調査結果 

単位：dB 

時  間 
区  分 

振動レベル（Ｌ10） 
差 要請限度 走行ルート 

変更前 
走行ルート 

変更後 

昼 間 
(7～20時) 

53 50 -3 70 

夜 間 
(20～翌7時) 

48 43 -5 65 

注）要請限度（道路交通振動の限度）は、第２種区域（商業地域）の 

の基準値を示した。 

車種分類 
自動車交通量 

差 走行ルート 
変更前 

走行ルート 
変更後 

一般交通量 9,081 7,063 -2,018 

工事関係車両 0 46 +46 

合  計 9,081 7,109 -1,972 
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建設機械の稼働による大気汚染物質の年間排出量の推移〔その１〕 

工事期間
工事着手後 

の月数

窒素酸化物 
（ｍ3/年） 

粒子状物質 
（kg/年） 

調査結果 
予測条件 
(最大値) 

調査結果 
予測条件 
(最大値) 

H22年12月～ H23年11月 1 ～12 7,881.44 

12,925.17 

504.62 

790.01 

H23年 1月～ H23年12月 2 ～13 9,058.02 576.05 

H23年 2月～ H24年 1月 3 ～14 9,955.13 628.48 

H23年 3月～ H24年 2月 4 ～15 10,420.38 647.42 

H23年 4月～ H24年 3月 5 ～16 10,805.33 664.59 

H23年 5月～ H24年 4月 6 ～17 10,787.88 661.38 

H23年 6月～ H24年 5月 7 ～18 10,626.23 650.74 

H23年 7月～ H24年 6月 8 ～19 10,330.85 632.24 

H23年 8月～ H24年 7月 9 ～20 9,754.13 596.96 

H23年 9月～ H24年 8月 10 ～21 9,055.44 554.21 

H23年10月～ H24年 9月 11 ～22 8,311.01 509.14 

H23年11月～ H24年10月 12 ～23 7,780.17 474.05 

H23年12月～ H24年11月 13 ～24 6,876.44 417.13 

H24年 1月～ H24年12月 14 ～25 6,295.27 380.75 

H24年 2月～ H25年 1月 15 ～26 5,835.71 353.29 

H24年 3月～ H25年 2月 16 ～27 5,700.01 346.47 

H24年 4月～ H25年 3月 17 ～28 5,243.13 319.89 

H24年 5月～ H25年 4月 18 ～29 5,336.11 325.69 

H24年 6月～ H25年 5月 19 ～30 5,335.38 324.13 

H24年 7月～ H25年 6月 20 ～31 5,548.42 334.33 

H24年 8月～ H25年 7月 21 ～32 5,706.70 342.31 

H24年 9月～ H25年 8月 22 ～33 6,336.44 381.83 

H24年10月～ H25年 9月 23 ～34 6,795.26 409.65 

H24年11月～ H25年10月 24 ～35 7,035.84 426.72 

H24年12月～ H25年11月 25 ～36 7,424.54 455.08 

H25年 1月～ H25年12月 26 ～37 7,746.22 478.18 

H25年 2月～ H26年 1月 27 ～38 8,016.00 496.48 

H25年 3月～ H26年 2月 28 ～39 8,351.70 518.46 

H25年 4月～ H26年 3月 29 ～40 8,747.85 543.57 

H25年 5月～ H26年 4月 30 ～41 8,817.97 546.82 

H25年 6月～ H26年 5月 31 ～42 8,876.65 550.30 

H25年 7月～ H26年 6月 32 ～43 8,880.10 553.47 

H25年 8月～ H26年 7月 33 ～44 9,000.46 561.91 

H25年 9月～ H26年 8月 34 ～45 8,420.50 526.02 

H25年10月～ H26年 9月 35 ～46 8,210.40 513.41 

H25年11月～ H26年10月 36 ～47 7,808.16 487.83 

H25年12月～ H26年11月 37 ～48 7,421.82 464.36 

H26年 1月～ H26年12月 38 ～49 6,910.43 432.57 

注）（下線）は、年間排出量が最大であった工事期間を示す。 

資料２．建設機械の稼働による大気汚染物質の年間排出量の推移 
［本編p.40,44参照］ 
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建設機械の稼働による大気汚染物質の年間排出量の推移〔その２〕 

工事期間
工事着手後 

の月数

窒素酸化物 
（ｍ3/年） 

粒子状物質 
（kg/年） 

調査結果 
予測条件 
(最大値) 

調査結果 
予測条件 
(最大値) 

H26年 2月～ H27年 1月 39 ～50 6,492.83 

12,925.17 

406.57 

790.01 

H26年 3月～ H27年 2月 40 ～51 5,994.87 375.38 

H26年 4月～ H27年 3月 41 ～52 5,788.58 363.91 

H26年 5月～ H27年 4月 42 ～53 5,671.08 358.61 

H26年 6月～ H27年 5月 43 ～54 5,620.13 357.67 

H26年 7月～ H27年 6月 44 ～55 5,604.72 356.06 

H26年 8月～ H27年 7月 45 ～56 5,499.38 348.84 

H26年 9月～ H27年 8月 46 ～57 5,600.94 353.59 

H26年10月～ H27年 9月 47 ～58 5,511.23 346.68 

H26年11月～ H27年10月 48 ～59 5,598.82 350.48 

H26年12月～ H27年11月 49 ～60 5,434.58 335.98 

H27年 1月～ H27年12月 50 ～61 5,395.97 331.89 

H27年 2月～ H28年 1月 51 ～62 5,185.46 319.12 

H27年 3月～ H28年 2月 52 ～63 5,113.13 314.82 

H27年 4月～ H28年 3月 53 ～64 5,034.38 308.41 

H27年 5月～ H28年 4月 54 ～65 4,836.26 295.35 

H27年 6月～ H28年 5月 55 ～66 4,683.60 285.04 

H27年 7月～ H28年 6月 56 ～67 4,359.54 264.73

H27年 8月～ H28年 7月 57 ～68 4,029.23 244.75

H27年 9月～ H28年 8月 58 ～69 3,705.69 225.01

H27年10月～ H28年 9月 59 ～70 3,297.20 200.30

H27年11月～ H28年10月 60 ～71 2,790.96 170.06

H27年12月～ H28年11月 61 ～72 2,396.67 146.68

H28年 1月～ H28年12月 62 ～73 1,994.07 122.28

H28年 2月～ H29年 1月 63 ～74 1,743.68 106.60

H28年 3月～ H29年 2月 64 ～75 1,401.73  85.32

H28年 4月～ H29年 2月 65 ～75 1,027.05  62.48

H28年 5月～ H29年 2月 66 ～75   723.01  43.81

H28年 6月～ H29年 2月 67 ～75   461.56  27.51

H28年 7月～ H29年 2月 68 ～75   258.89  15.23

H28年 8月～ H29年 2月 69 ～75   107.97   6.26

H28年 9月～ H29年 2月 70 ～75    29.08   1.64

H28年10月～ H29年 2月 71 ～75     9.02   0.51

H28年11月～ H29年 2月 72 ～75     3.45   0.19

H28年12月～ H29年 2月 73 ～75     2.30   0.13

H29年 1月～ H29年 2月 74 ～75     1.15   0.06

H29年 2月～ H29年 2月 75 ～75     1.15   0.06



7

0

3,000

6,000

9,000

12,000

15,000

1
～
1
2

3
～
1
4

5
～
1
6

7
～
1
8

9
～
2
0

1
1
～
2
2

1
3
～
2
4

1
5
～
2
6

1
7
～
2
8

1
9
～
3
0

2
1
～
3
2

2
3
～
3
4

2
5
～
3
6

2
7
～
3
8

2
9
～
4
0

3
1
～
4
2

3
3
～
4
4

3
5
～
4
6

3
7
～
4
8

3
9
～
5
0

4
1
～
5
2

4
3
～
5
4

4
5
～
5
6

4
7
～
5
8

4
9
～
6
0

5
1
～
6
2

5
3
～
6
4

5
5
～
6
6

5
7
～
6
8

5
9
～
7
0

6
1
～
7
2

6
3
～
7
4

6
5
～
7
5

6
7
～
7
5

6
9
～
7
5

7
1
～
7
5

7
3
～
7
5

7
5
～
7
5

窒
素
酸
化
物
排
出
量
（
ｍ
3 /
年
）

工事着手後月数（ヶ月目）

窒素酸化物

[事後調査における窒素酸化物の年間排出量] 

[環境影響評価書における窒素酸化物の年間排出量] 

建設機械の稼働による窒素酸化物の年間排出量の推移 

※環境影響評価書における年間排出量最大時期とピーク月が異なった原因は、排ガス対策
型の建設機械をより多く採用したことや、作業工法の変更により、工事期間全体の大気
汚染物質排出量を削減できたことによるものと考えられる。 

年間排出量最大（平成23年4月～平成24年3月の１年間）
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[環境影響評価書における粒子状物質の年間排出量] 

建設機械の稼働による粒子状物質の年間排出量の推移 

※環境影響評価書における年間排出量最大時期とピーク月が異なった原因は、排ガス対策
型の建設機械をより多く採用したことや、作業工法の変更により、工事期間全体の大気
汚染物質排出量を削減できたことによるものと考えられる。 

年間排出量最大（平成23年4月～平成24年3月の１年間）
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[No.1地点] 単位 ： 台/時

区分

時間帯 大型車 中型車
小型
貨物車 乗用車 合計 大型車 中型車

小型
貨物車 乗用車 合計 大型車 中型車

小型
貨物車 乗用車 合計

06：00～07：00 53 7 11 159 230 3 2 3 5 13 56 9 14 164 243
07：00～08：00 52 14 15 301 382 0 5 2 1 8 52 19 17 302 390
08：00～09：00 55 32 26 441 554 8 5 2 3 18 63 37 28 444 572
09：00～10：00 49 44 37 564 694 4 4 3 0 11 53 48 40 564 705
10：00～11：00 45 40 33 623 741 1 2 1 0 4 46 42 34 623 745
11：00～12：00 41 35 23 549 648 0 3 1 0 4 41 38 24 549 652
12：00～13：00 47 30 10 528 615 2 5 0 0 7 49 35 10 528 622
13：00～14：00 44 41 22 588 695 3 3 2 3 11 47 44 24 591 706
14：00～15：00 45 47 13 569 674 2 3 0 1 6 47 50 13 570 680
15：00～16：00 39 41 15 623 718 2 8 0 0 10 41 49 15 623 728
16：00～17：00 39 41 17 601 698 3 8 4 0 15 42 49 21 601 713
17：00～18：00 58 35 14 655 762 5 9 0 2 16 63 44 14 657 778
18：00～19：00 52 34 9 560 655 1 6 0 0 7 53 40 9 560 662
19：00～20：00 46 22 8 479 555 1 4 0 0 5 47 26 8 479 560
20：00～21：00 35 11 4 356 406 7 2 0 1 10 42 13 4 357 416
21：00～22：00 17 15 3 361 396 1 2 0 0 3 18 17 3 361 399
22：00～23：00 20 5 3 298 326 0 3 0 0 3 20 8 3 298 329
23：00～00：00 6 4 0 227 237 1 3 0 0 4 7 7 0 227 241
00：00～01：00 0 4 2 151 157 1 1 0 0 2 1 5 2 151 159
01：00～02：00 1 2 1 99 103 0 0 0 0 0 1 2 1 99 103
02：00～03：00 4 4 0 75 83 2 0 0 0 2 6 4 0 75 85
03：00～04：00 3 4 1 47 55 2 0 0 0 2 5 4 1 47 57
04：00～05：00 2 7 1 38 48 0 2 0 0 2 2 9 1 38 50
05：00～06：00 2 12 2 90 106 0 2 0 0 2 2 14 2 90 108

16時間合計 717 489 260 7,957 9,423 43 71 18 16 148 760 560 278 7,973 9,571

24時間合計 755 531 270 8,982 10,538 49 82 18 16 165 804 613 288 8,998 10,703

注） 16時間合計 ： 6:00～22:00の合計

一般車両 工事関係車両 合計

[No.4地点] 単位 ： 台/時

区分

時間帯 大型車 中型車
小型
貨物車 乗用車 合計 大型車 中型車

小型
貨物車 乗用車 合計 大型車 中型車

小型
貨物車 乗用車 合計

06：00～07：00 27 34 27 464 552 2 0 0 0 2 29 34 27 464 554
07：00～08：00 42 54 40 815 951 1 7 0 0 8 43 61 40 815 959
08：00～09：00 52 71 45 889 1,057 3 2 1 1 7 55 73 46 890 1,064
09：00～10：00 55 66 60 880 1,061 8 2 0 0 10 63 68 60 880 1,071
10：00～11：00 36 89 37 918 1,080 8 0 0 0 8 44 89 37 918 1,088
11：00～12：00 34 46 59 760 899 0 5 0 0 5 34 51 59 760 904
12：00～13：00 36 41 24 738 839 0 1 0 0 1 36 42 24 738 840
13：00～14：00 30 60 24 862 976 2 0 0 0 2 32 60 24 862 978
14：00～15：00 38 47 44 874 1,003 1 0 0 0 1 39 47 44 874 1,004
15：00～16：00 33 51 40 944 1,068 0 0 0 0 0 33 51 40 944 1,068
16：00～17：00 53 27 19 982 1,081 0 4 1 0 5 53 31 20 982 1,086
17：00～18：00 47 39 39 1,030 1,155 0 0 0 0 0 47 39 39 1,030 1,155
18：00～19：00 31 21 12 983 1,047 1 0 0 0 1 32 21 12 983 1,048
19：00～20：00 24 12 5 870 911 0 0 0 0 0 24 12 5 870 911
20：00～21：00 20 10 11 633 674 0 0 0 0 0 20 10 11 633 674
21：00～22：00 19 7 5 553 584 1 0 0 0 1 20 7 5 553 585
22：00～23：00 17 8 6 471 502 0 0 0 0 0 17 8 6 471 502
23：00～00：00 7 2 4 361 374 0 0 1 0 1 7 2 5 361 375
00：00～01：00 3 5 1 351 360 0 1 0 0 1 3 6 1 351 361
01：00～02：00 1 11 6 200 218 0 0 0 0 0 1 11 6 200 218
02：00～03：00 3 13 2 137 155 0 0 0 0 0 3 13 2 137 155
03：00～04：00 4 12 6 121 143 0 0 0 0 0 4 12 6 121 143
04：00～05：00 8 13 3 104 128 0 0 0 0 0 8 13 3 104 128
05：00～06：00 6 18 6 139 169 1 0 0 0 1 7 18 6 139 170

16時間合計 577 675 491 13,195 14,938 27 21 2 1 51 604 696 493 13,196 14,989

24時間合計 626 757 525 15,079 16,987 28 22 3 1 54 654 779 528 15,080 17,041

注） 16時間合計 ： 6:00～22:00の合計

一般車両 工事関係車両 合計

資料３．自動車交通量調査結果 
［本編p.47参照］ 
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[No.5地点] 単位 ： 台/時

区分

時間帯 大型車 中型車
小型
貨物車 乗用車 合計 大型車 中型車

小型
貨物車 乗用車 合計 大型車 中型車

小型
貨物車 乗用車 合計

06：00～07：00 7 49 18 208 282 1 0 0 0 1 8 49 18 208 283
07：00～08：00 12 62 27 370 471 1 5 0 0 6 13 67 27 370 477
08：00～09：00 7 65 27 561 660 2 3 0 1 6 9 68 27 562 666
09：00～10：00 6 58 42 704 810 2 4 0 0 6 8 62 42 704 816
10：00～11：00 5 56 33 764 858 5 0 0 0 5 10 56 33 764 863
11：00～12：00 5 68 28 805 906 0 0 0 0 0 5 68 28 805 906
12：00～13：00 3 26 11 604 644 0 1 0 0 1 3 27 11 604 645
13：00～14：00 6 36 12 667 721 3 3 0 1 7 9 39 12 668 728
14：00～15：00 5 49 33 791 878 2 2 0 0 4 7 51 33 791 882
15：00～16：00 10 42 17 770 839 1 3 1 0 5 11 45 18 770 844
16：00～17：00 17 37 20 784 858 0 9 0 0 9 17 46 20 784 867
17：00～18：00 11 16 21 892 940 2 1 0 0 3 13 17 21 892 943
18：00～19：00 7 11 12 645 675 1 2 0 0 3 8 13 12 645 678
19：00～20：00 3 5 10 666 684 0 1 0 0 1 3 6 10 666 685
20：00～21：00 6 7 14 521 548 0 1 0 0 1 6 8 14 521 549
21：00～22：00 2 11 7 408 428 0 0 0 0 0 2 11 7 408 428
22：00～23：00 5 8 11 332 356 0 0 0 0 0 5 8 11 332 356
23：00～00：00 4 8 7 288 307 0 0 0 0 0 4 8 7 288 307
00：00～01：00 3 7 2 206 218 0 0 0 0 0 3 7 2 206 218
01：00～02：00 1 4 3 164 172 0 0 0 0 0 1 4 3 164 172
02：00～03：00 0 19 2 150 171 0 0 0 0 0 0 19 2 150 171
03：00～04：00 4 10 2 76 92 0 0 0 0 0 4 10 2 76 92
04：00～05：00 5 19 5 70 99 0 0 0 0 0 5 19 5 70 99
05：00～06：00 1 11 3 72 87 0 0 0 0 0 1 11 3 72 87

16時間合計 112 598 332 10,160 11,202 20 35 1 2 58 132 633 333 10,162 11,260

24時間合計 135 684 367 11,518 12,704 20 35 1 2 58 155 719 368 11,520 12,762

注） 16時間合計 ： 6:00～22:00の合計

一般車両 工事関係車両 合計

[No.10地点] 単位 ： 台/時

区分

時間帯 大型車 中型車
小型
貨物車 乗用車 合計 大型車 中型車

小型
貨物車 乗用車 合計 大型車 中型車

小型
貨物車 乗用車 合計

06：00～07：00 46 74 52 966 1,138 3 0 0 0 3 49 74 52 966 1,141
07：00～08：00 87 120 111 1,976 2,294 3 3 0 0 6 90 123 111 1,976 2,300
08：00～09：00 86 138 111 2,315 2,650 3 5 1 0 9 89 143 112 2,315 2,659
09：00～10：00 74 187 127 2,220 2,608 9 6 0 0 15 83 193 127 2,220 2,623
10：00～11：00 53 150 100 2,278 2,581 3 2 0 0 5 56 152 100 2,278 2,586
11：00～12：00 46 113 84 2,119 2,362 4 5 0 0 9 50 118 84 2,119 2,371
12：00～13：00 37 109 55 2,018 2,219 1 2 0 0 3 38 111 55 2,018 2,222
13：00～14：00 44 103 77 2,057 2,281 2 3 1 0 6 46 106 78 2,057 2,287
14：00～15：00 48 125 81 2,180 2,434 5 2 0 0 7 53 127 81 2,180 2,441
15：00～16：00 46 108 80 2,215 2,449 0 5 1 1 7 46 113 81 2,216 2,456
16：00～17：00 49 88 71 2,276 2,484 0 2 0 0 2 49 90 71 2,276 2,486
17：00～18：00 64 67 73 2,523 2,727 1 4 0 0 5 65 71 73 2,523 2,732
18：00～19：00 71 42 35 2,248 2,396 0 3 0 0 3 71 45 35 2,248 2,399
19：00～20：00 53 32 17 1,857 1,959 0 0 0 0 0 53 32 17 1,857 1,959
20：00～21：00 42 23 10 1,571 1,646 0 0 0 0 0 42 23 10 1,571 1,646
21：00～22：00 32 9 9 1,244 1,294 0 0 0 0 0 32 9 9 1,244 1,294
22：00～23：00 30 16 5 1,056 1,107 0 0 0 0 0 30 16 5 1,056 1,107
23：00～00：00 14 18 8 835 875 0 0 0 0 0 14 18 8 835 875
00：00～01：00 6 8 6 559 579 0 0 0 0 0 6 8 6 559 579
01：00～02：00 2 16 11 368 397 0 0 0 0 0 2 16 11 368 397
02：00～03：00 2 12 19 258 291 0 0 0 0 0 2 12 19 258 291
03：00～04：00 2 31 16 182 231 0 0 0 0 0 2 31 16 182 231
04：00～05：00 5 31 14 195 245 0 0 0 0 0 5 31 14 195 245
05：00～06：00 7 38 24 330 399 2 0 0 0 2 9 38 24 330 401

16時間合計 878 1,488 1,093 32,063 35,522 34 42 3 1 80 912 1,530 1,096 32,064 35,602

24時間合計 946 1,658 1,196 35,846 39,646 36 42 3 1 82 982 1,700 1,199 35,847 39,728

注） 16時間合計 ： 6:00～22:00の合計

一般車両 工事関係車両 合計
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[No.11地点] 単位 ： 台/時

区分

時間帯 大型車 中型車
小型
貨物車 乗用車 合計 大型車 中型車

小型
貨物車 乗用車 合計 大型車 中型車

小型
貨物車 乗用車 合計

06：00～07：00 64 80 82 1,218 1,444 5 2 0 1 8 69 82 82 1,219 1,452
07：00～08：00 88 107 119 2,189 2,503 10 3 3 1 17 98 110 122 2,190 2,520
08：00～09：00 105 68 116 2,544 2,833 4 5 3 0 12 109 73 119 2,544 2,845
09：00～10：00 111 125 210 2,747 3,193 6 2 0 0 8 117 127 210 2,747 3,201
10：00～11：00 67 105 113 2,604 2,889 5 2 0 0 7 72 107 113 2,604 2,896
11：00～12：00 53 82 98 2,534 2,767 2 0 0 0 2 55 82 98 2,534 2,769
12：00～13：00 53 62 84 2,485 2,684 5 2 0 0 7 58 64 84 2,485 2,691
13：00～14：00 58 90 83 2,640 2,871 2 1 0 0 3 60 91 83 2,640 2,874
14：00～15：00 61 71 102 2,795 3,029 5 2 0 0 7 66 73 102 2,795 3,036
15：00～16：00 57 49 76 2,675 2,857 1 2 0 0 3 58 51 76 2,675 2,860
16：00～17：00 64 64 75 2,808 3,011 1 2 0 0 3 65 66 75 2,808 3,014
17：00～18：00 88 42 87 2,917 3,134 0 0 0 0 0 88 42 87 2,917 3,134
18：00～19：00 89 25 56 2,898 3,068 0 0 0 0 0 89 25 56 2,898 3,068
19：00～20：00 58 23 24 2,475 2,580 0 0 0 0 0 58 23 24 2,475 2,580
20：00～21：00 47 18 8 2,121 2,194 0 0 0 0 0 47 18 8 2,121 2,194
21：00～22：00 37 8 4 1,971 2,020 0 0 0 0 0 37 8 4 1,971 2,020
22：00～23：00 38 6 14 1,762 1,820 0 0 0 0 0 38 6 14 1,762 1,820
23：00～00：00 34 15 15 1,308 1,372 0 0 0 0 0 34 15 15 1,308 1,372
00：00～01：00 16 6 11 1,150 1,183 0 0 0 0 0 16 6 11 1,150 1,183
01：00～02：00 1 15 7 899 922 0 0 0 0 0 1 15 7 899 922
02：00～03：00 1 16 18 588 623 0 0 0 0 0 1 16 18 588 623
03：00～04：00 5 22 21 387 435 0 0 0 0 0 5 22 21 387 435
04：00～05：00 15 34 22 359 430 1 0 0 0 1 16 34 22 359 431
05：00～06：00 25 33 32 460 550 2 0 0 0 2 27 33 32 460 552

16時間合計 1,100 1,019 1,337 39,621 43,077 46 23 6 2 77 1,146 1,042 1,343 39,623 43,154

24時間合計 1,235 1,166 1,477 46,534 50,412 49 23 6 2 80 1,284 1,189 1,483 46,536 50,492

注） 16時間合計 ： 6:00～22:00の合計

一般車両 工事関係車両 合計

[No.12地点] 単位 ： 台/時

区分

時間帯 大型車 中型車
小型
貨物車 乗用車 合計 大型車 中型車

小型
貨物車 乗用車 合計 大型車 中型車

小型
貨物車 乗用車 合計

06：00～07：00 49 70 35 891 1,045 2 0 0 0 2 51 70 35 891 1,047
07：00～08：00 78 82 79 1,525 1,764 2 0 0 2 4 80 82 79 1,527 1,768
08：00～09：00 91 72 72 1,663 1,898 4 1 4 0 9 95 73 76 1,663 1,907
09：00～10：00 76 94 47 1,720 1,937 11 0 3 0 14 87 94 50 1,720 1,951
10：00～11：00 51 72 57 1,709 1,889 7 3 1 0 11 58 75 58 1,709 1,900
11：00～12：00 40 77 51 1,743 1,911 6 0 0 1 7 46 77 51 1,744 1,918
12：00～13：00 37 60 47 1,582 1,726 5 0 0 0 5 42 60 47 1,582 1,731
13：00～14：00 42 75 50 1,625 1,792 0 0 0 0 0 42 75 50 1,625 1,792
14：00～15：00 36 65 56 1,680 1,837 7 0 0 0 7 43 65 56 1,680 1,844
15：00～16：00 43 61 45 1,695 1,844 2 0 0 0 2 45 61 45 1,695 1,846
16：00～17：00 77 44 41 1,738 1,900 2 0 0 0 2 79 44 41 1,738 1,902
17：00～18：00 38 44 72 1,848 2,002 0 0 0 0 0 38 44 72 1,848 2,002
18：00～19：00 63 24 37 1,828 1,952 0 0 0 0 0 63 24 37 1,828 1,952
19：00～20：00 41 12 16 1,479 1,548 0 0 0 0 0 41 12 16 1,479 1,548
20：00～21：00 40 11 5 1,298 1,354 0 0 0 0 0 40 11 5 1,298 1,354
21：00～22：00 36 7 5 1,076 1,124 0 0 0 0 0 36 7 5 1,076 1,124
22：00～23：00 30 9 6 1,008 1,053 0 0 0 0 0 30 9 6 1,008 1,053
23：00～00：00 17 14 2 755 788 0 0 0 0 0 17 14 2 755 788
00：00～01：00 2 6 2 640 650 0 0 0 0 0 2 6 2 640 650
01：00～02：00 1 13 5 557 576 0 0 0 0 0 1 13 5 557 576
02：00～03：00 0 10 7 292 309 0 0 0 0 0 0 10 7 292 309
03：00～04：00 2 15 12 233 262 0 0 0 0 0 2 15 12 233 262
04：00～05：00 7 14 16 188 225 0 0 0 0 0 7 14 16 188 225
05：00～06：00 12 27 19 326 384 2 0 0 0 2 14 27 19 326 386

16時間合計 838 870 715 25,100 27,523 48 4 8 3 63 886 874 723 25,103 27,586

24時間合計 909 978 784 29,099 31,770 50 4 8 3 65 959 982 792 29,102 31,835

注） 16時間合計 ： 6:00～22:00の合計

一般車両 工事関係車両 合計
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[No.13地点] 単位 ： 台/時

区分

時間帯 大型車 中型車
小型
貨物車 乗用車 合計 大型車 中型車

小型
貨物車 乗用車 合計 大型車 中型車

小型
貨物車 乗用車 合計

06：00～07：00 24 24 16 360 424 1 0 0 0 1 25 24 16 360 425
07：00～08：00 40 30 18 608 696 2 0 1 0 3 42 30 19 608 699
08：00～09：00 65 36 22 813 936 4 1 1 0 6 69 37 23 813 942
09：00～10：00 24 64 29 954 1,071 2 3 1 0 6 26 67 30 954 1,077
10：00～11：00 19 56 22 1,004 1,101 4 0 0 0 4 23 56 22 1,004 1,105
11：00～12：00 18 35 19 997 1,069 0 0 0 0 0 18 35 19 997 1,069
12：00～13：00 16 29 14 1,027 1,086 1 0 1 0 2 17 29 15 1,027 1,088
13：00～14：00 27 53 16 1,003 1,099 1 0 0 0 1 28 53 16 1,003 1,100
14：00～15：00 20 36 23 981 1,060 1 1 1 0 3 21 37 24 981 1,063
15：00～16：00 22 21 17 1,022 1,082 3 0 0 0 3 25 21 17 1,022 1,085
16：00～17：00 28 32 17 1,102 1,179 2 1 0 0 3 30 33 17 1,102 1,182
17：00～18：00 45 17 9 1,250 1,321 0 0 0 0 0 45 17 9 1,250 1,321
18：00～19：00 32 18 7 1,130 1,187 1 0 0 0 1 33 18 7 1,130 1,188
19：00～20：00 18 9 3 824 854 0 0 0 0 0 18 9 3 824 854
20：00～21：00 12 11 2 865 890 0 0 0 0 0 12 11 2 865 890
21：00～22：00 8 10 4 873 895 0 0 0 0 0 8 10 4 873 895
22：00～23：00 21 6 4 732 763 0 1 2 0 3 21 7 6 732 766
23：00～00：00 23 7 9 583 622 0 1 0 0 1 23 8 9 583 623
00：00～01：00 11 4 0 360 375 0 0 0 0 0 11 4 0 360 375
01：00～02：00 3 4 2 206 215 0 0 0 0 0 3 4 2 206 215
02：00～03：00 2 9 3 169 183 0 0 0 0 0 2 9 3 169 183
03：00～04：00 4 8 3 98 113 0 0 0 0 0 4 8 3 98 113
04：00～05：00 8 17 6 77 108 2 0 0 0 2 10 17 6 77 110
05：00～06：00 12 12 7 116 147 0 0 0 0 0 12 12 7 116 147

16時間合計 418 481 238 14,813 15,950 22 6 5 0 33 440 487 243 14,813 15,983

24時間合計 502 548 272 17,154 18,476 24 8 7 0 39 526 556 279 17,154 18,515

注） 16時間合計 ： 6:00～22:00の合計

一般車両 工事関係車両 合計

[No.14地点] 単位 ： 台/時

区分

時間帯 大型車 中型車
小型
貨物車 乗用車 合計 大型車 中型車

小型
貨物車 乗用車 合計 大型車 中型車

小型
貨物車 乗用車 合計

06：00～07：00 4 12 7 165 188 0 0 0 2 2 4 12 7 167 190
07：00～08：00 2 24 9 260 295 0 1 0 2 3 2 25 9 262 298
08：00～09：00 6 35 6 335 382 0 0 0 3 3 6 35 6 338 385
09：00～10：00 7 38 16 371 432 0 0 0 0 0 7 38 16 371 432
10：00～11：00 4 34 12 351 401 2 0 2 0 4 6 34 14 351 405
11：00～12：00 2 30 10 400 442 2 0 0 0 2 4 30 10 400 444
12：00～13：00 2 11 6 321 340 0 0 0 0 0 2 11 6 321 340
13：00～14：00 1 31 8 344 384 0 0 0 0 0 1 31 8 344 384
14：00～15：00 0 28 22 337 387 1 0 0 0 1 1 28 22 337 388
15：00～16：00 3 22 13 399 437 1 0 0 0 1 4 22 13 399 438
16：00～17：00 2 27 10 367 406 1 1 1 0 3 3 28 11 367 409
17：00～18：00 0 14 9 529 552 0 0 0 0 0 0 14 9 529 552
18：00～19：00 3 11 7 417 438 0 0 0 0 0 3 11 7 417 438
19：00～20：00 0 2 3 302 307 0 0 0 0 0 0 2 3 302 307
20：00～21：00 1 0 1 233 235 0 0 0 0 0 1 0 1 233 235
21：00～22：00 0 0 3 189 192 0 0 0 0 0 0 0 3 189 192
22：00～23：00 0 3 0 146 149 0 0 0 0 0 0 3 0 146 149
23：00～00：00 0 5 4 90 99 0 0 0 0 0 0 5 4 90 99
00：00～01：00 0 1 2 72 75 1 0 0 0 1 1 1 2 72 76
01：00～02：00 1 1 0 56 58 0 0 0 0 0 1 1 0 56 58
02：00～03：00 1 7 2 53 63 0 0 0 0 0 1 7 2 53 63
03：00～04：00 1 5 0 31 37 0 0 0 0 0 1 5 0 31 37
04：00～05：00 3 4 0 34 41 0 0 0 0 0 3 4 0 34 41
05：00～06：00 1 5 1 37 44 0 0 0 0 0 1 5 1 37 44

16時間合計 37 319 142 5,320 5,818 7 2 3 7 19 44 321 145 5,327 5,837

24時間合計 44 350 151 5,839 6,384 8 2 3 7 20 52 352 154 5,846 6,404

注） 16時間合計 ： 6:00～22:00の合計

一般車両 工事関係車両 合計
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[No.16地点] 単位 ： 台/時

区分

時間帯 大型車 中型車
小型
貨物車 乗用車 合計 大型車 中型車

小型
貨物車 乗用車 合計 大型車 中型車

小型
貨物車 乗用車 合計

06：00～07：00 0 52 7 49 108 1 0 0 0 1 1 52 7 49 109
07：00～08：00 2 50 22 74 148 0 2 0 0 2 2 52 22 74 150
08：00～09：00 1 65 31 139 236 1 6 0 0 7 2 71 31 139 243
09：00～10：00 0 45 27 201 273 2 5 0 0 7 2 50 27 201 280
10：00～11：00 2 49 17 317 385 9 0 0 0 9 11 49 17 317 394
11：00～12：00 1 36 12 357 406 1 0 0 0 1 2 36 12 357 407
12：00～13：00 12 20 12 287 331 0 1 0 0 1 12 21 12 287 332
13：00～14：00 6 24 11 329 370 1 4 0 1 6 7 28 11 330 376
14：00～15：00 0 27 15 378 420 1 4 0 0 5 1 31 15 378 425
15：00～16：00 2 24 6 353 385 1 6 1 0 8 3 30 7 353 393
16：00～17：00 0 29 8 328 365 1 13 0 0 14 1 42 8 328 379
17：00～18：00 5 25 4 339 373 3 1 0 0 4 8 26 4 339 377
18：00～19：00 18 7 2 282 309 1 2 0 0 3 19 9 2 282 312
19：00～20：00 1 10 3 215 229 0 1 0 0 1 1 11 3 215 230
20：00～21：00 0 6 13 148 167 0 1 0 0 1 0 7 13 148 168
21：00～22：00 0 13 7 70 90 0 1 0 0 1 0 14 7 70 91
22：00～23：00 1 7 9 34 51 0 0 0 0 0 1 7 9 34 51
23：00～00：00 0 7 4 21 32 0 0 0 0 0 0 7 4 21 32
00：00～01：00 0 1 0 13 14 0 1 0 0 1 0 2 0 13 15
01：00～02：00 0 1 1 6 8 0 0 0 0 0 0 1 1 6 8
02：00～03：00 1 1 1 6 9 0 0 0 0 0 1 1 1 6 9
03：00～04：00 0 1 2 10 13 0 0 0 0 0 0 1 2 10 13
04：00～05：00 0 3 5 20 28 0 0 0 0 0 0 3 5 20 28
05：00～06：00 0 9 3 19 31 0 0 0 0 0 0 9 3 19 31

16時間合計 50 482 197 3,866 4,595 22 47 1 1 71 72 529 198 3,867 4,666

24時間合計 52 512 222 3,995 4,781 22 48 1 1 72 74 560 223 3,996 4,853

注） 16時間合計 ： 6:00～22:00の合計

一般車両 工事関係車両 合計
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単位：km/時

地点

区分

時間帯

39 50 47 47 39 51 42 44 45 47

37 51 45 49 38 38 41 42 39 46

39 47 41 48 42 45 37 39 36 44

37 45 41 47 35 42 36 37 35 42

37 49 42 44 33 45 37 41 37 39

37 47 44 48 39 42 41 44 33 38

37 46 46 52 31 38 42 46 36 43

36 46 44 46 33 39 33 39 33 43

36 46 35 42 37 42 37 37 40 47

35 47 38 41 43 53 35 44 42 43

38 46 39 41 31 45 32 39 33 40

35 44 40 43 26 39 41 41 34 41

36 47 42 55 28 39 41 46 29 34

34 46 37 46 37 40 31 35 31 37

35 46 40 50 37 42 32 41 35 47

33 47 37 48 31 43 33 43 36 48

33 47 34 44 34 45 31 45 33 39

31 48 36 43 42 51 32 44 31 45

29 44 41 48 39 50 40 40 40 51

33 46 45 54 38 40 44 51 44 47

39 45 43 48 42 43 46 44 46 50

42 43 53 51 44 46 40 39 40 46

37 50 42 43 41 46 38 46 38 47

39 45 37 47 43 51 41 47 40 50

36 47 41 47 35 43 37 41 36 42

35 46 41 47 40 47 39 45 39 47

36 47 41 47 37 44 38 42 37 44

注）「昼間16時間平均」は6～22時の平均を、「夜間8時間平均」は22～6時の平均をいう。

単位：km/時

地点

区分

時間帯

41 50 34 37 39 41 29 30

39 53 28 38 38 40 20 31

39 47 24 41 39 44 15 20

30 36 25 30 33 38 15 21

30 35 31 34 36 40 22 27

40 41 28 34 33 40 23 28

40 44 27 39 33 40 16 32

37 48 30 36 35 39 16 19

39 46 39 46 35 42 16 22

25 32 33 42 31 43 14 17

25 32 35 43 30 39 19 27

32 38 33 43 30 34 20 26

31 37 26 38 35 36 19 23

33 43 24 33 41 40 17 21

33 44 35 43 37 43 16 20

22 30 27 39 通過せず 40 15 19

21 30 30 40 35 40 24 26

33 38 28 38 39 42 23 28

32 40 23 37 39 42 22 31

37 44 32 33 38 47 22 33

40 43 38 40 40 45 19 26

27 32 28 41 38 44 19 24

22 33 35 34 31 39 18 26

36 40 38 43 42 43 22 30

34 41 30 38 35 40 18 24

31 37 31 38 38 43 21 28

33 40 30 38 36 41 19 25

注）「昼間16時間平均」は6～22時の平均を、「夜間8時間平均」は22～6時の平均をいう。

№11

大型車 小型車 大型車 小型車 大型車 大型車 小型車

06：00～07：00

№１ №４ №５ №10

小型車 大型車 小型車

18：00～19：00

07：00～08：00
08：00～09：00
09：00～10：00
10：00～11：00
11：00～12：00
12：00～13：00
13：00～14：00
14：00～15：00
15：00～16：00
16：00～17：00
17：00～18：00

昼間16時間平均

19：00～20：00
20：00～21：00
21：00～22：00
22：00～23：00
23：00～00：00
00：00～01：00
01：00～02：00
02：00～03：00
03：00～04：00
04：00～05：00
05：00～06：00

24時間平均

№12 №13 №14 №16

大型車 小型車

06：00～07：00
07：00～08：00
08：00～09：00

大型車 小型車 大型車 小型車 大型車

11：00～12：00
12：00～13：00
13：00～14：00
14：00～15：00

小型車

夜間8時間平均

夜間8時間平均

21：00～22：00
22：00～23：00
23：00～00：00
00：00～01：00
01：00～02：00
02：00～03：00

15：00～16：00
16：00～17：00
17：00～18：00
18：00～19：00
19：00～20：00
20：00～21：00

09：00～10：00
10：00～11：00

03：00～04：00
04：00～05：00
05：00～06：00

昼間16時間平均

24時間平均

資料４．走行速度調査結果 
［本編p.47参照］ 
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単位:dB

No.1 No.4 No.5 No.10 No.11 No.12 No.13 No.14 No.16

 6:00～ 6:10 62.8 59.5 59.0 65.6 64.1 64.3 65.2 59.4 54.4

 7:00～ 7:10 64.0 64.0 64.1 67.0 66.6 63.4 64.3 64.7 60.2

 8:00～ 8:10 65.1 62.5 62.9 66.8 65.9 64.5 66.4 65.5 55.8

 9:00～ 9:10 65.5 63.8 63.5 67.3 67.4 63.8 66.1 64.7 57.2

10:00～10:10 64.4 62.8 63.6 65.9 67.0 66.5 66.7 65.2 60.8

11:00～11:10 63.3 62.4 63.2 65.4 66.2 64.2 66.2 65.7 57.9

12:00～12:10 64.4 63.2 62.7 65.3 66.0 65.1 65.7 64.6 57.4

13:00～13:10 65.2 64.9 62.4 68.1 67.2 63.6 67.5 64.8 58.2

14:00～14:10 64.7 62.9 64.1 67.1 65.9 63.3 65.0 64.6 58.5

15:00～15:10 64.6 63.9 63.6 65.8 66.2 63.2 66.4 64.7 59.5

16:00～16:10 65.4 64.1 65.4 67.1 66.1 64.2 65.8 64.8 59.9

17:00～17:10 64.6 63.9 62.9 66.5 66.7 64.1 69.0 67.3 60.5

18:00～18:10 64.7 64.5 63.6 67.3 67.1 65.5 65.9 63.8 58.0

19:00～19:10 64.0 64.7 63.0 68.7 65.1 62.8 65.7 63.5 57.8

20:00～20:10 63.6 61.5 62.2 66.8 66.4 63.8 66.0 63.9 54.3

21:00～21:10 61.7 61.1 61.4 65.5 65.3 62.7 64.7 63.3 54.3

22:00～22:10 62.0 59.8 62.9 65.5 64.5 61.7 65.5 62.3 53.1

23:00～23:10 60.3 59.2 60.7 64.5 67.6 62.7 64.9 60.7 55.3

 0:00～ 0:10 58.7 58.7 60.6 62.7 63.3 58.6 61.7 60.1 54.2

 1:00～ 1:10 57.3 57.6 60.2 62.1 63.3 59.4 61.0 61.5 51.8

 2:00～ 2:10 60.0 57.9 60.1 60.5 65.5 59.4 57.2 61.3 56.2

 3:00～ 3:10 54.8 56.5 56.9 60.7 61.0 56.3 54.7 58.5 52.9

 4:00～ 4:10 56.0 58.1 60.1 59.4 60.7 56.1 55.7 56.1 55.6

 5:00～ 5:10 57.1 54.4 57.4 57.6 62.7 58.5 54.7 55.7 51.7

64 63 63 67 66 64 66 65 58

59 58 60 62 64 60 61 60 54

注）上記の数値は、等価騒音レベル（LAeq）である。

夜間平均値

調　査　地　点

昼間

夜間

昼間平均値

時間区分 時間帯

資料５．工事関係車両の走行による騒音の調査結果 
［本編p.59参照］ 
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単位:dB

No.1 No.4 No.5 No.10 No.11 No.12 No.13 No.14 No.16

夜間  6:00～ 6:10 45 40 43 39 44 45 37 35 46

 7:00～ 7:10 43 42 46 41 46 48 40 38 50

 8:00～ 8:10 46 45 46 43 47 50 40 38 52

 9:00～ 9:10 43 45 44 42 48 51 40 38 51

10:00～10:10 43 45 45 42 46 50 40 38 49

11:00～11:10 42 42 42 42 46 48 41 37 47

12:00～12:10 42 41 43 40 46 48 39 37 48

13:00～13:10 43 43 43 41 46 47 42 37 47

14:00～14:10 43 44 45 40 46 47 40 36 49

15:00～15:10 43 45 46 42 46 47 40 36 48

16:00～16:10 43 44 46 41 46 48 39 36 49

17:00～17:10 42 45 44 41 47 49 41 37 49

18:00～18:10 42 43 45 42 46 50 39 36 50

19:00～19:10 43 40 44 41 46 46 38 36 50

20:00～20:10 39 40 43 39 46 46 38 35 47

21:00～21:10 38 40 43 40 43 45 37 34 49

22:00～22:10 36 39 44 39 45 45 37 34 46

23:00～23:10 36 38 40 36 43 43 38 34 44

 0:00～ 0:10 30 36 39 36 41 40 36 30 44

 1:00～ 1:10 32 33 37 30 38 39 33 < 30 36

 2:00～ 2:10 36 35 40 < 30 37 37 33 32 39

 3:00～ 3:10 < 30 34 37 32 37 38 30 < 30 31

 4:00～ 4:10 32 36 40 33 38 38 32 32 42

 5:00～ 5:10 < 30 30 37 < 30 38 39 32 < 30 36

43 43 45 41 46 48 40 37 49

35 36 40 35 41 41 35 32 42

注)1.上記の数値は、振動レベルの上端値（L10）である。

   2.表中の“< 30”は、振動レベル計の測定下限値（30dB）未満であることを示す。

昼間

夜間

昼間平均値

夜間平均値

調　査　地　点
時間区分 時間帯

資料６．工事関係車両の走行による振動の調査結果 
［本編p.70参照］ 
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建設資材の使用に伴う温室効果ガス排出量（CO2換算）〔その１〕 

分類項目 年度 
資材の使用量 

① 

（kg , ｍ3） 

資材の排出原単位 
② 

(kgCO2/kg , kgCO2/m
3) 

CO2排出量 
①×②/1,000 

（ t CO2） 

木   材 合板 

22年度 0

0.1903 

0
23年度 9,956 2
24年度 0 0 
25年度 0 0 
26年度 0 0 
27年度 0 0 
28年度 62,585           12 

合計 
72,541

（162,000）    ― 
14

（31）     

セメント 

ポルトランドセメント 

22年度 0     

0.836 

0     
23年度 1,442,940     1,206     
24年度 6,636,100     5,548     
25年度 1,425,156     1,191     
26年度         3,800     3     
27年度 114,695     96     
28年度 766,649     641     

合計 
10,389,340
（3,808,000）    ― 

8,685
（3,183）     

生コンクリート 

22年度 0     

311.3 

0     
23年度 3,853     1,199     
24年度 3,502     1,090     
25年度 35,587     11,078     
26年度 38,381     11,948      
27年度 91,733     28,557     
28年度 56,228     17,504     

合計 
229,284

（225,000）    ― 
71,376

（70,043）     

鉄   鋼 

高炉製熱間圧延鋼材 

22年度 0     

1.507 

0     
23年度 0     0     
24年度 0     0     
25年度 3,507,151     5,285     
26年度 19,638,260     29,595      
27年度 24,296,592     36,615      
28年度 69,633     105     

合計 
47,511,636

（66,252,000）    ― 
71,600

（99,842）     

電炉製棒鋼・型鋼 

22年度 0     

0.469 

0     
23年度 478,453     224     
24年度 140,618     66     
25年度 3,480,746     1,632     
26年度 6,404,663     3,004      
27年度 10,175,516     4,772      
28年度 1,111,521     521     

合計 
21,791,517

（22,657,000）    ― 
10,219

（10,626）     

アルミニウム（サッシ相当） 

22年度 0     

7.44 

0     

23年度 0     0     

24年度 0     0     

25年度 0     0     

26年度 30,958     230     

27年度 1,934,216     14,391     

28年度 3,421     25     

合計 
1,968,595
（916,000）    ― 14,646

（6,815）     

注)1. 生コンクリートの使用量の単位は「ｍ3」、それ以外は「kg」である。 

2.（ ）の数値は、予測結果を示す。 

3. 屋上仕上材、内装仕上材及び外構材については、排出原単位が公表されていないため、混在する

資材の比率等から想定した。 

資料７．建設資材の使用に伴う温室効果ガス排出量（CO2換算） 
［本編p.84参照］ 
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建設資材の使用に伴う温室効果ガス排出量（CO2換算）〔その２〕 

分類項目 年度 
資材の使用量 

① 

（kg , ｍ3） 

資材の排出原単位 
② 

(kgCO2/kg , kgCO2/m
3) 

CO2排出量 
①×②/1,000 

（ t CO2） 

陶磁器（建設用） 

22年度 0     

0.689 

0     
23年度 32     0     

24年度 0     0     

25年度 0     0     

26年度 0     0     

27年度 0     0     

28年度 755,789     521     

合計 
755,821

（505,000）    ― 
521

（348）     

ガラス（板ガラス相当品） 

22年度 0     

1.782 

0     

23年度 0     0     

24年度 0     0     

25年度 0     0     

26年度 0     0     

27年度 1,257,692     2,241     

28年度 410,232     731     

合計 
1,667,924

（4,062,000）    ― 
2,972

（7,238）     

屋上仕上材 

22年度 0     

0.14 

0     

23年度 0     0     

24年度 0     0     

25年度 0     0     

26年度 0     0     

27年度 0     0     

28年度 86,747     12     

合計 
86,747

（5,487,000）    ― 
12

（768）     

内装仕上材 

22年度 0     

0.40 

0     

23年度 400     0     

24年度 0     0     

25年度 0     0     

26年度 0     0     

27年度 4,267,475     1,707     

28年度 6,996,560     2,799     

合計 
11,264,435

（27,417,000）    ― 
4,506

（10,967）     

外構材 

22年度 0     

0.12 

0     

23年度 0     0     

24年度 0     0     

25年度 0     0     

26年度 0     0     

27年度 0     0     

28年度 221,107     27     

合計 
221,107

（5,055,000）    ― 
27

（607）     

合  計（CO2総排出量） 

22年度 0     

23年度 2,631     

24年度 6,704     

25年度 19,186     

26年度 44,780     

27年度 88,379     

28年度 22,898     

合計 
184,578

（210,468）     

注) 1. 生コンクリートの使用量の単位は「ｍ3」、それ以外は「kg」である。 

2.（ ）の数値は、予測結果を示す。 

3. 屋上仕上材、内装仕上材及び外構材については、排出原単位が公表されていないため、混在する

資材の比率等から想定した。 
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建築用断熱材の現場発泡時に発生した温室効果ガス排出量（CO2換算） 

分類項目 年度 

HFC-134a 

の使用量 

① 

（kg） 

現場発泡時 

の漏洩率 

② 

（％） 

現場発泡時 

の漏洩量 

③＝①×②/1,000 

（t） 

HFC-134a の 

地球温暖化係数 

④ 

CO2 換算排出量 

③×④ 

（ t CO2） 

現場発泡 

ウレタンフォーム 

外壁 PC 

22年度 0 

10 

0 

1,300 

0 

23年度 0 0 0 

24年度 0 0 0 

25年度 0 0 0 

26年度 0 0 0 

27年度 4,849 0.485 631 

28年度 0 0 0 

合計 4,849 
（6,000） 

― ― ― 631 

ACW スパンドレル 

22年度 0 

10 

0 

1,300 

0      

23年度 0 0 0      

24年度 0 0 0      

25年度 0 0 0      

26年度 0 0 0      

27年度 0 0 0      

28年度 0 0 0      

合計 0 
（6,000） 

― ― ― 0      

スラブ下 RC 面 

22年度 0 

10 

0 

1,300 

0      

23年度 0 0 0      

24年度 0 0 0      

25年度 0 0 0      

26年度 0 0 0      

27年度 9,845 0.985 1,281      

28年度 37,404 3.740 4,862      

合計 47,249 
（8,000） 

― ― ― 6,143      

合  計（CO2 総排出量） 

22年度 0      

23年度 0      

24年度 0      

25年度 0      

26年度 0      

27年度 1,912      

28年度 4,862      

合計 6,774      
（2,600）    

注）（ ）の数値は、予測結果を示す。 





本書は、再生紙を使用している。 

「本書に使用した地図の下図は、名古屋都市計画基本図（平成22年度、縮尺1/2,500）を使

用したものである。」 




